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カシオは、1999年から「環境報告書」の発行を開始し、昨2004年に

は環境保全活動に加え、社会的・経済的側面を含めて「環境経営報告書」

と改めました。2005年は、さらに「CSR報告書」と改め、環境パフォー

マンスデータの報告を拡充したのに加え、お客様/取引先/投資家・株

主/従業員/地域・市民・国際社会の各ステークホルダーに対するカシ

オの社会的責任を明確にすべく、報告内容の充実を図っています。 

●すべてのステークホルダー※を対象読者とし、カシオ製品をご愛用い

ただく一般のお客様およびカシオ従業員にも読んでいただけるよう、

わかりやすい記述・表現を心掛けています。 

●色覚特性をお持ちの方にも読んでいただけるよう配慮し、グラフや

図などについてバリアフリーデザインを心掛けています。 

●裏表紙に、読者の皆様と相互コミュニケーションを図る目的として、

お問い合わせ先やホームページのURLを記載しています。 
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編集方針 

報告範囲 
●報告対象期間 

この「CSR報告書2005」は、主として2004年度（2004年4月1

日から2005年3月31日）におけるカシオグループのCSR活動をま

とめています。但し、一部に2004年4月以前の情報を含めています。 

●報告対象組織 

環境会計、環境負荷データの集計・記載範囲は下表の通りです。昨年

度に比べて国内10拠点、海外12拠点を加えています。（表中青文字）

また、本文中で用いられる「カシオは～」はカシオグルｰプを指し、「カ

シオ計算機は～」はカシオ計算機単独を指します。 

●報告分野 

この「CSR報告書」は、環境省発行「環境報告書ガイドライン（2003

年度版）」に準拠し、GRI（Global Reporting Initiative）「サステナ

ビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」を参考に制作しています。 

本報告書には「カシオ計算機株式会社とその関係会社」（カシオグループ）の過去と現在
の事実だけでなく、発行日時点における事業計画・経営方針に基づいた将来予測が含ま
れています。これらの将来予測・計画は、記述した時点で入手できた情報に基づいた判断
であり、諸与件の変化によって、将来の事業活動の結果や事象が本冊子に記載した予測・
計画とは異なったものとなる可能性があります。読者の皆様には、以上をご了解いただ
きますようお願い申しあげます。 

※カシオ計算機 八王子技術センターをデバイス事業に、本社、羽村技術センター、カシオ
日立モバイルコミュニケーションズをエレクトロ二クス機器事業に含めます。 
※（　）内は拠点数を表し、記入のないものは1拠点を表します。 
但し、上表で下線部の拠点は「環境保全コスト」「経済効果」のみ対象範囲に含まれます。 

「将来に関する予測、計画について」 

グループ拠点名 

カシオ計算機株式会社 八王子技術センター、甲府カシオ株式会社（2）、 

高知カシオ株式会社、カシオマイクロニクス株式会社（2） 

 

カシオ計算機株式会社 本社、カシオ計算機株式会社 羽村技術センター、 

山形カシオ株式会社（2）、カシオ電子工業株式会社、 

カシオサポートシステム株式会社（5）、カシオテクノ株式会社、 

株式会社 シー・シー・ピー、株式会社 カシオ日立モバイルコミュニケーションズ、 

株式会社 カシオコミュニケｰションブレインズ、 

カシオエンターテインメント株式会社、カシオマーケティング株式会社、 

カシオ情報サービス株式会社、カシオ情報機器株式会社、 

カシオアイネットソリューション株式会社、カシオソフト株式会社、 

カシオビジネスサービス株式会社、カシオ電子デバイス株式会社 
 

韓国カシオ、台湾カシオ、香港カシオ 番禺工場、カシオ電子（珠海）有限公司、 

カシオ電子（中山）有限公司、カシオ タイ、朝日エレクトロニクス インドネシア、 

香港カシオ、カシオ電子（深　）有限公司、カシオ（上海）貿易有限公司、 

カシオ電子（広州）有限公司、カシオインク、カシオ カナダ、 

カシオヨーロッパGmbH、カシオUK、カシオ時計フランス、 

カシオインディア、カシオシンガポール 
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ス
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事
業
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外
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ニ
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「カシオミニ」 

「カシオトロン」 

「カシオエイト会」 

褒状 

小型純電機計算機 
「14-Ａ型」 

1980

世界初の小型純電機計算機を商品化、
カシオ計算機株式会社を設立 

1957

1965年 
 
1966年 
1970年 
1972年 
 
 
 
1974年 
 
 
1976年 
 
1978年 
 
1979年 

1980年 
1981年 
 
 
 
1983年 
 
 
 
1984年 
 
1985年 
 
 
 
1989年 

1964年 
 
1967年 
 
1969年 
 
1971年 
 
 
 
 
 
 
1977年 
 

能力主義に基づく資格制度を導入、教育
研修制度を整備 
“品質のカシオ”を掲げ、不良撲滅（NCZD）
運動をスタート 
“相互信頼、相互理解”を基本としたカシ
オ労働組合結成 
“相互親和”を基に全国文具卸店と「カシ
オエイト会」を創立 
 
 
 
 
 
計算機の発展に貢献したとして、内閣総理
大臣から褒状授与 
 

1981年 
 
 
 
 
 
 
1982年 
 
1986年  
 
 
 
 
 
 
 
 
1989年  

トランジスタを採用した電子式1号機「001
型」を発売。 
電子式卓上計算機を海外に初輸出 
東京証券取引所二部に株式上場 
●世界初のパーソナル電
卓「カシオミニ」発売 

●東京証券取引所第一
部に指定替え 
デジタル時計「カシオ
トロン」を発売、時計事
業に参入 
電 子 式 金 銭 登 録 機
（ECR）発売 
時計用液晶パネル生産
開始、デバイス事業に進出 
日本語オフィスコンピュータ「Σ-S8700
シリーズ」発売 
 

電子楽器「カシオトーン」発売 
●電子辞書１号機「ＴＲ-
2000」発売 

●ソーラー電卓（SL-
801）発売 

● 耐衝撃腕時計「Ｇ-
SHOCK」1号機発売 

●ポケット液晶カラーテ
レビ「TV-10」発売 
液晶シャッター式ページ
プリンタ1号機発売 
●ポケット液晶カラーテ
レビ「TV-1000」発売 

●超薄型デジタルウオッチ
「ペラ」（FS-10）発売 
ユーザープログラム不
要の事務用情報処理装
置「ADPS R1」発売  

●「カシオワールドオー
プンゴルフトーナメン
ト」開催 

●  一般消費者の問い合
わせに対応するため、
広報室内に「消費者課」
を新設 

「カシオ科学振興財団」
を設立 

●音楽文化の創造に寄
与すべく音楽振興活
動をスタート 

●「全社品質高揚運動」
がスタート。品質管理
体制の強化を図る。 

●社業貢献に対する最
高表彰として「社長賞
制度」がスタート 

「消費者課」を「お客様
相談室」に名称変更し、
全国の地区に新設 

事業活動を通じて 

社会・環境 
保全活動を通じて 

“創造”と“貢献”の歩み 

カシオは、独創的なモノづくりによる社会への
ステークホルダーとのより良い関係づくりを追

世界初の電気式計算機を開発し、 
日本の計算機産業の形成、科学技術の発展に貢献。 

顧客・従業員・取引先との関係づくりとともに、 
社会市民活動を積極的に推進。 
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「第1回カシオワールドオープン」 

「全社品質高揚運動」 

「カシオ科学振興財団 
設立記念パーティ」 

「カシオトーン」 

「TR-2000」 「au向けカメラ付 
携帯電話」 

「EXILIM EX-S1」 

「QV-10」 

「G-SHOCK」 

1990 2000

1991年 
 
1992年 
1994年 
1995年 
 
 
 
 
 
 
1996年 
1997年 
1999年 

2000年 
 
 
 
 
 
 
2002年 
 
 
2003年 
 
 
 
2004年 
 
2005年 

1990年 
 
1991年 
1993年 
 
 
1997年 
 
 
1998年 
 
1999年 
 
 
 
 
 

生産工場を展開するメキシコ・テファナ市か
ら樫尾和雄社長が名誉市民を授与 
環境保全委員会を発足 
●カシオ環境憲章、カシオ環境ボランタリープ
ランを制定 

●特定フロン、1、1、1-トリクロロエタン使用廃止 
●カシオホームページに環境への取り組みを
掲載 

●山形カシオでISO14001認証取得 

●韓国カシオでISO14001認証取得 
●「カシオ倫理行動規範」を制定 

●カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グ
リーン21」制定 

●グリーン調達ガイドライン制定 
●法人向け電子文具のテープカートリッジ回
収を開始 

●執行役員制度を導入 
●「環境報告書1999」を発行 
●エコプロダクツ1999へ出展 

2000年 
 
2001年 
 
 
2002年 
 
 
 
 
 
 
2003年 
 
 
 
 
2004年 

国内生産拠点およびカシオ計算機4事業所に
おけるISO14000認証取得完了 
●カシオグリーンプロダクツ30（C.G.P.30）
を開始 

●二次電池（充電式電池）のリサイクルを開始 
●甲府カシオ（本社、一宮）、カシオマイクロニ
クス（山梨）3事業所でゼロエミッション（埋
立率1%未満）達成 

●法人向け使用済みパソコンおよび情報処理
機器の回収・リサイクルを開始 

●高知カシオがエネルギー管理優良工場（電
気部門）資源エネルギー庁長官賞受賞 

●企業改革プロジェクト発足 
●「カシオ創造憲章」を制定 
●「カシオ倫理行動規範」を改訂 
●「カシオ行動指針」を制定 
●家庭系使用済みパソコンの回収を開始 
「CSR推進室」「CSR委員会」発足 
 

●指紋認証アルゴリズム
「VeriPat™」を開発 
●携帯機器向け小型高性
能燃料電池の研究開発
に成功 

●腕時計型デジタルカメラ
「リストカメラ」発売 
●世界最薄のウェアラブル・
カードカメラ「EXILIM 
EX-S1」を発売 

● au初の200万画素カメラ
付携帯電話発売 

●モバイル機器向け指紋認証デバイスを開発 
●データプロジェクター市場に参入 
日立製作所と合弁で携帯電話会社「カシオ
日立モバイルコミュニケーションズ」を設立 
（株）ルネサステクノロジと半導体実装技術
で提携 
 

貢献を基本に、 
求してきました。 

デジタル技術を活かした独創的な商品の創造を通じ、 
世界の人々の豊かな暮らしに貢献。 

生産量増大に伴う環境負荷を低減すべく、 
環境保全活動と環境配慮製品の創造に取り組む。 

ラベル式印刷機「ネームランド」（KL-1000）
発売 
腕時計型血圧計「BP-100」を発売 
高知カシオでTFT液晶工場の稼働開始 
●世界初の液晶モニター
付きデジタルカメラ「QV-
10」を発売。 

●WIN98ミニノートPC「カ
シオペアFIVA」（MPC-
101）発売 
 
電波時計「DQD-10」を発売 
カシオペア日本語版を国内にて発売 
●世界初のGPS機能内臓のウオッチを発売 
●耐水・耐衝撃性を備えたcdma One対応 
携帯電話「C303CA」発売 
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Introduction

カシオの創業は、1957年、まだ欧米型の機械式計算機しかなかった時代に、 

樫尾兄弟がめざした世界最初のリレー式計算機の発明に端を発します。 

デジタル製品の基礎となるこの発明は、その後、幾多の技術革新を経ながら、 

日本の高度成長期における広範な産業界の事務合理化に貢献し、 

さらに、“電子立国―日本”の一翼を担う、多彩な世界初のデジタル製品創造へ結実していきました。 

その歩みは、創業者 樫尾俊雄の掲げた理念「創造 貢献」を脈々と受け継ぎ、 

時代、社会と真摯に向き合い、“独創的なモノづくりによる社会貢献”を実践してきた歴史でもあります。 

 

今、社会の持続可能な発展が求められ、企業の社会的責任が問われています。 

カシオは、現在も従業員の行動指針として、企業文化として根づくこの理念を精神的支柱に、 

独創的なモノづくりによる社会貢献を第一の責務と改めて認識するとともに、 

ステークホルダーに対してどのような役割・責任を果たしていくべきかを常に考え、 

その実現に向けた努力をこれからも続けていきます。 

すべてのステークホルダー※に、 
期待され、信頼される企業であり続けるために。 

※すべてのステークホルダー： 
お客様、取引先、投資家、株主、従業員、地域住民、NGO、
NPO、マスコミ、金融機関、研究者、行政などを指します。 
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主要製品： 

電卓、電子文具、電子辞書、電子楽器、 

液晶テレビ他映像機器、デジタルカメラ、 

主要製品： 

電子レジスター(ＰＯＳ含む)、 
オフィス･コンピューター、  
ページプリンタ、 
データプロジェクター 

主要製品： 

デジタルウオッチ、アナログウオッチ、 
クロック 

主要製品： 

携帯電話、 
ハンディターミナル 

■ MNS部門 ■ 情報機器部門 
主要製品： 

ファクトリーオートメーション、 
金型、玩具など 

■ その他 

デジタルカメラ 電子辞書 ソーラー電波ウオッチ 

携帯電話 ページプリンタ データプロジェクター 

主要製品： 

ＬＣＤ、ＢＵＭＰ受託加工、ＴＣＰ 組立･ 
テスト受託加工、キャリアテープ 

TFT液晶モジュール COF

ハンディターミナル 

■
●

■

■

■

■ ●

●

●

●

■

●

■ ●

■ ●

■ ●
●●

■

■

■
●

▲

●

■ ●

●

●

■
●

●

▲

■ ●

■
■
■
■
▲
●

■
■
■
■
■
■

●

■
■

部門別売上高構成比 

デバイスその他事業 

19.9%
その他 
5.9% 
デバイス部門 
14.0% 
 
情報機器部門 
8.8% 
MNS部門 
23.5%

 エレクトロニクス機器事業 

80.1%

コンシューマ部門 

35.5% 
時計部門 

12.3% 
 

 

売上高 

 国内 

 海外 

営業利益 

総資本 

株主資本 

設備投資額 

従業員数（人） 

443,930 

269,536 

174,394 

17,905 

445,883 

162,375 

30,278 

18,119

2000年度 

382,154 

222,684 

159,470 

▲10,418 

449,224 

134,317 

15,737 

14,670

2001年度 

440,567 

268,601 

171,966 

17,914 

459,113 

131,957 

11,168 

11,481

2002年度 

523,528 

299,224 

224,304 

27,491 

496,039 

144,403 

16,213 

11,637

2003年度 

559,006 

336,363 

222,643 

39,040 

495,743 

162,271 

21,000 

12,140

2004年度 

連結業績の推移 カシオ計算機 会社概要 
（2005年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

商号 カシオ計算機株式会社 
設立 1957年6月1日 
本社 東京都渋谷区本町 
 一丁目6番2号 
代表取締役社長 樫尾 和雄 
資本金 415億4,900万円 
従業員数 3,131名（単体） 
 12,140名（連結） 
連結対象会社 子会社（国内・海外）53社 
 持分法適用会社 
 （国内・海外）6社     

カシオグループの事業概要 

エレクトロニクスとデバイスの両事業で、 
“小型・軽量・薄型・省電力”製品を創造し 
グローバル市場へ提供しています。 

カシオグループは、カシオ計算機と連結子会社53社および持分法適

用会社6社（2005年3月現在）により構成され、「エレクトロニクス機器

事業」と「デバイスその他事業」を展開しています。「エレクトロニクス

機器事業」は、コンシューマ、時計、ＭＮＳ （モバイル・ネットワーク・ソリュー

ション）、情報機器の4部門、「デバイスその他事業」は、デバイス、その他

の2部門により構成され、それぞれが開発・生産から販売・サービスにわ

たる事業活動を推進しています。 

カシオグループの事業 

エレクトロニクス機器事業 
■ コンシューマ部門 ■ 時計部門 

デバイスその他事業 
■ デバイス部門 
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■ ■ ■ 

海外の生産・販売拠点 
■ 販売、一般関連 
● 生産、研究開発関連 

■ カシオヨーロッパGmbH

■ カシオUK

■ カシオ時計フランス 

■ ● カシオインディア 

● カシオタイ 

● カシオシンガポール 

● 韓国カシオ 

■ カシオ（上海）貿易有限公司 

● 台湾カシオ 

■ ● カシオ電子（中山）有限公司 
■ ● カシオ電子（広州）有限公司 
■ ● カシオ電子（珠海）有限公司 
● 香港カシオ 番禺工場 ● 朝日エレクトロニクス インドネシア 

■ カシオインク 

■ カシオ カナダ 

■ 販売、一般関連 
● 生産、研究開発関連 
▲ その他関連会社 

● カシオ電子工業株式会社 
■ ● 株式会社シー・シー・ピー 

● 高知カシオ株式会社 

● 甲府カシオ株式会社 

 
■ カシオ計算機株式会社本社 
● カシオ計算機株式会社 羽村技術センター 
● カシオ計算機株式会社 八王子技術センター 
▲ カシオテクノ株式会社 
■ ● カシオマイクロニクス株式会社 
■ カシオ情報機器株式会社 
■ カシオソフト株式会社 
■ カシオ電子デバイス株式会社 
▲ カシオサポートシステム株式会社 
● 株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 
■ 株式会社カシオコミュニケーションブレインズ 
■ カシオエンターテインメント株式会社 
■ カシオマーケティング株式会社 
■ カシオ情報サービス株式会社 
■ カシオアイネットソリューション株式会社 
■ カシオビジネスサービス株式会社 

● 山形カシオ株式会社 

■ カシオ電子（深　）有限公司 
■ 香港カシオ 

訓 圷

日本の生産・販売拠点 

地域別売上高構成比 

国内 

60.2%

北米 

8.3%

欧州 

13.4%

アジア・その他 

18.1%

世界中のお客様に製品をお届けするために、カシオでは日本・北米・

欧州・アジアの4極を軸に、世界各地に開発・製造・販売の拠点を置いて

います。研究開発やデバイスの生産拠点を国内に置き、その他の生産

拠点についてはアジアを中心に展開。海外の販売については、北米地

域はカシオインク、欧州地域はカシオUK、カシオヨーロッパGmbH、カ

シオ時計フランス、その他の地域においては代理店を設け、直接輸出ま

たは間接輸出を行っています。 

■ ■

カシオグループのネットワーク 

■ 
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代表取締役社長 

トップコミットメント 

社会から期待され、 
信頼される企業であるために 

「創造 貢献」を理念として 

CSRを経営の最重要課題として 

カシオは「創造 貢献」を理念として掲げ、世の中にない独創

的な製品を創造することで、人々の暮らしを豊かにすることに

貢献してきました。 

具体的には、世界初の純電気式リレー計算機『14-A』を始

めとして、個人用電卓『カシオミニ』、デジタルキーボード『カ

シオトーン』、耐衝撃腕時計『G-SHOCK』、世界初の液晶モニ

ター付きデジタルカメラ『QV-10』、ウェアラブルカードカメラ

『エクシリム』などの開発に、この「創造 貢献」の精神が端的に

表れています。 

これらの製品は全て、人々の持つ普遍的な欲求を的確にと

らえ、それを身近な商品として提供することで、新たな需要を

創造し事業化したものでした。そして、これらの製品はお客様

の期待を超えて感動をもたらすと同時に、新しい文化や生活シー

ンを切り開き、豊かな生活の実現に貢献してきました。 

また、カシオはこうした事業を進めるにあたっては、『小型・

軽量・薄型・省電力』を独自のコア・コンピタンスとし、環境負荷

の低減を重要な企業活動としてとらえ、事業を通じてかけがえ

のない地球資源と環境を保全することに努めてきました。 

 

こうした歩みを踏まえて将来を展望したとき、カシオは企業

が持続的成長を果すためには、地球環境の保全と社会の持続

的発展が不可欠であり、経済・社会・環境という、CSRの三側面

のバランスに配慮した企業活動に努めることが、極めて大切で

あると考えています。しかし、それは企業の本来的な業務から

かけ離れたものではなく、日常の業務を通じてあたりまえのよ

うに、実行できるものでなければなりません。 

そのためには、単に形式的に仕組みや体制を整えるだけでは

不十分であり、実際に仕事をする役員をはじめ、カシオで働く全

7



カシオグループのCSR経営 

ての従業員の意識や、組織の風土が重要となってきます。そこで、

カシオでは仕事をする上でのあるべき姿を再構築し、「創造 貢

献」という理念の今日的な意味を問い直し、2003年に「カシオ

創造憲章」・「カシオ行動指針」として制定しました。カシオはこ

れらの内容が記載されたカードを、全従業員に配布し、全員が署

名の上、常時携帯することなどを通じて周知徹底を図っています。 

また、2004年4月にはCSR推進室を新設し、CSR経営を

推進する上での現状分析と課題抽出に取り組むとともに、

CSR意識の啓発に取り組んできました。こうした取り組みを基

盤として、同年12月には取締役と監査役で構成する「CSR委

員会」を設置し、CSRに関する各種テーマについて審議する

体制を整えました。今後とも、こうした従業員の意識・組織風土

を基盤としつつ、CSRマネジメント体制の確立に努め、皆様か

らの信頼にお応えするカシオグループをめざしてまいります。 

 

ご承知のとおり、CSRの対象は広範な領域に及ぶとともに、

関わりを持つステークホルダーの違いによって、取り組むべき

活動内容や、その優先度合いが異なってきます。カシオはこう

した視点に立ち、CSR経営のあるべき姿を追求してまいります。 

 

顧客、取引先、株主・投資家への責任 

ネットワーク社会の進展に伴い、世界の各地域での需要に応

じたグローバル・サプライ・チェーンの最適化を推進するとと

もに、常に次代の需要を見据えた研究開発を進め、知的財産戦

略の強化を図り、高付加価値経営を推進してまいります。 

 

地球環境への責任 

カシオのコア・コンピタンスである「小型・軽量・薄型・省電力」

技術を活かし、引続きグリーン商品比率の向上に取組んでまい

ります。また、引続きグローバルな環境基準・規制に的確に対

応するとともに、地球温暖化対策についても、全社で省エネル

ギーへの取り組みを進めてまいります。 

 

従業員への責任 

性別、信条、宗教、人種、社会的身分、身体障害などの差別なく、

公正に就業機会を提供し、誰もが価値創出に挑戦する喜びを

享受できる企業文化の醸成を図るとともに、次世代育成支援

対策推進法の施行も踏まえ、家庭と仕事の両立が図れる職場

環境づくりに注力してまいります。 

 

社会への責任 

カシオはこれまでも「環境保全」｢教育｣「文化・芸術」「学術・

研究」「地域社会」を社会貢献における重点分野と位置付けて

活動してきました。今後は特に環境保全と次世代を担う子供達

への教育に関わる取り組みを強化してまいります。 

 

このように今後とも、ステークホルダーの方々との“尊敬と

信頼の絆”を育むために、社会の要求に誠実かつ敏感にお応え

するとともに、さらに自主的な責任を設定し、その遂行に努め

てまいります。 

 

カシオはこうした考えに基づく活動を展開しておりますが、

今般2004年度の活動を報告書としてまとめました。もちろん、

決して十分な内容であるとは申せませんが、今後の活動は皆

様との対話によって、より進化させていく所存であります。皆

様方の忌憚のないご意見をお聞かせいただければ幸いです。 
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代表取締役社長　樫尾 和雄 

代表取締役副社長　樫尾 幸雄 

P13

P30

P40

P22

P22

トップインタビュー 

独自の企業文化のもとに、 
環境と社会に貢献する「モノづくり」を推進 

［社長／副社長］本日はお忙しい

ところ、お越しいただきましてあり

がとうございます。 

 

［三田会長］こちらこそ、お時間を頂

戴いたしまして、ありがとうございます。 

 

早速ですが、昨今の企業不祥事を

見ておりますと、これは日本のみな

らず、アメリカでもヨーロッパでも同

様なのですが、まともな企業文化を持っ

ているのかどうか、疑わざるを得な

いような例が見受けられます。 

そこで、まずは御社の企業文化

の柱というものはどういうものか、

また、最近の世相に対して、その柱

をどのように企業文化に反映して

おられるのか、お話しいただきたいと思います。 

 

［社長］まず、当社の経営理念は『創造 貢献』です。これは文字

通り、従来にない斬新な機能を持った製品を創造することで、

社会貢献を実現するということです。これをもう少し具体的に

噛み砕いて、従業員が守るべき規範として、日常の行動レベル

に近づけて表現したものが、『カシオ創造憲章』と『カシオ行動

指針』です。 

このなかでは、全ての業務において常識の枠を捨て去り、本

来のあるべき姿を創造し、その実現に向けて努力することや、

事業を通じて社会に貢献し、人々に喜びと感動を提供すること、

全てのステークホルダーと尊敬と信頼の絆を結ぶべく行動す

ること、などを定めています。これらは2003年に制定したも

のですが、現在も全従業員がこれを記したカードを常に携帯し、

遵守する努力を行っています。 

また、私共は世界中の国々に、毎年１億数千万台の製品を供

給しています。グローバルな規模で事業を展開していく上では、

一方的に自己の利益を主張するのではなく、お互いの立場を

尊重し、お互いがうまくいくためにはどうあるべきかを考える

という、相互理解の精神が不可欠だと思います。 

これは、国と国の間の問題でも全く同じことだと思います。

自分達だけ良ければいいのではなく、お互いの利益を考えて

行動する。これは、企業にとって根本的な問題であり、私は社内

でも常に機会を捕らえて、そういう話をしております。 

 

［三田会長］御社は、創業時からの製品開発のコンセプトとして、

「小型、軽量、薄型、省電力」ということを言ってこられたと思う

のですが、これは環境問題に直接関係のあることでもあり、立

派なCSRだと思います。 

ただし、最近ではCSRを考える場合、環境問題に加えて健康

や安全といった要求が出てきていると思います。御社の現在、

これからの技術開発の主眼というものは、どういうところに置

かれていますでしょうか。 

 

［副社長］まず、環境について言いますと、私共のコア技術を生

かして開発した「小型、軽量、薄型、省電力」の商品そのものが、

そのまま環境に配慮した商品ということになります。 

私共は「カシオグループボランタリープラン」を定め、カシオ

独自の認定基準のもとにグリーン商品の認定評価を行ってい

ます。 さらに「カシオグリーンプロダクツ50」として、

2005年度にグリーン商品の売上を全売上の50%にすると

いう行動目標を立てて活動しています。 

一方、健康につきましては、時計というものは常に身に付け

るもの、身体の一部であるということに着目し、健康管理のツー

ルとして、すでに脈拍や血圧が測定できる時計を商品化してい

ます。この商品は携帯健康機器としても、時計としても使用で

きます。これらはリストテクノロジーを具体化した、環境だけで

なく健康にも配慮した商品ということになります。 

また、安全という側面からは、カシオ独自の指紋認証アルゴリズ

ムや暗号化技術を開発しており、すでに当社製のハンディーターミ

ナルやPDAなどのモバイル機器に搭載しているほか、携帯電話用

にも液晶ディスプレイ一体型の指紋センサーも開発済みで、個人認

証を通じた情報セキュリティの確保に貢献しています。 

さらに、こうした商品開発とは別に、クリーンな燃料を使った

小型燃料電池の研究開発を進めております。 これも、

できればあと2～3年のうちに、クリーンなエネルギーを使っ

たグリーン商品との組合せで商品化したいと考えています。 

 

［三田会長］燃料電池の研究開発は、相当な知識や技術力とい

うものが必要な分野でしょうね。 

「CSRを単なる流行ではなく、いかに本物の活動に結び付けていくか」は、現在の企業経営者にとって最

重要なテーマの一つです。今回の報告書では、地球環境の将来について確固たるビジョンをお持ちであり、

幅広い分野でご活躍されているNPO法人環境経営学会※1の三田会長、同学会会員のお二人をお迎えして、

上記のテーマに沿って、カシオ計算機の社長、副社長との対談を実施しました。 
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環境経営学会会長 

三田 和美（みた かずとみ） 

1961年東大卒。哲学者、倫理学者、

環境専門家、医学研究者。国際思

潮編集長などを経て、70年から

省エネルギー・リサイクルの公益

法人、企業団体を多数設立、代表

を務める。通産省職員、科学技術

振興事業団研究員を経て世界60

カ国の大学・病院・行政機関など

で調査研究やコンサルティングに

従事。通産省、東京都などの諮問

委員、大学客員教授、企業顧問、三

田環境経営コンサルティングに従

事。事業者格付手法として開発し

た「MITAMODEL」は有名。「東

京都事業系廃棄物処理実態調査」

「環境経営入門」など著書多数。 

P14

P63

CSR推進室室長 
小林 誠 

CSRを遂行するためには 
役員を含めた全社員への意識付けが重要 

社員一人ひとりの積極的な参加のもとに、 
さらなる社会貢献をめざす 

 

［副社長］今、社外も含めていろいろな分野の技術者の協力を

得て進めております。 

燃料電池については、燃料としてメタノールを使用するのですが、

その扱いに関して法律的な課題もまだ若干残っています。この取

扱いの規制が緩和されるのに、2～3年かかると予測しています。 

また、私共は燃料電池そのものも、小型、軽量、薄型で当社の

コア技術を生かした形状を考えています。今、自動車にしてもビ

デオカメラでも、大型の燃料電池が考えられていますが、私共が

開発するのは、もっと小型のカシオ製品向けとして考えています。 

特にモバイル製品を扱っているものですから、現在の省電力

製品をさらに長寿命化させる電池として開発していきたいと

考えています。それが私共の技術の独自性を生かすことであり、

それが実用化されるとユビキタス社会の実現に向け、幅広い

分野で貢献できると思います。 

 

［三田会長］社会的貢献の一つとして、今おっしゃられましたモ

ノづくりとしての本業に加えて、地域社会への貢献という問題

があると思います。昨年は、本社のあるこの地域の防災訓練に、

建物の一部を提供して協力されたというようなお話を伺いま

した。 これは社会貢献の考え方として、今後も発展

させていただきたいと思います。 

また、昨年、今年と新潟中越地震、それから、スマトラ沖地震

というものが起きましたが、こういう災害に対して、御社は何か

取り組みをされましたでしょうか。 

 

［小林室長］新潟中越地震に関しまして

は、カシオグループ全体で、労働組合と

の共同で社員に募金を募り、集まった

金額と同額を会社が上乗せして寄付を

行うという形をとりました。結果的に社

員から240数万円の募金がありました

ので、会社が250万円拠出して、合わ

せて約500万円を、日本赤十字を通じて寄付させていただき

ました。 

また、スマトラ沖地震に関しましては、カシオグループとして、

日本赤十字を通じて500万円を寄付いたしました。 

 

［社長］今回、社員が積極的

に募金してくれたことは、大

変有意義であったと思います。 

 

［三田会長］それは、本当の

パワーですね。 

災害というのは、集中して

起こるという法則があり、ど

うも一説によると、関東大震

災の1923年から70年経っ

た1993年から、また改め

て大地動乱の時代が始まっ

たというようなことが言わ

れています。10年くらい遡っ

て調べてみますと、震度6以

上の地震が日本だけでも約

20件は起きている。 

これからも、地震だけでな

く、いろいろな災害がやって

くると思います。これに対し

て、従来の役所や自治体というものは、いざというときに十分

手が廻らないということが現実に起きている。そういったとき

にNPO、NGO、それから企業が自主的に協力して災害対策に

あたるということも、社会的責任として求められていることだ

と思います。 

 

［篠塚会員］御社は、創造憲章を作られて、CSRを積極的に進

められている企業と認識しております。将来的に、委員会等設

置会社として、取締役会と執行の機能を分離するといった統治

形態を取り入れ、企業統治やリスク管理を強め、透明性を広げ

ていくことに、どういう方針をお持ちなのかを教えていただき

たいのですが。 

 

［社長］企業統治に関しては、当社は外部から2名の方を監査

役として迎えており、客観的に経営監査をしていただいていま

す。 また、その結果を踏まえ、定期的にレビューして

いただいています。 

10
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P62

左から、篠塚委員、三田会長、小椋委員 

トップインタビュー 

次代を担う青少年への影響を重視しつつ、 
今後もCSR経営を推進し続ける 

外部取締役については、いろいろ考えてはいますが、導入に至

るまでには課題があろうかと思います。結局、会社の経営という

のは、その会社の事業内容を十分に認識していないと、なかなか

健全な経営を維持するというのは難しいと思われるからです。 

従って、現状では外部取締役は置かず、監査役設置会社として、

監査役による客観的な監査を経営に活かす仕組みを取っています。 

 

［三田会長］外部取締役の問題は、必ずしも委員会等設置会社

に移行したり、社外取締役を入れなければいけないということ

ではないと思います。 

この問題に関しては、いろいろな方法を考えてしかるべきだ

ろうと思いますが、会社経営というのは、いろいろな知恵が総

合してできてくるものだと思います。その意味で、広く社会面

をもっと取り入れ、認知力を高めるということを、お考えになら

れたらと感想として思いました。 

 

［社長］そうですね。やはり形式的なことよりも、役員を含む全

社員が、日常の業務のなかで常にCSRを意識して進める、とい

うことが一番大切であると思います。 

では、果たして社外取締役がそのような目で見て、いろいろ

指摘や提案ができるかというと、現実にはなかなか難しいこと

ではないでしょうか。あくまでも現実に事業を担っている者が、

CSRについてどれだけの意識を持っているか、ということが重

要になると思います。 

私共は役員で構成するCSR委員会を組織し、定期的に打ち

合わせを行っています。 そこでは、CSRにおける課

題に全部チェックがかかるようになっていますが、我々自身に意

識がなく、積極的な意見を持っていないと、どんな会議を開いて

も、どんな仕組を作っても、結局はうまくいかないと思うのです。 

 

［三田会長］それはおっしゃる通りで、形式的に委員会等設置会

社にしたり、社外取締役を入れても、形だけで終る場合もたく

さんあります。確かにそういう形も大事ですが、やはり中身を

どうやって押えていくかということが重要であり、いろいろな

方法があり得ると思います。 

 

［社長］もう一つ、20世紀は会社の経営として、将来の姿がある

程度予測できました。言い換えると、過去の遺産で経営ができ

たわけです。ところが、21世紀に入った現在では、もう過去の遺

産では全く経営できません。 

また、企業間競争は大変激しくなっており、どんな事業でも

ほんの一握りの企業しか勝ち組には残れません。そこで生き

残るために、必死になって努力をするわけですが、その中で、

環境問題、社会的責任などの課題を果たしながら、どうやって

各事業を伸ばしていくかが重要になっているわけです。 

一方、企業の社会に対する影響が大きくなっている今日、環

境やCSRが注目されていることは、非常に良いことだと思い

ます。事業の発展とCSRの推進を経営の両輪として位置付け、

両者を同じ視点で進めていくことが、経営で一番重要なポイン

トではないでしょうか。 

 

［三田会長］環境対応、CSR対応、これらは企業としてやらなけ

ればいけない。しかし、企業は生き残りのために必死です。そ

うであるならば、やらなければならない事をどうやって自分の

生産力に転化するか、ということが大事だということを我々は常々

言っているわけです。 

 

［小椋会員］話は変わりますが、実際に御社の製品を使われる方

は、青少年の方が多いような気がします。昨今、青少年問題がクロー

ズアップされ、青少年の教育について議論がされているなかで、

御社の最大のお客様となっている青少年の教育問題について、

どのように取り組んでいくのかということをお聞かせ願います。 

 

［社長］確かに、私共では、例えば『G-SHOCK』や『Baby-G』といっ

た製品は、特に若い人たちを主体として商品企画をしています。 

今のお話にありました青少年の教育という観点では、校外授

業としての工場見学や各事業所・グループ会社での会社見学会、

Kids ISO活動といった社会貢献活動として、環境教育と絡め

て積極的に展開しています。 

 

［副社長］また、私共では電子楽器も作っておりますが、楽器と
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※1環境経営学会：工学、経営学その他の関連諸科学と諸経験を総合し、マネジメント・フォー・
サスティナビリティーの確立のため、研究者、経営者、市民の理論的・実証的研究の場
を開設し、幅広い研究活動を行い、これらの研究成果を実社会に根付かせる普及啓蒙
活動も行っている特定非営利活動法人。カシオは、同学会の下部組織である「環境経
営格付機構」が推進する「環境経営格付」を、2003年度より受診しています。
2004年度の「環境経営格付」の結果は、次の通りです。 

※2ノーブレス・オブリージュ（noblesse oblige）：尊き身分を持つ者にはそれ相応に果
たすべき社会的責任と義務がある、という意味の欧米社会における基本的な道徳感。
対談中では「企業は、それ相応に果たすべき社会的責任と義務がある」の意味。 

環境経営格付ツリー 

いうものは情操教育の面で非常に大きな影響があります。私

たちの製品から出る音が、若い世代、特に幼児期においては非

常に重要だということを意識して、綺麗な音程、良い音源開発

を行っています。「幼児用の楽器だからおもちゃで良い」とい

う発想では駄目で、小さいお子さん用の楽器では、情操教育に

適するような音源作りを心がけています。 

 

［三田会長］現在、CSRという言葉が本来の趣旨とは違って、企

業にとって防衛的に使われている面があります。立派な倫理委

員会を作り、しっかりした会計事務所が監査していても、不祥事

は起きているわけですね。 

CSRの基本精神というのは、その会社が、不祥事を起こすこ

とを防ぐとか、不祥事に対するうわさを沈静化することではなく、

「ノーブレス・オブリージュ※2」にあると思います。それは企業

がCSRの取り組みをあえて言わなくても、伝わるものは伝わ

るだろうということです。ですから、企業がそういった基本精神

をしっかり持つということが、教育問題にも、社会をよくする上

でも役立つのではないでしょうか。 

また、Social ResponsibilityのResponsibleは、「反応が

良い」または「それと反応する」という語源ですから、「社会の

要求に対して、しっかり応える」というのが、もともとの意味です。

社会のニーズに応える場合、鈍感ではなく敏感に応える必要が

あるということであり、ビジネスでも一緒ではないでしょうか。

その意味で、CSR経営というものは、本来の経営と一つに統合

できるものであると思います。 

 

［社長］おっしゃるとおりです。私共としても、CSR推進室、環

境センターをはじめとしたスタッフを揃え、ステークホルダー

の要求をしっかりと把握し、きちんと対応できるように、今後と

も常に努力して参ります。 

 

［副社長］私共製造業の宿命として、常にヒット商品を作り続け

なければなりませんが、ヒット商品を生み出す上でも、CSRの

考え方は重要になります。 

例えば、当社のコアコンピタンスである「小型、軽量、薄型、

省電力」は、環境問題に関連するだけでなく、ローパワーゆえ

に電池を長寿命化し、お客様の電池交換の手間を軽減します。

これは、ソーラー電池や燃料電池でも同様であり、こうしたメリッ

トがヒット商品につながっています。 

このように、CSRをうまく製品の中に取り入れることによって、

ヒット商品を生み出すことができるということをつくづく感じ

ております。 

 

［三田会長］CSRを御社が繁栄していくためのアンテナとして、是

非推進していただきたいと思います。どうもありがとうございました。 

 

［社長／副社長］こちらこそ、ありがとうございました。 
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経営理念 

－カシオ創造憲章・行動指針－ カシオで仕事を進める全ての人の誓い 

※普遍性のある必要を創造：誰にとっても必要でありながら、まだ世の中になかったものを、新たに生み出すこと。 
これは製品開発のみならず、すべての業務においてカシオが追求すべきものです。 

「カシオ創造憲章」は会社創立記念日にあたる2003年6月1日、経営理念を確実に施行するための、全社員の共通理念として創出されました。「カシオ行
動指針」は「カシオ創造憲章」のあるべき行動をより具体的に示したもので、全役員および全部門長が誓約をしています。 

第１章　私たちは、独創性を大切にし、普遍性のある必要を創造※します。 

［行動指針］ 
1.全てに対し、“普遍性のある必要”を追究する 
2.全てに対し、“あるべき姿”を描く 
3.全てに対し、“挑戦する意志”を貫く 

 

第2章　私たちは、社会に役立ち、人々に喜びと感動を提供します。 

［行動指針］ 
1.人々に、“無限の感動”を提供する 
2.人々と、“豊かな生活”をわかちあう 
3.人々と、“尊敬と信頼”の絆（きずな）を育む 

 

第3章　私たちは、プロフェッショナルとして、常に誠実で責任ある言動を貫きます。 

［行動指針］ 
1.全ての言動に対し、“規則・法律に基づき”責任ある態度を貫く 
2.各々の役割に対し、“結果・成果”の責任を執る 
3.全ての仕事に対し、“毎日改善”に努める 

P16

創業者である故・樫尾忠雄が掲げた

カシオ計算機の経営理念「創造 貢献」は、

「世の中にない独創的な商品を創造す

ることで、人々の暮らしを豊かにするこ

とに貢献する」ということを意味してい

ます。近年、CSR（企業の社会的責任）

が重視され、健全な経営体制を維持・運

営する企業統治（コーポレート・ガバナ

ンス）や、マルチステークホルダーを意

識した企業経営が求められるなかで、カ

シオはこの「創造 貢献」の意味を社員

全員が改めて考え、常に意識し続けるこ

とが、創造的な企業風土を保ち、社会貢

献を継続していくこと――すなわち社

会的責任を果たすことにつながると考

えています。 

そして、このことを全従業員が明確に

認識できるよう、カシオは2003年4月

に「企業改革推進プロジェクト」を発足し、

創立記念日である6月1日に「創造 貢献」

の今日的な意味を明文化した「カシオ

創造憲章」を制定。2003年12月には、

創造憲章の周知徹底を図るために、各

章ごとに具体的な行動基準を示した「カ

シオ行動指針」を作成しました。 

また、従業員が良識ある行動を実践

することを目的に、人権の尊重や公私

の分別、環境保全、社会貢献など、日

常活動において守るべき条項を示し

た「カシオ倫理行動規範」（1998年

10月制定） を、創造憲章に

基づく体系的な規範とするべく、2003年

7月1日に改訂しました。これら理念や憲章、

指針、規範などはすべてカシオのウェブサ

イトやグループのイントラネットを通じて情

報発信し、社内外への浸透を図っています。 

 

経営理念と創造憲章 
「創造 貢献」の理念を基盤とした「カシオ創造憲章」を掲げ、 
全社一丸となってCSR経営の推進に取り組んでいきます。 

CSRマネジメント 
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コーポレート・ 
ガバナンス体制 

コーポレート・ガバナンス体制図 

監査 

会計監査 

選任・ 
解任 監督 

選任・ 
解任 会計監査 

選任・ 
解任 監査 

監査 監査 

監督 
選任・ 
監督 執行役員会 各事業部門 

関係会社 

内部監査部門 

取締役会 代表取締役社長 

会計監査人 

監査役会 

株主総会 

カシオ計算機は、経営目標を確実に

達成し、企業価値を継続的に高めていく

ためには、迅速な意思決定や適切な業

務執行とともに、経営の透明性を高め

る経営監視機能の強化が極めて重要と

認識し、コーポレート・ガバナンスの強

化に取り組んでいます。 

1999年6月には、それまでの取締役

24名体制を12名体制に改め、併せて経

営の監督と執行機能を明確にする執行

役員制を導入しました。これにより取締役、

監査役制度に加えて、独自の執行役員制

度および内部監査制度によるコーポレー

ト・ガバナンス体制を構築しています。各

組織の目的・役割・運営は以下の通りです。 

 

■ 取締役会 

取締役会は、経営の意思決定を合理

的かつ迅速に行うことをめざしており、

取締役および監査役の出席のもと、経

営の重要案件を審議・決定しています。 

 

■ 執行役員会 

執行役員会は、執行役員と取締役お

よび監査役が出席し、業務執行上の重要

事項について審議し、全社的な調整や

対策がスムーズに実施される仕組みになっ

ています。 

 

■ 監査役会 

監査役会は、2名の社外監査役を含む

3名の監査役で構成し、監査役会で定め

た監査方針と業務分担などに従い、取締

役会および執行役員会への出席のほか、

取締役などからの聴取や報告、重要事

項の決議書類の閲覧などを通して、厳

正な監査を実施しています。 

 

■ 内部監査部門 

内部監査部門は、組織の運営状況を

法令および組織職掌基準などの社内基

準に基づいて監査を行い、評価や改善

指導を行っています。 

また、品質や環境、安全や情報セキュ

リティなどの各種監査は、それぞれの業

務の主管部門が中心になり、組織責任者

と連携して実施しています。 

なお、これらの各種社内基準は、関係

会社にも適用しており、さまざまなリス

クに対し適切に対処しています。 

 

 

コーポレート・ガバナンス 
「意思決定の迅速化」と「適切な業務執行」および「経営の透明性向上」をテーマに、 
コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。 

CSRマネジメント 
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CSR推進体制図 

CSR推進体制 

ステークホルダー 

環境保全 

製品品質・安全 

資材調達 

物流 

情報セキュリティー 

IR 

会計・経理 

安全・衛生 

人事・労務 

企業改革推進PJ 
（コンプライアンス） 
 

P16

リスク 
マネジメントPJ P17

個人情報保護PJ※ P18

CSR推進室 

テーマ別プロジェクト 

取締役会 

CSR委員会 

※「個人情報保護プロジェクト」は、2005年3月、「個人
情報保護事務局」に改組しました。 

CSR経営の推進 
社長を委員長とする「CSR委員会」を設置し、 
社会的責任を果たす体制・仕組みづくりに取り組んでいます。 

CSRマネジメント 

カシオでは、製品をお買い上げいた

だくお客様はもちろん、お取引先、株主・

投資家、従業員、地域社会など、あらゆ

るステークホルダーに対して企業の社

会的責任（CSR）を果たすことを経営

の根幹に位置づけています。 

CSR経営を実現し、ステークホルダー

との信頼関係を確固たるものにするた

めには、社員一人ひとりが企業としての

多様な責任を認識し、自主的な取り組

みを推進していくことが重要です。これ

を具体化するために、カシオ計算機は

2004年4月に「CSR推進室」を設置し、

CSR経営への全社的な取り組みをスター

トしました。また、2004年12月には、

CSRに関する各種テーマの具体的な

方針や戦略的事項を審議する「CSR委

員会」を立ち上げました。 

 

 

■ CSR推進室 

2004年4月に社長直轄の組織とし

て設置した「CSR推進室」は、カシオが

誠実な企業市民として、また商品やサー

ビスを通じて豊かな生活を提供できる

存在として、多様なステークホルダーか

ら広く認知されることをめざしています。 

そのためにCSR推進室では、「カシ

オ創造憲章」を全従業員に定着させ、企

業倫理を確固たるものとするとともに、

自発的な社会貢献活動を実行していく

企業風土を醸成していきます。また、リ

スクマネジメントや情報セキュリティなど、

従来は部門ごと個別に取り組んでいた

CSR関連項目を、全社横断的に推進し

ていくとともに、これらの結果や計画を

適時・適切に開示していきます。 

活動の初年度となる2004年度は、

CSR経営の前提となる現状分析・課題

策定に取り組んだほか、全従業員に対

するCSRの啓発活動やCSR推進体制

の構築に取り組みました。今後も、事業

環境の変化やグループ全体の現状を確

認しながら、計画的にCSR推進体制を

整備し、個々の活動を実行していきます。 

 

■ CSR委員会 

2004年12月にスタートした「CSR

委員会」は、「CSR推進室」が事務局と

なり、取締役および監査役の出席のもと、

CSRに関する各種のテーマ設定や活動

方針、推進体制などを審議しています。 

「CSR委員会」で決定した事項につ

いては、テーマごとに関連部門とプロジェ

クトチームを設置し、具体的な活動を展

開しています。現在は、「コンプライアン

ス」「リスクマネジメント」「個人情報保護」

のテーマをもとにプロジェクトを組織し、

それぞれに取り組みが定着するよう活

動しています。 
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－カシオ倫理行動規範－（抜粋） 
カシオ計算機株式会社ならびに、そのグループ会社に勤務する社員及び従
業員は、業務上はもとより業務外においても常に秩序ある行動が強く期待
されています。本規範は、社員ならびに従業員一人ひとりが日常活動の中
で良識ある社会人として行動し、社会に貢献することを目的に、これを定
めます。 

1．基本方針 
私たちは、「創造 貢献」の経営理念のもと、お客様に感動と喜びを与え
る高い品質の商品、サービスを創造し提供する組織人としての誇りと責
任を持って行動すると共に、社会人としての日常活動では自己責任ある
行動を心がけます。 

2．行動規範 
2-1 法律と規則の厳守 

私たちは、一般社会人に求められる社会規範を守って行動するとと
もに、業務に必要な法律や社内規則は専門的な理解を図り、誠実に
実行し、秩序ある行動をします。 

2-2 人権の尊重 
私たちは、お互いを尊重し、差別のない協力しあう行動を大切にし
ます。一人ひとりの人権を尊重し、性別・信条・宗教・人種・社会的身
分や身体障害等を理由にした差別的言動や嫌がらせを排除し、個
人のプライバシーを守ります。 

2-3 公私の分別 
私たちは、会社での権限や立場を利用して特定のお客様等を有利
に扱ったり、その見返りとして接待や贈答を受けるような反社会的
な行動は慎み、一人ひとりが公私ののけじめを明確にします。 

2-4 会社の機密情報の扱い 
私たちは、機密情報の管理基準を理解し、会社の情報の取扱いに
細心の注意をはらいます。 

2-5 環境保全 
私たちは、環境の維持保全の重要性を理解し、地球環境を守る日常
活動を自主的かつ積極的に推進します。 

2-6 商品、サービスの品質 
私たちは、お客様の信頼をえる機能、品質の優れた商品・サービス
を開発し提供できるよう自己研鑽と改善に努めます。 

2-7 企業情報の開示 
私たちは、社会から信頼される透明度の高い経営をする企業を目
指し、企業情報は適時適切に開示し、株主をはじめステークホルダー
の皆様とのコミュニケーションを積極的に行います。 

2-8 社会的秩序の維持 
私たちは、反社会的な活動には毅然とした態度で対応し社会秩序
の安定と維持に努めます。 

2-9 地域社会への貢献 
私たちは、地域社会の一員として日常活動を通して、地域の健全な
発展と調和に貢献します。 
 

コンプライアンス体制の 
整備 

社内ホットライン 

従業員への啓発 

カシオ創造憲章（カード） 

社内ホットライン 

CASIO Style

コンプライアンス 
カシオ創造憲章に基づく倫理行動規範を踏まえて、 
社員一人ひとりが責任ある行動に努めています。 

CSRマネジメント 

カシオは、コンプライアンス（法令遵守）

をCSR経営の重要テーマと位置づけて

います。2003年6月１日に制定した「カ

シオ創造憲章」は、「行動指針」「カシオ

倫理行動規範」とともに、カシオのコン

プライアンス活動の基盤となるものです。 

これらの制定にあたり中心的な役割

を果たした「企業改革推進プロジェクト」

では、その活動の一環として、創造憲章

を記載したカードを作成し、全従業員が

署名の上、常時携帯するように働きかけ

るとともに、全従業員の遵守状況を監視

しています。 

また、2004年6月には、従業員への

アンケート調査・分析および部門長への

ヒアリングを行い、コンプライアンス体制

のさらなる充実に向けた施策を推進し

ており、今後も継続的に改善していきます。 

同様に、「カシオ倫理行動規範」につ

いても、ステークホルダーの皆様の声を

もとに継続的に見直しを図っていきます。 

 

 

 

カシオはグループ全従業員へのコン

プライアンス浸透を図り、その実行を確

実なものにするために、イントラネット上

に従業員向けウェブサイト「CASIO Style」

を立ち上げ、CSR全般（経営、環境、社会

的責任など）

について定

期的に情報

を発信して

います。 

 

 

 

 

カシオでは「カシオ倫理行動規範」に

反する行為の抑制や防止、早期解決を

図ることを目的に、社内ホットラインを

設置しています。 

従業員は誰でも、イントラネットを通じ

て、直接的かつ不利益を被ることなく、

本規範に関

わる諸々の

相談あるい

は意見を発

信すること

ができます。 
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リスクマネジメントの 
考え方 

リスクマネジメント体制 

危機管理マニュアルの策定 

リスクマネジメント システムの概念 

継続的改善 

発見 ： Identification 
予知 ： Predication 
予防 ： Prevention 
対処 ： Countermeasures 
復旧 ： Restoration

リスクマネジメント方針策定 

リスクマネジメント計画策定 
・リスク分析・評価 
・目標設定 
・マネジメントプログラム策定 

リスクマネジメントの実施 
・プログラムの実行 
・運用管理 

Plan

最高経営者によるレビュー 

是正・改善の実施 

Action

Do

パフォーマンス評価および 

システムの有効性評価 

Check

リスクマネジメント 
経営活動におけるリスクを多角的に検証し、 
PDCAサイクルを通じた未然防止策に努めています。 

CSRマネジメント 

カシオでは従来から、各部門において

想定されるリスクの未然防止に努める

一方で、万一の場合に備えた全社的な

危機管理体制を構築してきました。 

しかしながら、昨今の国内外における

企業不祥事の発生状況や企業経営の公

正性や透明性に対するステークホルダー

の意識の高まりなどから、今後は、全社

的に事業活動におけるリスクを見出し、

これらを予知・予防し、対処・復旧してい

く環境を確実に整備することが企業経

営上、不可欠となると判断しています。 

こうした認識に立ち、カシオでは、従

来の内部統制環境をより精緻なものと

するために、JISQ2001（日本工業規

格のリスクマネジメントシステム構築の

ための指針）のほか、米国企業改革法な

どの国内外の規格や法規制などを参考

にしながら、独自の内部統制システムを

構築していく方針です。 

カシオは、リスクマネジメントを推進

するための具体的な体制として、「CSR

委員会」のもと、「リスクマネジメントプ

ロジェクト」を立ち上げています。 

同プロジェクトでは、従来は個別の部

門で管理していたリスクについて、いわ

ば全社レベルの棚卸しを行い、リスクの

分析・評価を行っています。 

そして、これらのリスクを未然に防止し、

万一リスクが発生した際にも、復旧まで

を含めて適切に対処できるマネジメン

トプログラムを、既存の枠組みとの整合

性をとりながら構築していきます。 

 

 

カシオでは、万一リスクが顕在化した

場合に、事業活動や社会一般に重大な支

障が生じる可能性が高いものについては、

危機管理マニュアルを策定しています。 

具体的には、想定される事態別に、 

① 従業員および家族の安全確保 

② 企業資産の保全 

③ 事業活動の継続 

④ ステークホルダーからの信頼確保 

などを基本項目として、関係者への情報

の提供を行い、地域との連携をとりなが

ら迅速かつ適切な初期対応を行うこと

に重点を置いたシステムを構築してい

ます。 

また、マニュアルの内容については、

事業環境の変化に対応して随時改定を

行い、その都度周知徹底を図っています。 
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代表取締役　社長 

部門　個人情報管理責任者 

部門　個人情報管理担当者 

「個人情報保護方針」 
1.コンプライアンス・プログラム
の策定及び継続的改善 
当社は、個人情報を安全かつ
適切に保護するためのコンプ
ライアンス・プログラム（本方針、
「個人情報保護基本規程」およ
びその他の規程、規則等を含む）
を策定し、実施し、維持し、また、
内部監査や代表取締役社長に
よる見直し等の機会を通じて、
当該コンプライアンス・プログ
ラムを継続的に改善します。 

2.個人情報の取扱い 
当社は、｢個人情報保護基本規
程｣およびその他の規程、規則
等に従い、各部門の業務内容
および規模を考慮した適切な
個人情報保護のための管理体
制を確立し、個人情報を適切
に収集、利用、提供します。 

3.安全対策の実施 
当社は、個人情報の安全性およ
び正確性を確保するために、情

報セキュリティ対策をはじめと
する安全対策を実施し、個人情
報への不正アクセス、個人情報
の紛失、破壊、改ざん、および漏
洩等の予防ならびに是正に関
する適切な措置を講じます。 

4.法令及びその他の規範の遵守 
当社は、個人情報の取扱いに
あたり、当該個人情報に関し
て適用される法令およびその
他の規範を遵守します。 

5.情報主体の権利尊重 
当社は、個人情報に関する情
報主体（ご本人）の権利を尊
重し、情報主体から自己情報
の開示、訂正もしくは削除、ま
たは利用もしくは提供の拒否
を求められたときは、合理的
な範囲でこれに応じます。 

 
2005年2月1日 

カシオ計算機株式会社 
代表取締役社長　樫尾 和雄 

個人情報保護の考え方 個人情報保護体制 
 

プライバシーマークの 
取得 
 

個人情報保護体制 

CPO※（最高プライバシー責任者） 
個人情報管理責任者 

 

監査担当責任者 

個人情報保護 
事務局 
 

顧客対応担当 
責任者 

個人情報 
ご相談窓口 

教育担当 
責任者 

情報システム 
担当責任者 

※CPO＝（Chief Privacy Officer） 

※プライバシーマーク：個人情報の取り扱いについて適
切な保護措置を講じる体制を整備している事業者に
対して財団法人日本情報処理開発協会が評価・認定し、
プライバシーマークを付与し、その使用を許諾する
制度。 

個人情報保護 
独自の方針・体制に基づき、 
個人情報の保護・管理に万全を期しています。 

CSRマネジメント 

カシオは、お客様をはじめ、関連する

ステークホルダーの方々から事業活動

を通じてお預かりする個人情報の保護

を重要な社会的責務として認識し、個人

情報のセキュリティ確保に努めてきました。 

また、2005年4月より個人情報保護

法が全面施行されることを踏まえ、グルー

プの全従業員が確実に対応できるよう、

2004年6月に「個人情報保護プロジェ

クト」を発足させ、具体的な方針立案や

仕組みづくりに着手しました。 

その後、2005年2月に個人情報を安

全・適切に保護する指針となる「個人情

報保護方針」を制定。これに基づき、「個

人情報保護基本規定」「個人情報保護

実施規定」「内部監査規定」「安全対策

規定」「緊急時対応規定」を定め、従業員・

役員への徹底を図っています。 

 

 

カシオでは、副社長をCPO（最高個

人情報責任者）とする個人情報保護体

制を構築し、経営トップの支援のもとで、

全従業員、役員による個人情報保護対

策を推進しています。 

具体的には、2005年3月に個人情報

保護プロジェクトから職制を移管して発

足した「個人情報保護事務局」の管理の

もと、顧客対応、情報システム、従業員教

育の3つのテーマごとに担当責任者を

設け、それぞれに対応強化を図っていま

す。加えて、各部門ごとに担当者・責任

者を設け、部門単位で個人情報保護に

向けた取り組みを推進しています。 

カシオは、個人情報を安全・適正に取り

扱う体制づくりの一環として、プライバシー

マーク※の認証取得活動を推進しています。 

2004年度には、JISQ15001の定

めるコンプライアンス・プログラムの要

求事項を満たすべく、全個人情報の棚

卸し、格付け、リスク分析を実施。この分

析結果に基づき、各種規定を定めた上で、

全従業員・役員への教育、情報システム

へのアクセス管理・ログ管理の強化、個

人情報取扱契約先との契約見直しなど

を行いました。 

2005年2月に内部監査を行った結果、

これら施策によって、プライバシーマー

クが取得可能なレベルに達したと判断し、

2005年3月に取得申請を行いました。 
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市場とカシオ 
Chapter I

グローバル化が進展する市場経済のなかで、過去最高益を記録。 
ステークホルダーとの関係性を大切にしながら市場に認められ、 
信頼される企業経営を継続していきます。 

原材料の供給 

投資 

商品購入 
顧客 

株主・ 
投資家 

株主・投資家への責任 
● 適切な利益還元 
● 積極的な情報開示 

お取引先への責任 
● 良きパートナーシップの構築 

お客様への責任 
● 製品の安定供給 
● 次世代製品の開発 
● 品質保証 

供給業者 
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品目別の生産供給体制 

●山形カシオ 
時計／携帯電話 
 
●カシオ電子工業 
システム（プリンター） 
 
■カシオマイクロニクス 
電子部品 
 
●■甲府カシオ 
電卓／LCD／システム 
 
■高知カシオ 
LCD（TFT） 

●韓国カシオ 
時計 
 
●香港カシオ番禺工場 
電子辞書 
●カシオ電子（深　） 
時計用部品 
●カシオ電子（珠海） 
電子楽器 
●カシオ電子（中山） 
電子辞書 
●カシオ電子（広州） 
時計 
 
●カシオタイ 
時計 

●エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業 

●台湾カシオ 
時計 

■カシオシンガポール 
LCD

圷訓 

製品安定供給の方針 
1.SCM（サプライチェーンマネジメント）
の導入による、ITを駆使したサプライ
チェーン（部品ベンダー～生産工場～
物流・販売部門）の合理化 

2.効率化の推進・安定的な原材料調達を
実現するための仕入れ先との良好な
関係づくり 

3.天災など生産リスクを勘案した分散生
産体制の構築（製造品目ごとに分散生
産体制を構築＜最低2拠点分散＞） 

4.地域需要特性(人件費、技術力、部品供
給力)に応じた最適生産体制の構築（日
本：高機能製品／中国地域：コスト重視
製品） 

カシオマイクロニクス本社工場（青梅市） 

製品の安定供給は、製造業にとって、

お客様に対する最も基本的な責任の一

つです。需要の変化に対応し、製品を安

定的に供給するためには、安定的な原

材料調達から、生産体制の構築、物流体

制の整備、流通ルートの確立などサプ

ライチェーン全体の最適化が重要です。 

こうした観点を踏まえて、カシオは以

下の4つの方針を掲げ、グローバルサ

プライチェーンの強化に努めています。 

 

 

 

カシオでは、時宜に応じて「生産拠点

政策審議会」を開催し、生産拠点につい

ての新設・統廃合などの政策を決定し

ています。この政策に基づき、半期ごと

に生産系グループ会社による「事業計

画審議会」を開催し、担当品目の具体的

な生産供給体制および生産リードタイ

ムを決定します。 

なお、現在のカシオの生産供給体制は、

「デバイス事業」はグループ拠点4社と

外部委託会社、「エレクトロニクス機器

事業」はグループ拠点11社と外部委託

会社とで構成されています。 

 

■ エレクトロニクス機器製品の 

生産体制 

現在、電子辞書の需要は、日本のみな

らず世界中の市場において、飛躍的に拡

大しています。このような状況のもと、カ

シオは、電子辞書生産の中核拠点である

香港カシオ 番禺工場、カシオ電子（中山）

における生産供給体制の強化を推進し

ています。 

具体的には、2004年より「週次引付

け生産方式※」を導入して部品調達期間

および出荷までのリードタイム短縮を実

現し、需要の変化に柔軟に対応した製品

の生産・出荷を実現しました。2005年

度中に、電卓・デジタルカメラ・時計など

主力製品の製造工程にこの方式の水平

展開を図っていきます。 

 

 

 

 

 

■ デバイス製品の生産体制 

カシオマイクロニクスは、薄型テレビ

やパソコン、携帯電話などのデジタル家

電市場のさらなる需要拡大を見据えて、

半導体関連部品の生産能力を2007年

初頭までに現在の2倍以上に引き上げ

ます。 

2005年1月には、（株）ルネサステク

ノロジのグループ会社から、東京都青梅

市にある半導体工場と約7,000m2の

土地を取得。2005年度中の稼働開始

に向けて、生産体制整備を推進していま

す。また、隣接するカシオマイクロニク

ス本社工場においても、200mmウエハー

用の生産能力強化に向けた設備投資を

実施します。さらに、同社山梨工場でも、

液晶パネルメーカーに納める駆動用フィ

ルム基板の生産能力を増強します。これ

ら生産体制増強に向けて、今後3年間で

土地取得も含め合計で約130億円を投

じる予定です。 

安定供給の考え方 生産供給体制の 
政策決定 

※週次引付け生産方式：従来、2週に一度であった生産
計画立案を毎週計画立案とし、さらに営業買付計画作
成から出荷までのリードタイムを5週間に短縮するこ
とで、販売状況の変化に柔軟に対応した生産出荷をめ
ざす新生産方式 

製品の安定供給 
デジタル化・ネットワーク化を背景に高まる製品需要に応える 
グローバルサプライチェーンの強化に努めています。 

市場とカシオ 

お客様 
への責任 1
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研究テーマ／共同研究先一覧（順不同） 

燃料電池、 WLP/EWLP 、有機EL、 

次世代情報デバイス用薄膜ナノ技術、 

ナノメディシン拠点形成の基盤技術、 

ユビキタス社会のための次世代オフィス、 

電波時計アンテナ受信感度シミュレーション、 

電波時計アンテナ材料、機器ノイズ関連、 

表面弾性波デバイス応用、 

携帯機器用小型ダイバシティアンテナ、 

環境ノイズ測定　など 

研究テーマ一覧 

（単位：百万円） 

※IP技術：Intellectual Propertyの略。知的所有権を
意味する。 

高知県、京都市、高知工科大学、九州大学、京都大学、

工学院大学、横浜国立大学、埼玉大学、東京大学、 

東京工業大学、電気通信大学、東北大学、静岡大学、

サレジオ（旧：育英）高専、熊本電波高専 

など 

共同研究先一覧 

事業別研究開発費内訳 

14,085

2001 
年度 

11,968

2000 
年度 

14,114

2002 
年度 

14,187

2003 
年度 

16,616

2004 
年度 

20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

0

事業部系開発　 研究開発系 

研究開発体制図 

研
究
開
発
系
 

要素技術統轄部　次世代の小型、省電力技術開発、プロセス開発、高密度実装技術の開発 

事業部系開発 

カシオマイクロニクス　半導体の高密度実装技術の開発 

開発センター　新事業分野の探求、次世代製品の開発 

開発本部 
連携 

連携 

連携 

連携 

デバイス事業部　ディスプレイ品目に直結した製品の開発 

カシオ日立モバイルコミュニケーションズ　携帯電話の開発 

各事業部　事業品目に直結した製品の開発 

デザインセンター　事業品目に直結したデザインの開発・設計 

カシオは、「創造 貢献」を経営理念に

掲げ、独創的な製品の開発を通じて社

会に貢献することをめざし、積極的な研

究開発活動を行っています。 

カシオの研究開発体系は、新規事業

および中長期視野に立脚した「基礎研究・

要素技術開発」と、既存事業に直結した

「製品開発」の2体系によって構成され、

“次世代”を見据えた研究開発に取り組

んでいます。 

 

 

 

 

カシオでは、コアコンピタンスである、

「高密度実装技術」、「LSI技術」、「ソフ

トウェア・IP技術※」、「通信・デジタル放

送技術」、「情報システム技術」、「デバ

イス技術」など独自の「小型・薄型・軽量・

省電力」技術や、多様なコンシューマ製

品を中心に培ってきたヒューマン・インター

フェースの技術・ノウハウを軸にした製品・

技術開発を行っています。 

また、電卓（デジタル演算処理）に端

を発し、「音のデジタル化（電子楽器など）」

「文字のデジタル化（電子辞書など）」

などに領域を拡大したデジタル技術を

活かして、現在は「画像のデジタル化（デ

ジタルカメラなど）」の開発に注力して

います。 

さらに、中長期的な成長が見込まれ

る分野や基幹技術革新のコア技術への

可能性が見込まれる技術分野に関して、

国や県の研究機関や大学など外部機関

との連携やアライアンスの積極化を図

るなど、社内外の知恵を結集し、活用し

ていく仕組みづくりを強化しています。 

なお、2004年度の研究開発費は

16,616百万円であり、事業の種類別

セグメントで見た内訳は下表の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カシオの研究開発体制は、基礎研究・

要素技術開発を担う「研究開発系」と各

事業に直結した製品開発を担当する「事

業部系開発」の2体制で構成されてい

ます。 

 

■ 研究開発系 

研究開発系は、カシオ計算機内に設

置されている「要素技術統轄部」およ

び「開発センター」によって構成されます。

ここでは、新規事業分野へ進出するた

めの技術開発や各事業に共通する基盤

技術の開発、さらには次世代製品・プロ

セス技術開発などの研究開発を行って

います。また、長期的な成長が見込まれ

る技術分野や次代のコア技術となる可

能性を秘めた技術テーマについては、

外部研究機関との共同研究や他企業と

のアライアンスを推進しています。 

 

■ 事業部系開発 

事業部系開発は、各事業部門・グルー

プ会社に設置されている開発組織によ

り構成されます。ここでは営業部門との

連携を図りながら、個別製品の基幹技術・

要素技術・生産技術の研究開発に取り

組んでいます。 

研究開発方針 

研究開発戦略 

研究開発体制 

次世代製品の研究開発 
“次世代”を見据えた独創的な技術・製品の 
研究開発を推進しています。 

市場とカシオ 
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携帯機器向け「改質型燃料電池システム」の研究 
※マイクロエネルギー源：携帯電子機器に対して、電気エ
ネルギーを出力として供給するデバイス。 

※INSTAC：情報技術標準化研究センター（Information 
Technology Research and Standardization Center）
の略称。現在、INSTACでは生体認証について認証精
度評価方法の標準化を進めており、各要素の洗い出し
を進めている。 

カシオ計算機は、2000年より携帯電子機器

に適したマイクロエネルギー源※の研究を行っ

ており、現在は化学燃料からエネルギーを取り

出す「マイクロ発電システム」の研究に注力し

ています。その一つとして、現在はSiマイクロ

マシニングの技術をベースとしたマイクロリア

クターを適用する「改質型燃料電池システム」

の超小型化に向けた研究に取り組んでいます。 

この技術は、これまで「改質型燃料電池シス

テム」を小型化する際の最大の課題であった「改

質器とシステムの複雑さ」を、Siウエハーの微細

加工技術を適用し、補器類を含めてSiチップ内

に集積することで超小型化を実現するものです。 

現在はさらなるローコスト化をめざして、ガ

ラスチップへの転換を図っており、今後は実用

化に向けて信頼性・生産性の確立や、メタノー

ル燃料の流通に向けてインフラ・法規制の整備

といった課題に取り組んでいきます。 

地上波デジタル放送高感度受信技術 
2003年12月からの地上波デジタル放送

の開始につづき、2006年年初からは携帯電

話向け放送もスタートします。携帯電話で良

好な受信状態を維持するためには、放送信号

を広範囲で移動しながら受信できる技術が不

可欠です。カシオでは、この受信技術の開発に

取り組み、①従来の周波数と信号強度に関す

る分析・補正に加え、時間軸でも同様の処理を

行う技術、②ビルの反射などで信号が変動し

た場合に、最適な信号状態を拾えるようチュー

ナーを制御する技術、③補助アンテナに電圧

を掛けて主アンテナの指向性を制御し、強い

信号を受信する技術、の3要素を組み込み、従

来比100倍以上の感度向上を可能にする

「OFDM復調回路」を開発。携帯電話向け放

送の開始に合わせて製品化を進めています。 

 

「生体認証技術」の研究 

生体認証デバイス 

デジタルネットワーク化の進展にともない、

企業情報や個人情報の厳密な管理が求められ

るなか、カシオは限られたユーザーのみに秘

密情報へのアクセス権限を確保する「認証技術」

の一つ、「生体認証システム」の研究に取り組

んでいます。 

具体的な取組方針としては、①生体情報の

同時的、時間依存的（経時的）多様性の分析②

INSTAC※「指紋読取装置の品質評価方法」

標準化への積極的な参画③ISO/IEC/SC37

委員会への参画と標準化の提案活動、の3点

を掲げています。 

2004年度においては、①生体情報の多様

性と生体認証との相関分析を終了し、その結

果を生体認証技術に反映②国内標準化へ貢献

するとともに、国際化（ISO/IEC/SC37）にも

提案しました。今後はセキュリティ技術のデファ

クトスタンード化と、「標準」の指紋、虹彩、血管

紋、声、顔など各種生体認証への展開と、その

国際標準化をめざした研究を推進していきます。 

※有機ELディスプレイ：電流
を流す事で自ら発光する
有機EL素子を利用して、文
字や映像を表示する装置。
自発光のためバックライト
が不要で、消費電力が抑え
られ，液晶型よりも薄いディ
スプレーを実現する。視野
角が広く、応答速度の速さ
から滑らかな動画表現も可
能で、次世代ディスプレイと
して期待されている。 

従来の回路では点線部の範囲でしか信号を分析・補正できません
でしたが、今回開発した新回路は、時間軸でも分析・補正が可能な
ため、補正範囲（色塗り部）を大きく取ることができます。これによ
り、変化する前から変化後の信号（図では7カ所）を拾うことにより、
最適な信号状態（補正対象信号）を検出できるようになります。 

「有機ELディスプレイ※」の研究開発 
フラットパネルディスプレイの急速な普及に

ともない、一層の性能向上と高生産性実現を

めざした研究開発が求められています。カシ

オ計算機は、シンプルな構造と製造プロセスに

よる「省スペースで環境に優しい省エネディス

プレイの開発」を方針に、アモルファスシリコ

ンTFT駆動と高分子塗布型プロセスを用いた

「有機ELディスプレイ」の実用化をめざした研

究を進めています。 

現在は、駆動寿命改善を主な課題とし、TFT

基板の素子構造・レイアウト設計およびプロセ

ス開発に取り組んでいます。2004年度は、大

型TV用途で要求される高輝度と走査線増大

を見込んだ実証試作を行いました。今後は、駆

動寿命データの蓄積と量産性を踏まえた技術

の適性化を進めていきます。 

 

WLP断面図 

高密度実装技術「WLP技術※１」の開発 
※1 WLP技術：Wafer Level Packageの略。ウエハー状

態のままで、銅の再配線、電極端子形成と樹脂 封止を
行なうことを可能にした、半導体の新しい実装技術。 

※2 EWLP技術：Embedded wafer level packageの
略。プリント配線基板内にWLPを埋め込む技術。 

デジタル製品の進化にともない、半導体のさ

らなる小型・高性能化が求められるなか、カシオ

はその実現に貢献する「高密度実装技術」の研

究に取り組んでいます。 

1997年からカシオ計算機において進めてき

た「WLP技術」は、2001年からカシオマイクロ

ニクスにおいて量産化を実現。2002年にはカ

メラ付きGPS携帯電話の画像信号処理デバイ

スへ、2003年以降もデジタルカメラのフラッシュ

メモリー、携帯電話の音源デバイスなどへ採用

が拡大されました。 

2004年度は、WLP技術の300mmウエハー

サイズでの加工プロセスの開発推進と、事業化

を視野に入れた設備投資の開始を決定したほか、

世界最大のパッケージメーカー、アムコーテクノ

ロジー（米国）や、半導体国内最大手である（株）

ルネサステクノロジへの技術供与も決定しました。

今後は、業界標準へ向けてWLPの利用技術の

強化に努めるとともに、次世代技術として注目さ

れているEWLP技術※2の開発を進めていきます。 

封止樹脂 
再配線 

保護膜 

Si

銅ポスト 端子 

次世代製品の研究テーマ 

改質型燃料電池システム 

補正基準信号 補正対象信号 新技術の補正範囲 

信号補正技術のイメージ図 

周波数 

時間 従来の 
補正範囲 

有機ELディスプレイ 

22

市
場
と
カ
シ
オ
 



地域結集型共同研究事業※への参画 

カシオの高付加価値経営 

研究開発 知的財産 

　高知県／「次世代情報デバイス用薄膜ナノ技術の開発」への参画 

2003年１月から始まった「高知県地域結集型共同研究事業」では高知

工科大学を中心に「次世代情報デバイス用薄膜ナノ技術」の研究開発が進

められています。ここでは「酸化亜鉛を用いたＴＦＴの開発」や「カーボン

薄膜冷陰極を用いた省エネ平面光源」の研究開発を通じ、将来のユビキタ

ス社会における低消費電力・高精細ディスプレイ基盤技術の確立をめざす

プロジェクトで、省エネルギー・省資源型生産方式の開発も見据えています。 

カシオは創業者生誕ゆかりの地である高知県におけるこのプロジェク

トに2002年の計画段階より参画しています。今後の目標として、「酸化

亜鉛を用いたＴＦＴ」では実用的なディスプレイへの展開と、ＺｎＯの素材

としての応用分野の拡大に向けた研究を推進していきます。また、「冷陰

極光源」では、農業用光源などの照明分野もターゲットとして、実用化を

図ります。 

　京都市／「ナノメディシン拠点形成の基盤技術開発」への参画 

2005年から始まった「京都市地域結集型共同研究事業」は、京都大学

を中心に「ナノメディシン拠点形成の基盤技術開発」をめざすプロジェク

トで、2009年12月までの5年間を活動期間としています。このプロジェ

クトでは、腫瘍マーカの同時多発項目検出によるガンの初期診療から、イメー

ジングによる精密診断およびナノ粒子によるターゲッティング治療までの

デバイス開発事業、造影剤産業の育成、診断薬・治療薬・ＤＤＳ試薬の開発

を行います。 

カシオは、2003年よりこのプロジェクトに参画。デバイス開発事業とし

て「腕時計型デバイスの創製」事業に参画し「医療用検査システムデバイ

ス」の開発を推進しています。 

※地域結集型共同研究事業：地域（都道府県や政令指定都市）において、国が定めた8つの重点研究領域（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー、材料、エネルギー、
製造技術、社会基盤・フロンティア）のなかから、地域がめざす特定の研究開発に向け地域の研究ポテンシャル（Ｒ＆Ｄ型企業、大学、公設試験研究機関）が結集して共同研究を行
うことにより、新技術・新産業の創出に資することを目的とする事業。 

商品 
事業戦略 

高付加価値 
安定経営 

知的財産管理の方針 
1.コア特許の創出（質の改革） 
重点分野に対する出願・登録（選択と集中）、 
基本特許およびデファクト特許の確立 

2.特許リスクマネジメントの徹底 
他社特許の回避徹底、特許調査の徹底 

3.知的財産権の活用 
デザイン、ブランド等の模倣品対策等 

4.知的財産人材の育成 
技術者教育・知的財産専門家の育成 

■ 方針と目標 

カシオは研究開発と知的財産管理を連

携した活動を行い、事業戦略と一体となっ

て当社事業の強みと権利を守ることで、

高付加価値経営を進めています｡ 

また、カシオは、知的財産を企業の価値

を評価する重要な尺度として位置づけて

おり、知的財産を適正に管理するための

方針・目標として、次の4点を掲げています。 

■ 知的財産部の役割 

独創的な新技術・新製品の開発は、カ

シオ創業以来の開発姿勢であり、その

成果を特許権などで権利化して守るこ

とは、企業としての競争力を左右する重

要なテーマです。知的財産部は、技術

開発の成果である発明を特許権などで

権利化して守り､この権利化された特許

権などを活用して企業経営上の競争優

位に立つことを役割としています｡ 

 

■ 知的財産活動 

カシオは、これまで蓄積した知的財産

を適正に管理する一方で、今後も新た

な知的財産となる研究・開発成果を継

続的に生み出せるよう、さまざまな制度

を整備しています。 

①特許技監制度 

優れた知的財産を継続的に生み出す

ために1994年にスタートした制度です。

技術理解度が高く、かつリーダーシップ

がとれる優秀な技術者を『特許技監』と

して事業部ごとに配置し、重点発明の創

出活動・発明の発掘・発明の評価・他社

特許の回避など、自部門の知的財産強

化に努めています。 

②テクノパワー 

「技術開発者の活性化と技術の共有

化と蓄積」を目的として、1992年にスター

トした制度です。エンジニアの経営トッ

プに対する成果発表の場や、優秀なエ

ンジニアやデザイナーに対する表彰の

場を設け、知財成果を適正に評価し、そ

れに対する褒賞を行うことで、誇りとや

りがいを持って新技術へ挑戦する意欲

を醸成します。 

③知的財産権の活用 

取得した知的財産権を用いて、他社

へのライセンス供与（クロスライセンス

を含む）を行うとともに、カシオの模倣

品に対しては厳しく対処し、徹底的に排

除しています｡ 

④知的財産教育制度 

カシオでは、社員の知的財産に対す

る理解・関心を深めるために社内セミナー

の開催や、ウェブサイト（知財ホームペー

ジ内のコンテンツ）を活用した情報発信、

知的財産協会や発明協会など外部教育

機関の活用など、さまざまな知的財産

教育を推進しています。 

 

知的財産管理 

市場とカシオ 

次世代製品の研究開発 
お客様 

への責任 2
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カシオの考える品質 

品質保証体制 

社長 

エレクトロニクス機器事業 
 全社品質高揚委員会 

委員長 開発本部長 
 

開発本部 

品目開発／生産資材部門 

営業本部 

品目営業部門 

生産系 
関連会社 

サービス・ 
営業系 
関連会社 

 

通信事業 デバイス 
事業 

全社品質統轄部門 
 

CS統轄部 技術部 連携 

品質理念 
お客様に感動され、喜ばれる商品品質・サー
ビス品質を創り上げ、社員一人一人が品
質を全ての業務の基本とする『品質絶対』
の意識に基づき強い品質体制を創り上
げます。この事により企業の発展と社会
への貢献に寄与すると共にお客様の『信
頼と安心』を築き上げます。 

品質経営方針 
●お客様に感動され、喜ばれる商品とサー
ビスを提供し、高い信頼と安心を得る
事により、良い企業イメージを造り出し
ます。 

●お客様からのご要望・ご相談に誠実迅
速に対応し、お客様の大切な声を商品
とサービスに活かします。 

●全ての業務プロセスに於いて、5ゲン（現
場・現物・現実・原理・原則）主義に基づ
いて行動し、業務の基本を守ります。 

●品質保証活動を信頼できるデータで定
量的に把握、分析し、継続的な改善に繋
げます。また、問題の共有化と未然防止、
再発防止ができる品質情報体制を造り
上げます。 

カシオの 
品質 

機能・性能・ 
デザイン・価格 

 信頼性・ 
耐久性 
 

  安全性・ 
遵法性 
 

サービス性 
 

環境保全・ 
リサイクル 

 

お客様に感動され、喜ばれる商品・サー

ビスを提供するためには、機能やデザイ

ン、価格はもとより、信頼性・耐久性、安

全性、サービス性、さらには環境への配

慮や法規制への適合性など、あらゆる

面で確かな評価をいただけるものづく

りが必要になります。 

カシオでは、これら商品の評価につな

がる全ての要素を“品質”と捉え、「品

質理念」「品質経営方針」に基づき、品

質向上に向けた取り組みをグループ全

体で推進しております。1996年からは、

カシオの商品・サービスに対する考え方

のグループ全従業員への浸透を図るべ

く「カスタマー・ディライト」活動を展開し、

従業員の意識啓発を推進しています。 

 

カシオでは、品質保証体制を構築し、

グループ全体での品質向上活動の徹底

を図っています。 

品質保証に関する最高機関である「全

社品質高揚委員会」は、年に2回開催され、

「エレクトロニクス機器事業（コンシュー

マ事業・時計事業・システム事業）」「デ

バイス事業」「通信事業」の事業責任者

と生産系・サービス関連会社の品質責

任者を集め、品質の全社方針や重点課

題に対する施策を決議します。この会

議での決議事項は、各事業部門内に伝

達され、各事業部門における具体的な

品質保証活動に反映されます。 

また、2004年には、エレクトロニクス

機器事業において顧客サービスの向上

を図るべく営業本部内に「ＣＳ統轄部」

を設置し、商品開発における品質保証の

徹底を図るべく開発本部内の「技術部」

と連携し、品質とサービスのさらなる向

上をめざして活動しています。 

さらに、開発部門では、品目・事業ごと

に製品仕様／ソフトウェア／実装・外装

／回路／デバイス／製造などの各品質

責任者と、全体を統括する品質責任者

を設け、商品の品質を保証しています。 

カシオの考える品質 

品質保証体制 

品質保証の取り組み 
安全な商品・サービスの提供を通じて、 
信頼されるメーカーをめざしています。 

市場とカシオ 

お客様 
への責任 3
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ISO9001認証取得一覧（抜粋） 
認証登録拠点 初版登録日 

カシオ計算機 
システム統轄部 

甲府カシオ 

カシオ電子工業 

山形カシオ 

高知カシオ 

カシオマイクロニクス 

韓国カシオ 

香港カシオ  番禺工場 

カシオ電子（中山） 

カシオ電子（珠海） 

カシオタイ 

1999年 6月25日 
 

1994年 8月 1日 

1994年 8月 5日 

1994年12月16日 

1996年 1月12日 

1996年 3月29日 

1994年 9月15日 

1998年 7月29日 

1999年 9月 1日 

1999年10月19日 

2000年10月24日 

開
発
本
部
 

区
分
 

国
内
生
産
拠
点
・
サ
ー
ビ
ス
 

海
外
生
産
拠
点
 

市場とカシオ 

品質保証の取り組み 
お客様 

への責任 3

 

 

 

カシオでは、品質マネジメントシステ

ムISO9001の考え方に基づく品質管

理体制を構築しています。 

また、商品の企画段階から、設計、評価、

購買、生産、販売、サービスのプロセス

チェーンで常にＰＤＣＡを実施し、品質

の高揚を図っています。 

 

■ 新製品出荷開始決裁システム 

新製品の出荷開始にあたり、企画、設計、

評価、生産の各工程の品質責任者と品

質統括責任者が、各工程を確認し、客観

的なチェック（開発本部長・技術部長の

確認）を踏まえ、新製品の出荷を決裁す

る仕組みです。 

 

■ 市場トラブル対応処理システム 

市場で事故、クレーム、その他品質不

具合が発生した際、その事案の内容、レ

ベルに応じた情報ルートが決められて

おり、迅速な対応に向けた判断のでき

る部署・責任者に速やかに伝達される

仕組みを構築しています。また、発生し

た事案のその後の推進状況を、責任者

を含めた関係者がウェブサイト上で確

認できる仕組みや、告知を含めた市場

対応を審議決裁する仕組み、再発防止

策を明確にする報告・周知の仕組みを

整備し、発生した事案の迅速・的確な対

応処理を実現しています。 

 

■ 品質情報支援システム 

市場や生産の状況を信頼できるデー

タで定量的に分析して品質関係者に提

供するとともに、法規制や社内規格・規

則を周知するため、社内ネットワークを

活用して品質ウェブサイトを運用し、品

質活動を支援しています。 

 

お客様が安心してご利用いただける

製品を供給するためには、その安全性

に万全を期すことが重要です。 

カシオでは、製品規格のなかの１項目

として「安全性規格」を設けるとともに、

工程ごと、製品ごとに製品の安全性を評

価する「製品安全責任システム」を構築

し、全製品の安全性確保に努めています。 

安全性確保のための専門組織としては、

全社品質高揚委員会の下に、電気安全

規格およびEMC規格に対応する常設

の委員会を設置し、専門スタッフが技術

指導や業務支援を行っています。さらに、

必要に応じて臨時委員会を開催し、ルー

ル設定や情報交換を行っています。こ

のような活動により、安全法規制などを

尊守しています。 

 

2004年度の品質保証活動について、

重点課題に対する実績概要をご報告し

ます。 

①顧客満足度向上に向けた取り組みの

推進 

お客様からの声をデータベース化し、

開発・設計部門にフィードバックして新

製品の改善を図る仕組みを活用するこ

とで、満足度向上に努めました。 

②市場事故発生防止に向けた取り組み

の実践 

新製品の出荷決裁時の安全設計確認

を強化するとともに、万一事故が発生し

た際の情報伝達体制を見直しました。

また、事故の恐れのある欠陥が見つかっ

た際のWebサイトを用いた告知ルール

を作成して、お客様への周知徹底の仕

組みを作りました。 

③品質損失低減活動の実践 

品質損失を効果指標として、事業品

目ごとに重点的に施策を打つべき対象

を明確化し、的確な対策を取ることで、

設計や仕組みの改善を行いました。こ

れにより品質損失低減が図られました。 

 

修理対応を担うサービス部門では「迅

速な対応」「信頼できる技術」「お客様

にご満足いただける適正な料金」の3つ

をテーマに、それぞれ次のような対応を

通じて、顧客満足を追求しています。 

● 迅速な対応 

一刻も早くお客様のもとへ商品をご

返却できるよう、修理時間の短縮に向

けて、部品調達面、修理体制面、修理技

術面の業務改善に取り組んでいます。

日本国内では電機メーカーでトップクラ

スの修理時間をめざしており、海外にお

いても日本の水準を目標に修理時間の

短縮に取り組んでいます。 

 

 

品質マネジメントシステム 

品質保証活動の状況 

顧客サービスの充実 

製品の安全性確保に 
向けた取り組み 
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お問い合わせ内容と割合 

購入前のご相談 

14.0%

購入後の 
ご相談 

64.0%

その他 

18.0%

カタログ／ 
取扱説明書のご請求 

4.0%

ノウハウの全社共有化による 
他製品への展開 

製品の安全性や使い勝手に関する 
改善点の抽出（ソフト・ハード両面） 

具体的な解決案を報告書・製品本体・ 
ユーザーインターフェイスの 
デザイン案として表現 

製品デザイン案の 
ユーザーテストによる評価 

カシオの 
ユニバーサルデザイン活動の流れ 

お客様相談センター 

カタログにつけている独自のシンボルマーク（UDマーク） 

コーティング仕上げの表面パネルによる光沢のある電卓 

お客様満足度調査の 
結果を活かした改善事例 

● 信頼できる技術 

お客様の信頼に応え、満足いただけ

る修理品質を実現するため、修理技術

の向上に努めています。さらに修理現

場の情報を開発本部や製造部門にフィー

ドバックすることにより、品質改善に努

めています。 

● お客様にご満足いただける適正な料金 

修理方法の改善を通じて修理コスト

を抑え、納得いただける修理料金の実

現により、お客様の負担軽減に努めて

います。修理方法の改善は、修理により

発生する廃棄部品の軽減という効果も

期待できる重要な施策であり、2004

年度は特に携帯電話・デジタルカメラの

修理において、改善を実施しました。 

 

カシオは、お客様に信頼いただき、末

永くお付き合いいただくために、お客様

とのコミュニケーションを大切にしてい

ます。お客様のご意見やご要望、ご質問

などを受け付けるコミュニケーション

の窓口となるのが「お客様相談センター」

です。 

お客様相談センターは、開発、生産、サー

ビス、営業の各部門を横断してCS（顧

客満足）の向上を追求する目的で、

2004年3月に設立されたCS統轄部

に所属しています。ここでは、お客様か

らご意見をいただく際に、 

 

 

 

 

という4つの姿勢を徹底することで、

お客様に満足と感動をご提供するよう

努めています。 

また、お客様相談センターの中には、

海外お客様相談室があり、国内のみな

らず海外のお客様方とも良好なコミュ

ニケーションが行えるよう、その体制作

りにも努めています。全世界の声を社

業改善に繋げて参ります。 

 

 

 

カシオは、商品のお客様満足度調査

を定期的に実施し、商品の機能、性能、

デザインはもとより、使い勝手やサービ

ス対応など商品ごとに調査し、お客様の

声を次の商品に反映できるよう努めて

います。 

 

 

 

 

カシオの製品デザイン全般を担当す

るデザインセンターでは、2003年より

ユニバーサルデザイン活動を製品設計

における重点テーマとして位置づけ、本

格的な取り組みを開始しており、実践的

手法の活用、ユーザーテストの実施によ

る改善点の抽出と具体的解決案を盛り

込んだデザイン開発を行っています。 

2004年度においては、お子様からお

年寄りまでの幅広いお客様にご使用い

ただく機会の多い特定の商品において、

ハード、ソフト両面から、製品の安全性や

使い勝手に関する改善点の抽出を行い

ました。 

今後は、ユーザーテストからの意見を

ユニバーサルデザイン製品開発にフィー

ドバックする仕組みづくりを推進すると

ともに、カシオユニバーサルデザイン指

針の策定を推進し、グループ全社活動

へと拡大していきます。 

 

● 迅速、的確、丁寧な応対 
● お客様のご発言を真摯に受け止め、事実
を的確に把握 

● お客様の視点で解決につなげる努力 
● お客様の声を改善へ 

お客様相談センターの 
活動 
 

ユニバーサルデザイン活動 

お客様満足度調査活動 
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お取引先の評価基準 
評価基準 指標 

新製品協力 
実質協力 

技術提案力 
品質維持力 

指定納期遵守率 
グリーン調達率 
協力優先度 

コスト競争力 

技術競争力 

総合対応力 

表彰状 

調達方針説明会 

技術交流会 

カシオは資材調達先や生産委託先な

どの新規お取引先の選定にあたっては、

国籍・企業規模・取引実績の有無にかか

わらず、オープンで公正かつ公平な参

入機会を提供しています。 

また、既存のお取引先の評価基準と

して、「コスト競争力」「技術競争力」、

そして納期遵守やグリーン調達への対

応といった「総合対応力」の3項目で評

価しています。 

 

カシオが品質・価格・供給量ともに安

定した生産活動を続けていくためには、

資材調達先や生産委託先など、お取引

先の皆様との緊密なパートナーシップ

が重要です。また、製品開発サイクルの

短縮や、リードタイムの短縮化など、厳

しさを増す市場からの要求に応えるた

めには、パートナーシップに基づく協働

体制をさらに強化する必要があります。 

このため、カシオはさまざまな機会を

設けてお取引先とのコミュニケーション

に努めています。 

 

■ 調達方針説明会 

2004年4月、カシオは主要お取引先

200社を集めて、資材調達に関する説

明会を開催しました。ここでは、お取引先

との協業体制をさらに拡大し、調達活動

をスピードアップすることの必要性をご

理解いただくとともに、カシオの調達方針、

お取引先評価基準などを説明しました。 

 

■ 原価率低減の取り組み 

カシオは現在、原価率低減の取り組

みを進めています。原価率低減を実現

するためには、売価が維持できる商品

力と在庫過多とならない仕組み構築お

よび直材費を抑えるための部品の共通

化や部品点数の削減を実施する必要が

あり、お取引先との緊密なコミュニケー

ションを通して推進しています。 

 

■ 技術交流会・展示会 

新技術の開発推進や、デバイス部品

などの提案促進を図るべく、LSIメーカー

を中心に、技術交流会や展示会を開催

して、コミュニケーションの緊密化に努

めています。 

 

 

 

 

 

 

■ お取引先表彰制度 

2004年度から、既存のお取引先の

なかで、カシオの考えにご理解とご協力

をいただいたサプライヤーを対象に表

彰を行っています。 

2004年度は、国内の主要サプライヤー

226社を対象に、調達方針で掲げた評

価基準に基づき、優秀な上位お取引先

を表彰しました。 

 

カシオは自らの企業活動においては

もちろん、お取引先に対しても、児童労働・

強制労働・差別の禁止、結社の自由など、

世界各国の法律・基準・社会規範の遵守

を要求しています。 

2005年度には、こうした調達面での

CSR配慮をさらに強化する方針のもと、

お取引先に対して調査を行い、実態を

把握する予定です。 

基本的には、お取引先の自主行動に

よりCSR調達の遂行を図っていきますが、

1～2年ごとに内容のチェックを行い、

継続的な改善を促していく計画です。 

調達方針 

お取引先との 
コミュニケーション 

CSR調達の推進 

良きパートナーシップの構築 
「公正さ」を基本とするさまざまな活動を通じて 
お取引先様とのパートナーシップを構築していきます。 

市場とカシオ 

お取引先 
への責任 

27



モーニングスターSRIインデックス 
（2004年9月1日付け） 

SRIファンド・インデックスの 
組み入れ状況（2005年6月1日現在） 
SRIインデックス構成銘柄組み入れ 

住信アセットマネジメント（株） 
住信SRI・ジャパン・オープン 
「グッドカンパニー」 

三井住友アセットマネジメント（株） 
エコ・バランス「海と空」 

SRIファンド組み入れ 

決算説明会 

ウェブサイト「投資家の皆様へ」 

アニュアルレポート 

http://www.casio.co.jp/ir/URL

事業報告書 

カシオは、株主の皆様の利益を維持・

拡大することを重要な経営課題と位置

づけ、業績の向上と財務体質の強化に

努めています。配当については、安定配

当の維持を基本に、利益水準、財務状況、

配当性向などを総合的に勘案して成果

配分の改善を進め、株主の皆様への貢

献を強化します。また、内部留保につい

ては、企業の安定成長に必要な研究開

発や投資に充当することにより、業績の

向上と経営体質の強化を図ります。 

 

 

 

 

2004年度、カシオは経営目標の達

成に向け、時計、デジタルカメラ、電子辞

書、携帯電話、TFT液晶といった戦略事

業を強力に推進・展開するとともに、利

益率の改善、資本効率の向上など経営

効率化に一層の注力を図りました。こ

の結果、売上、利益とも過去最高を達成

しました。 

配当金については、業績などを勘案し、

前期実績の１株につき15円から2円増

配して、1株につき17円とさせていた

だき、前期に続いての増配となりました。 

 

 

 

 

SRI（Socia l ly Responsib le  

Investment＝社会的責任投資）とは、

従来の財務分析による投資基準に加え、

法令遵守や雇用・人権問題、社会貢献、

環境保全などのCSRの側面から企業を

評価・選別しようとする投資手法です。 

近年、欧米を中心に急速に拡大しつ

つあるSRIですが、日本でも多くの投資

信託会社がSRI関連商品を販売しており、

カシオも以下のファンド、インデックス

に組み入れられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「カシオ倫理行動規範」に掲げる企業

情報の適時適切な開示の方針に基づき、

さまざまなメディアを通じて積極的な

IR活動を行っています。 

 

■ 決算説明会 

四半期ごとの決算発表と同日に決算

説明会を開催し、社長もしくはIR担当取

締役がメインスピーカーとなって、機関

投資家や証券アナリストの方々に向けて

決算内容や将来の見通しを説明してい

ます。そのほかにも、内外の機関投資家

や証券アナリストとの個別ミーティング、

工場見学、特定事業のスモールミーティ

ングなどを随時行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ IRツールの充実 

IRツールとしては、決算説明会資料（毎

四半期）、アニュアルレポート、事業報告

書（毎半期）などがあり、それら全てを

当社ウェブサイトで公開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 個人投資家への対応 

カシオは個人投資家の方々に対しても、

積極的に情報開示を行っています。ウェ

ブサイトを通じた情報提供の充実を図

るとともに、証券会社営業マン向け会

社説明会の実施や、株主総会およびそ

の後に開催する株主向け経営説明会の

内容充実を推進しています。 

また、2004年9月1日より当社株式

の1単元の株式数を1,000株から

100株に引き下げ、投資家層の拡大と

株式の流動性の向上を図りました。 

 

■ IR室でのお問い合わせ対応 

カシオのIR活動の中心となるIR室では、

総務部との連携のもと、国内海外を問

わず多くの株主・投資家の皆様からいた

だくさまざまなお問い合わせにも対応

しています。 

株主還元に関する 
基本方針 

2004年度の財務・ 
配当状況 

株主・投資家に対する 
コミュニケーション 

SRIファンド・インデックスへの 
組み入れ状況 

適正な利益還元と情報開示 
株主利益の拡大を図るべく、 
業績の向上、財務体質の安定化に努めます。 

市場とカシオ 

株主・投資家 
への責任 
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地球環境とカシオ 
Chapter II

企業の環境責任の重要性を踏まえ、 
国際的な視野でルール・目標を設定。 
創業以来培った理念と技術体系をベースに、 
グループ一丸となって地球環境保全に取り組みます。 

将来の世代 

● 製品開発における環境配慮 ● 原料調達における環境配慮 
● 生産活動にともなう環境負荷の低減 ● グリーン商品を通じた環境配慮 
● 物流/包装材における環境配慮 ● 回収とリサイクル 

今日の世代 

今日の世代・将来の世代への責任 

29



カシオ環境憲章 
カシオは地球環境保全のためにカシオグループ全体の事業領域に

亘り、企業の環境責任の重要性を認識し、広く国際社会という視点で

世界の繁栄と人類の幸福のために貢献すべく基本方針を定め、具体

的施策を掲げ、実行に努める。 

環境基本方針 
①国内、海外の環境関連法律、協定、基準を遵守する。  

②製品の開発、設計、製造、流通、修理サービス、回収・廃棄の各段階

において環境への配慮を踏まえた自主的な「カシオ環境保全ルー

ル」※を定める。カシオグループ全事業部門は責任を持って実行

するとともに、その遵守度を監査し継続的な改善をはかる。  

③企業の社会的責任という立場で良き企業市民としてカシオグルー

プ全員が地球環境保全の重要性を認識し、意識高揚をはかる。  

④本方針は、国内、海外のカシオグループ全事業部門に適用する。 
 
※「カシオ環境保全ルール」は「カシオ環境ボランタリープラン」に定める具体的な環境保全実施項目です。 

「カシオ環境ボランタリープラン」は、カシオグループが定めた「カシオ環境憲章」と「環境基
本方針」に基づいて環境保全活動を推進していくために、カシオ環境保全委員会が1993年1月
に策定したものです。 
このプランは開発、設計、回収・リサイクル、SCM、グリーン調達、グリーン購入、包装、物流、営業、
再生、製造、環境マネジメントシステム、環境会計、オフィス環境・事業所環境、立地、従業員教育、
海外事業、情報支援・IR・コミュニケーション・CSRおよび社会貢献の19分野で構成されている
行動指針です。社会状況や活動の進捗に応じて、定期的に改訂を行っており、2005年2月には
第9版の改訂を行っています。 

カシオ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」は、「カシオ環境ボランタリープラン」で定めた
「環境保全ルール」を具体的に数値化し、実行期限（短期・長期目標）を定めたものです。 
1996年6月に制定されて以降、定期的に改訂を行い、2005年6月現在で第8版となってい

ます。なお、「クリーン＆グリーン21」の改訂にあたっては、まずカシオ環境ボランタリープランと
環境保全ルールが改訂され、その変更内容を反映する形で改訂されます。 

カシオ環境行動計画の推進 

カシオ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」 

カシオ環境ボランタリープラン 
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カシオは「創造 貢献」の経営理念を

創造的に実践していくために定めた「カ

シオ創造憲章」において、社会貢献、環

境保全、情報開示、ステークホルダーと

のコミュニケーションといった環境経営

実践の仕組みを提示しています。 

この「カシオ創造憲章」や「カシオ行

動指針」、「カシオ倫理行動規範」の理念・

考え方は、1993年1月に制定された｢カ

シオ環境憲章｣と｢環境基本方針｣にお

いても同様です。 

これら憲章・方針に基づき、具体的な

環境保全活動を実践するために定めら

れたのが、｢カシオ環境ボランタリープ

ラン｣であり、このなかで、目的、環境保

全テーマ、具体的施策、目標値、実施部門、

監査部門など具体的な環境保全実施項

目を定めて「環境保全ルール」として

います。 

さらに、このルールから具体的な数

値目標と実行期限を明確化した｢カシオ

グループ環境行動目標“クリーン＆グリー

ン21”｣を制定して、グループ全体の中

期行動計画を開示し、計画達成に向け

て推進しています。 

環境憲章と環境基本方針 
「創造 貢献」の経営理念を踏まえ、 
具体的なルール・目標を定めて環境経営を推進します。 

地球環境とカシオ 
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地球環境問題への取り組みは、欧州のWEEE&RoHS指令

をはじめ、国内外における環境法規制が強化される傾向にあり、

企業に対して拡大生産者責任への対応要求が高まっております。

2005年2月には京都議定書が発効となり、日本はCO2削減義

務として1990年対比で2008年から2012年までに6%の

削減が求められております。 

カシオはこうした社会の要請に対応するため、2004年度に

「カシオ環境ボランタリープラン」、「環境行動目標～クリーン

＆グリーン21」、「グリーン調達基準書」を改訂し、具体的な取

り組みを行ってまいりました。 

 

■ 活動の成果 

製造業の場合は、製品を通じた環境対応が重要なテーマと

なります。カシオは「グリーン商品」の売上比率を2005年度

に50%とする「C.G.P.50活動」を推進してきましたが、

2004年度に1年前倒しで達成することができました。また、

2004年度を目標に進めていたカシオグループの生産拠点で

使用する鉛はんだを廃止し、鉛フリーはんだへの切替えを完了

致しました。 

事業所に関わる取り組みとしては、2004年末を目標に、カ

シオグループおよびその協力会社において代替フロンの使用

廃止を進めてきましたが、目標より3ヶ月遅れたものの、2004

年度内での全廃が完了致しました。 

また、廃棄物対策としては、2004年度に羽村技術センター、

八王子技術センター、カシオ日立モバイルコミュニケーション

ズ（旧 カシオ計算機東京事業所）にてゼロエミッションを達成

致しました。これにより、2003年度までに達成した7事業所と

合わせて10事業所が達成したことになります。 

グリーン調達については、RoHS指令対応の取り組み効果が

反映し、国内拠点の調達率97.4%、海外拠点の調達率77.4%

となりました。国内拠点は2005年度目標を1年前倒しで達成

したことになります。 

 

■ 今後の取り組み 

欧州のWEEE&RoHS指令に対しては、各品目の事業部門、

現地のカシオヨーロッパGmbHおよび営業部門と密に情報交

換を行いながら対応を進めています。また、2005年8月のリ

サイクルシステムの構築、2006年7月の特定有害物質（鉛、

水銀、カドミウム、六価クロム、PBB、PBDE）を含む製品の販

売禁止に向けて確実な対応を進めてまいります。 

なお、京都議定書における地球温暖化防止のためのCO2対策

については、製造業の場合には事業拡大に伴う生産量の拡大が

生産拠点におけるCO2発生量の増加につながることから、電機・

電子4団体※の方針に合わせ生産高原単位当たりの削減を目標

値として設定しております。しかしながら、京都議定書では、総

量としてのCO2削減を実現する必要があります。このためカシ

オとしては、2005年度より電機・電子4団体の方針に添って「日

銀国内企業物価指数（電気機器）」を生産高の補正として導入し、

CO2削減の新たな目標管理手法として設定致しました。京都メ

カニズムのCDM（クリーン開発メカニズム）や排出権取引など

による補完的手段の導入についても検討してまいります。 

詳細については本報告書をご参照ください。 

2004年度の 
環境経営活動と 
今後の取り組み 

代表取締役副社長 
カシオ環境保全委員会委員長 

※電機・電子4団体：（社）電子情報技術産業協会（JEITA）、情報通信ネットワーク
産業協会（CIAJ）、（社）ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）、（社）日
本電機工業会（JEMA）のこと。 

環境行動目標と実績 
国内外の環境変化を踏まえた目標を設定し、 
達成に向けた活動を継続的に推進します。 

地球環境とカシオ 
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取組み項目 2004年 度目標 2004年度 実績 

2007年度 グリーン商品
売上比率70%

達成度※ 2005年度 目標 掲載ページ 

2004年度 カシオグループで生産に使用する鉛はんだに
ついては全廃を達成した。 
※一部対象外としたモデル（既に生産中止が決定している
モデルなど）があります。 

事業所に関する目標 

製品に関する目標 

取組み項目 2004年度 目標 2004年度 実績 達成度 2005年度 目標 掲載ページ 

国内物流は目標を継続 

海外物流の効率化による
CO2発生量を売上高原単
位当たり2007年度 5%
削減（2004年度比） 

2005年度 グリーン部品回
答率 （調査対象部品に対す
る回収率）国内拠点100%

実質生産高※二酸化炭素
(CO2)排出量原単位を2005
年度 10%削減、2010年度
20%削減(2003年度比 )

2005年度 グリーン部品回
答率 （調査対象部品に対す
る回収率）海外拠点100%

環境適合型 
製品の 
開発目標 

有害物質の 
使用廃止目標 

省エネルギー 
目標 

省資源目標 

廃棄物 
削減目標 

有害物質の 
使用廃止目標 

グリーン 
調達の実施 
目標 

グリーン 
購入の実施 
目標 

物流の温暖化 
対策目標 

2005年度 グリーン商品の売上比率50%

2007年度 包装材総使用量を売上高原単位 
30%削減（2000年度比） 

2005年末までに、ＲｏＨＳ指令の特定有害
物質の鉛（購入品に含有する鉛）、カドミウム、
水銀、6価クロムの使用を廃止 

2004年度までに、鉛はんだの使用を廃止 

20．5%の削減を達成。 
2005年度 30%削減に向けて継続推進。 

 

ＲｏＨＳ指令対応として新グリ－ン調達基準書に基づく製品
認定・運用を開始。2005年末廃止に向けて推進中。 

59%を達成。当初計画より1年前倒しで Ｃ．Ｇ．Ｐ．50を達成
した。 

☆☆☆ 

☆ 

☆☆ 

☆☆☆ 

継続 

継続 

P40～ 
P42

P50

P52

P45

2005年度生産高二酸化炭素（ＣＯ2）排
出量原単位を10%削減、（1990年度比）
2010年度　25%削減（1990年度比） 

2005年度までに、ゼロエミッションの達
成（総廃棄物量に対する埋立量1%以下） 

2005年度までに、国内生産拠点におけ
る水使用量の生産高原単位 5%削減（2000
年度比） 

2005年度 廃棄物発生量を原単位30%
削減（2000年度比） 

2004年末までに協力企業を含む全生産
拠点で代替フロンの使用を廃止 

2005年度までに、保管中のＰＣＢ含有機
器を無害化処理 

2005年度 国内拠点のグリーン調達率
95%

2005年度 海外拠点のグリーン調達率
85%

2007年度国内物流の効率化によるＣO2
発生量を売上高原単位 50%削減 （2000
年度比） 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆☆ 

☆☆ 

☆☆ 

☆☆☆ 

☆ 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

P43

P46

P47

P45

P39

P39

P49

2007年度 国内拠点の文具、事務用品、ＯＡ機
器類のグリーン購入比率 60% （件数ベース）
※ＣＡＴＳ  ｅ-Ｐシステム導入拠点を対象 

2004年度の原単位実績は、生産数量の増加に伴うエネル
ギー増大により、1990年度比14%増加となりました。 

2004年度の原単位実績は、循環装置導入による削減努力
も行っていますが、マイクロニクスの生産増に伴う水量使
用が大きく影響し、2000年度比18.3%増となりました。 

2004年度は、羽村技術センター、八王子技術センター、カシオ
日立モバイルコミュニケーションズの3事業所が新たにゼロエミッ
ションを達成。達成事業所・拠点数は、合計10となりました。 

2004年度の原単位実績は、各種の廃棄物削減活動が大
きな効果をあげ2000年度比約10%削減となりました。 

2004年度に、外部生産委託工場にて使用されていた１-１-
ジクロロ-１-フルオロエタンの使用を廃止し、カシオ全グルー
プにおいて「代替フロン」の使用を廃止しました。 

八王子技術センター、羽村技術センターのPCB保有分は、
処理委託の予約手続きを終え、処理施設の稼動を待つ状況
となりました。甲府カシオ保有分については、その施設完
成を待つ状態となっています。 

2004年度 国内拠点のグリーン調達率97．4%を達成。 
当初計画より1年前倒しで 目標を達成。 

2004年度 海外拠点のグリーン調達率77．4%を達成。 

41．2%を達成。 
2007年度 60%達成に向けて推進中。 

32%の削減を達成。 
2007年度 50%削減に向けて推進中。 

環境行動目標クリーン＆グリーン21

※実質生産高：CO2排出量を削減するに当たり、2004年度の実績までは生産高CO2原単位を削減目標としてきました。しか
し、この原単位では業態変化などの実態を適切に反映できないため、電機・電子4団体方針に沿って、2005年度以降は原
単位分母（生産金額：単位 百万円）を日銀国内企業物価指数（電気機器）で補正した実質生産高として算出するもとのしま

実質生産高 ＝ 
名目生産高 

日銀国内企業物価指数（電気機器）： 
1990年度を1としたときの各年の比率 

日銀国内企業物価指数表 
年度 
物価指数補正値 

1990 
1

1996 
0.77

1997 
0.77

1998 
0.74

1999 
0.72

2000 
0.69

2001 
0.62

2002 
0.58

2003 
0.54

2004 
0.54

2010 
0.57

2005 
0.54

※2005年はカシオ予測値、2010年は（社）日本経済研究センター予測値 

※達成度：目標年度に対する2004年度実績の割合を示す 
☆☆☆：目標達成　☆☆：80%以上　☆：80%未満 
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カシオ環境保全委員会 運営体制 

カシオ環境会議 
委員長：樫尾副社長 

環境監査機関 

グリーン調達専門委員会 

グリーン商品開発会議 

環境会計専門委員会 

グリーン購入専門委員会 

実行部門 
●開発本部 
・コンシューマ 
・時計 
・映像 
・システム 

●カシオ日立モバイル 
コミュニケーションズ 
●デバイス（事） 

実行部門 
●初台本社 
●八王子 
技術センター 

●羽村 
技術センター 

実行部門 
●研究開発・ 
スタッフ系 
各部門 

実行部門 
●営業部門 
●支店 
●営業所 
●国内販売系 
連結対象会社 

●海外販売系 
連結対象会社 

実行部門 
●国内生産系 
連結対象会社 

●海外生産系 
連結対象会社 

開発本部長 
事業部長 

カシオ事業所 
総務責任者 

 

研究開発・ 
スタッフ系責任者 

営業系・ 
業務責任者 

 

主要連結会社 
社長 各専門委員長 

推進事務局 

包装専門委員会 

推進体制 

ISO14001の 
認証取得状況 

環境マネジメント 
環境保全委員会体制により、 
PDCAサイクルを通じた改善を推進しています。 

地球環境とカシオ 

 

カシオグループでは、カシオ計算機と

そのグループ会社を対象に、副社長を

委員長として5つの専門委員会と5つ

の実行部門で構成される「カシオ環境

保全委員会体制」を整備。この体制の

もと、「カシオ環境ボランタリープラン」

および「環境行動目標」に基づく、環境

保全活動をPlan、Do、Check、Action

サイクルの継続的改善を実施すること

により、環境経営を推進しています。 

具体的には、以下に図示した組織の

なかで、推進事務局および5つの専門

委員会がPlanを、5つの実行グループ

がDoを、環境監査機関および推進事務

局がCheckを、そしてカシオ環境会議

がActionを、それぞれ担っています。 

 

■ 各組織の役割と概要 

カシオ環境会議 

・カシオグループ環境政策の方向性

や行動目標、行動計画の決定 

・実行委員会および専門委員会の環境

政策の審議および活動実績の報告 

・将来的環境動向や各実行部門間の

情報交換 

各専門委員会 

・実行部門単独でなく、グループ会社

または事業部共通で取り組むべき

戦略テーマを統轄する専門委員で

構成する。専門委員長はカシオ環境

保全委員会の委員長が任命する。 

・テーマ別専門委員会は専門委員長

と各実行部門委員長により任命され

た実行委員で構成され、運営は推進

事務局が行う。 

実行部門 

・カシオ環境会議の決定事項を受けて、

環境改善活動を推進する。 

・実行部門全体の環境マネジメントシ

ステムを構築する。 

・環境マネジメントシステム実施のた

めに体制および責任を明確にし、目的・

目標を制定し、運用管理、自主監査、

是正処置を行う。 

推進事務局 

・カシオグループ環境政策の方向性

や行動目標、行動計画の企画 

・カシオ環境ボランタリープランの運

用管理と環境経営指針の改訂を行う。 

・国内外の環境動向をつかみ実行部

門等へ情報提供する。 

・カシオ環境保全委員会の運営とテー

マ別専門委員会の運営を行う。 

環境監査機関 

・推進事務局と実行部門の内部監査

員から構成され、カシオグループ全

体のレベルアップを図るため、実行

部門への環境パフォーマンス調査や

事業所環境自己監査を行う。 

カシオでは、生産系主要拠点のうち、国

内12拠点、海外9拠点でISO14001の認

証取得を完了。上記21拠点のうち、15拠

点については更新審査が完了しています。

今後の活動は、システムおよびパフォーマ

ンスの継続的改善へと移行していきます。 

また、営業系の拠点についても認証取

得を拡大し、全カシオグループでの環境

保全体制の構築を、推進していきます。 

なお、2004年度時点で、全事業所の

認証取得比率は、従業員比率で78.2%に

達しています。 
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取り組み事例 

高知カシオにおける緊急事態訓練 
2004年9月、高知カシオでは環境

保全部環境保全課の主催のもと、定例

の緊急事態・事故に関するテスト・訓

練が実施されました。今回は、薬液供

給室でのエッチング供給装置内で薬

液の漏洩が発生したとの想定のもと、

6日間にわたり毎回3名から11名が

参加して行われ、保護具、供給装置、処

置の方法、液付着物についての説明を

受けました。 

山形カシオ 

甲府カシオ 

高知カシオ 

カシオ電子工業 

カシオサポートシステム 

カシオマイクロニクス 

カシオ計算機 羽村技術センター 

カシオ計算機 八王子技術センター 

カシオ計算機 本社 

カシオソフト 

カシオテクノ 

カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 

韓国カシオ 

香港カシオ（番禺工場） 

香港カシオ 

カシオ電子（珠海） 

朝日エレクトロニクスインドネシア 

カシオタイ 

台湾カシオ 

カシオ電子（深　） 

カシオ電子（中山） 

ISO14001認証取得事業所 

1997年 11月 

1998年 1月 

1998年 3月 

1999年 9月 

2000年 1月 

2000年 3月 

2000年 10月 

2000年 10月 

2000年 12月 

2001年 12月 

2002年 5月 

2004年 6月 

1998年 4月 

1999年 9月 

1999年 12月 

2000年 9月 

2001年 2月 

2001年 9月 

2001年 12月 

2002年 2月 

2002年 4月 

国
内
 

海
外
 

事業所名 取得年月 

訓 圷

過去5年間の規制違反等の状況 

 

件数 

金額 

2000 
年度 

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

0 

0

0 

0

0 

0

0 

0

0 

0

訓練風景 

環境監査 
環境教育・表彰制度 

環境リスクマネジメント 
 

カシオでは、環境マネジメントシステ

ムISO14001に基づく内部監査・外部

監査を3年ごとに行い、継続的な改善を図っ

ています。また、その補完的な位置づけ

として、独自の基準に基づく「事業所環

境自己監査」を年に１回実施。その成果

は7事業所でのゼロエミッション達成と

して現れています。さらに、製品開発と

同期して製品環境アセスメントを行って

おり、現在は全商品に占めるグリーン商

品の比率が59%に達しており、2007

年度には70%をめざしています。 

 

■ 事業所環境自己監査 

カシオでは、ISO14001の内部監査

や外部審査に加えて、2004年4月から

国内の事業所を対象に毎年「事業所環

境自己監査」を行っています。 

これは、ISO14001の認証を取得し

ていないサイトも含め、カシオが独自に

監査項目を設定し、内部・外部監査の補

完的な位置づけで行われるものです。 

監査にあたっては、「事業所環境自己

監査手順書」および「事業所環境自己

監査チェックシート」が用意され、カシ

オ環境ボランタリープランに基づいた6

つのジャンル（環境運営体制・情報公開・

社会貢献／省エネ・省資源・資源循環・

オゾン層破壊防止／廃棄物リユース・リ

サイクル・埋め立て削減活動／有害物

質削減・適性管理／水質・大気・土壌汚

染対策／物流・環境会計）について監査

を行います。 

この監査の結果を踏まえ、ジャンルご

との現状を明確にすることで、今後の

施策の方向付けを行っています。 

 

カシオでは、従業員一人ひとりが日常

から環境に配慮した活動ができるよう、

環境教育、啓発活動を推進しています。 

まず新入社員に対しては、配属前に

環境一般教育を実施。加えて、一般社員、

管理職、環境担当者など階層別の研修

として、業務内容に応じて一般教育／専

門教育を年１回実施し、環境意識と知識

レベル向上に努めています。 

また、生産拠点毎に改善提案制度の

運営を行い、優秀な提案に対しては、個

人またはグループ単位で年に2回表彰

しています。そのほかにも、2つの生産

拠点で独自の表彰制度を設けて運営し

ており、さらにはエコボーナス制度（表彰：

随時）、社長賞（表彰：2回／年）、職場行

動指針遵守表彰制度（表彰：2回／年）

など、社員の環境保全への意欲を促進

する表彰活動を積極的に行っています。 

 

 

 

 

カシオでは、人体・生物多様性に悪影

響を及ぼす土壌・河川・大気汚染に結び

つく事故を環境リスクとして捉え、各事

業所・拠点ごとにリスクマネジメント体

制を整備し、使用する機器・薬液などに

対応して「緊急事態対応規程」を設け

ています。また、各事業所・拠点ごとに

独自の「緊急事態対応規程」を設け、年

に一度、緊急事態が生じたことを想定し

た応訓練を実施しています。 

 

■ 環境に関する規制遵守の状況 

カシオでは、過去5年間、環境に関す

る法令違反・罰金・科料・苦情・訴訟など

は下表のようにありません。 
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事業エリア内コスト  

　  公害防止コスト 

　  地球環境保全コスト 

　  資源循環コスト 

 

上・下流コスト  

 

 

管理活動コスト  

 

 

研究開発コスト  

 

情報開示・ 
社会貢献コスト 

 

 

その他のコスト  

総計  

2004年度実績報告 

473 

314 

82 

77 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

479

423 

238 

165 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

423

項目 
デバイス 

2004 2003

50 

76 

▲83 

57 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56

増減 2004 2003 増減 2004 2003 増減 

132 

8 

122 

2 

 

5 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

 

162

23 

 

15 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23 

エレクトロニクス 

デバイス 
事業 

エレクトロニクス 
機器事業 

設備投資 環境費用※ 
環境保全コスト 

109 

8 

107 

▲6 

 

5 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

 

139

605 

322 

204 

79 

 

11 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

 

641

446 

238 

180 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

446

159 

84 

24 

51 

 

11 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

 

195

 

給排水処理設備・排ガス除外装置 

ＮＦ3代替ガス使用設備・空調設備 

減容装置・水循環使用設備 

化学物質対策設備 

ソルダーマシン 
 

 

 

 

 

X線分析装置 

合計 デバイス 
2004 2003 増減 2004 2003 増減 2004 2003 増減 

エレクトロニクス 合計 
当期の主な内容 

 

環境対応設備の維持管理費用 

省エネ設備等の維持点検費用 

リサイクル、分別廃棄関連費用 

グリーン購入費用 
製品等回収費用 
RoHS対応調査費用 

ISO維持管理費 
管理活動人件費等 
関連費用 

エコ製品・エコ包装など 
研究費用 
鉛はんだ全廃研究費用 

 

周辺地域緑化 

当期の主な内容 

 

2003年度 
2004年度 

360 

205 

7 

148 

 

12 

 

 

74 

 

 

4 

 

 

 

 

 

450

336 

151 

14 

171 

 

 

 

 

58 

 

 

 

 

 

21 

 

23 

438

24 

54 

▲7 

▲23 

 

12 

 

 

16 

 

 

4 

 

 

▲21 

 

▲23 

12

196 

12 

7 

177 

 

265 

 

 

168 

 

 

53 

 

 

3 

 

 

685

223 

3 

21 

199 

 

184 

 

 

142 

 

 

106 

 

 

19 

 

 

674

▲27 

9 

▲14 

▲22 

 

81 

 

 

26 

 

 

▲53 

 

 

▲16 

 

 

11

556 

217 

14 

325 

 

277 

 

 

242 

 

 

57 

 

 

3 

 

 

1,135 

559 

154 

35 

370 

 

184 

 

 

200 

 

 

106 

 

 

40 

 

23 

1,112

▲3 

63 

▲21 

▲45 

 

93 

 

 

42 

 

 

▲49 

 

 

▲37 

 

▲23 

23

内 

訳 

 

※固定資産の減価償却費は環境費用の集計に含めていません。 
※人件費は、平均単価を使用して算出しています。 

設備投資 公害防止コスト　　　地球環境保全コスト　　　資源循環コスト　　　上・下流コスト 
管理活動コスト　　　研究開発コスト　　　　　社会活動コスト　　　その他のコスト 

2004年対策分野別 

0 100 200 300 400 500 600

314
238 165 20

82 77 6

2003年度 
2004年度 

0 100 200 300 400 500 600 エレクトロニクス機器事業 

地球温暖化対策 
148 
 

水・土壌・ 
地盤環境保全 
254 
 

廃棄物・リサイクル 
43 
 

化学物質 
6 
 

大気環境保全 
28

デバイス事業 

122 25
8

15

8 52

（単位：百万円） 

 

地球温暖化対策 
122

オゾン層保護 
8 
 

廃棄物・リサイクル 
4 
 

化学物質 
28 
 

※対象範囲の詳細はP1をご参照下さい。 

集計範囲・方法 

2004年度実績 

今後の重点方針 

環境会計 
環境省「環境会計ガイドライン2005年版」に基づき、 
事業活動における環境保全活動の費用および効果を集計・分析しています。 
 

地球環境とカシオ 

2004年度の会計処理は、従来と同

様の方法で処理しています。一方、集計

対象範囲については「ガイドライン

2005年版」に基づき、今回より全ての

国内外の連結子会社に拡大しました。 

これにともない、本報告書のデータの

比較可能性を確保するために、2003

年度データも今回同様の対象範囲で再

計算しています。 

設備投資の環境保全コストとして、高

知カシオではCOF2ガス実用化の研究

開発および切換費用45百万円を計上し

ています。同社で量産化に成功した

COF2ガスは従来CVDクリーニングガ

スとして使用していたNF3ガスに比べ、

温暖化実効率が2,500分の1になり、温

室効果ガス削減に貢献しています。 

また、公害防止コストに含まれる投資

として、カシオ電子工業における集塵系

設備増強（8百万円）などがあり、トナー

作成時の粉塵飛散量を低減する効果が

上がっています。これらにより環境設備

投資が2003年度に比較して195百万

円増加(前年比44%増)し、当年度の投

資額は641百万円となりました。 

環境費用は、廃棄物量減量に費用を

集中した結果、23百万円増加して

1,135百万円となりました。 

これらの積極的な投資や重点的な費

用投下の効果により、当社が注力してい

るCO2・廃棄物リサイクルおよび特定有

害物質対策の環境効率指標は、いずれ

も前年度と比較して改善しています。 

カシオでは、引続き環境会計のレベル

アップを進め、環境経営の判断ツールと

して活用し、特定有害物質対策を主とす

る環境効率指標のさらなる改善をめざ

します。 
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総エネルギー投入量 

水資源投入量 

温室効果ガス排出量 

 ＣＯ2 

 ＳＦ6 

特定の化学物質排出量 

廃棄物総発生量 

 （内最終処分量） 

総 排水量 

 ＢＯＤ 

 ＣＯＤ 

その他 排出量 

 ＮＯｘ 

 ＳＯｘ 

 ばいじん 

使用時のエネルギー使用量 

回収された使用済み製品、容器、包装の循環使用量 

容器包装使用量 

地球温暖化対策 

 

オゾン層保護 

 

大気環境保全 

 

騒音・振動対策 

 
水・土壌・地盤 
環境保全 

廃棄物・リサイクル 

 

化学物質 

 

自然環境保全 
 

その他 

総計 

分野別 

設備投資 環境費用 

148 

 

 

 

28 

 

 

 

254 

 

43 

 

6 
 

 

 

 

479

122 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

28 
 

 

 

 

162

 デバイス 
実績 

合計 
実績 

エレクトロ 
二クス実績 

デバイス 
実績 

合計 
実績 

エレクトロ 
二クス実績 

270 

 

8 

 

28 

 

 

 

254 

 

47 

 

34 
 

 

 

 

641

20 

 

 

 

23 

 

 

 

164 

 

147 

 

3 

 

7
 

 

86 

450

7 

 

 

 

5 

 

1 

 

7 

 

373 

 

89 

 
 

 

203 

685

27 

 

 

 

28 

 

1 

 

171 

 

520 

 

92 

 

7 
 

289 

1,135

省エネルギー 
による削減  

省資源  

 

リサイクル  

　 
　リユース 

　有価物の売却 

廃棄費用削減  

 

その他 

 

 

 

 

 

 
総計  

分野別 

▲54 

 

▲14 

 

52 

 
17 

35 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 
3

▲94 

 

9 

 

272 

 
250 

22
 

2 

 

15 

 

 

 

 

 

 
204

 

▲148 

 

▲5 

 

324 

 
267 

57
 

21 

 

15 

 

 

 

 

 

 
207

経済的効果※ 

9,384 

433 

 

36,894 

0 

0 

2,749 

398 

347 

13 

10 

 

70 

22 

3 

3,074 

12,425 

11,654

39,266 

2,454 

 

71,503 

15,248 

39 

5,135 

19 

1,959 

18 

0 

 

20 

9 

1 

0 

393 

501

 

2003年度 2004年度 

物量 

その差 

 

2004年度 2003年度 

デバイス 

1.49

エレクトロ二クス 

11.93

合計 

4.98

デバイス 

1.65

エレクトロ二クス 

10.99

合計 

4.83

 

2004年度 2003年度  

2004年度 2003年度 

デバイス 

25.50

エレクトロ二クス 

145.17

合計 

75.09

デバイス 

22.97

エレクトロ二クス 

147.55

合計 

66.40

デバイス 

664.45

エレクトロ二クス 

28,525.03

合計 

3,054.68

デバイス 

750.83

エレクトロ二クス 

18,622.68

合計 

2,927.35

 

投資テーマ 費用対効果計算式（単位：千円） （経済効果※） 実施内容  

※仮定的な計算に基づく効果は集計していません。 

※経済効果が1以上を理想としていますが、原価償却期間を乗じた場合に1以上であれば、環境経営状態と考えます。 

デバイス 
事業 

エレクトロニクス 
機器事業 

2003年度 
2004年度 

環境費用 公害防止コスト　　　地球環境保全コスト　　　資源循環コスト　　　上・下流コスト 
管理活動コスト　　　研究開発コスト　　　　　社会活動コスト　　　その他のコスト 

2004年対策分野別 

205 148
7

14

12
4

151 171 58 2123
74

2003年度 
2004年度 

エレクトロニクス機器事業 デバイス事業 

 

 

0 100 200 300 400 700 800500 600

（単位：百万円） 

実施内容  投資テーマ 効果内容 （環境効果） 投資額 

原油換算（ＫＬ） 

千ｍ３ 

 

トン-ＣＯ２ 

トン-ＣＯ２ 

トン 

トン 

（トン） 

千ｍ３ 

トン 

トン 

 

トン 

トン 

トン 

GJ 

トン 

トン 

10,965 

464 

 

37,548 

0 

0 

3,085 

1,051 

371 

7 

0 

 

83 

23 

2 

2,871 

12,350 

11,676

41,497 

2,551 

 

74,607 

16,551 

29 

4,359 

11 

2,045 

19 

0 

 

16 

8 

1 

0 

483 

607

1,581 

31 

 

654 

0 

0 

336 

653 

24 

▲6 

▲10 

 

14 

1 

▲1 

▲203 

▲75 

22

2,231 

97 

 

3,104 

1,303 

▲9 

▲776 

▲8 

86 

1 

0 

 

▲4 

▲1 

0 

0 

90 

106

エレクトロ 
二クス系 

デバイス系 
エレクトロ 
二クス系 

デバイス系 
エレクトロ 
二クス系 

デバイス系 
単位 デバイス 

実績 
合計 
実績 

エレクトロ 
二クス実績 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

 

大気環境保全 
23

廃棄物・リサイクル 
147 
 

その他 
86 
 

水・土壌・ 
地盤環境保全 
164 
 

地球温暖化対策 
20

自然環境保全 
7 
 化学物質 
3 
 

177 265 168 53 3
712

21 3 199 184 142 106 19 

廃棄物・リサイクル 
373化学物質 

89 
 

その他 
203 
 
 

大気環境保全 
5

騒音・振動対策 
1

地球温暖化対策 
7

水・土壌・ 
地盤環境保全 
7 
 

0 100 200 300 400 700 800500 600

※表組みのなかで「その差」の計算結果が合わない場合がありますが、端数処理の関係です。 

売上環境効率 
（CO2） 

売上高（百万円） 
環境負荷 

（CO2排出量：トン-CO2） 

＝ 

 
１トンのCO2排出あたりの売上高を表わします 

売上環境効率 
（廃棄物） 

売上高（百万円） 
環境負荷 

（廃棄物排出量：トン） 

＝ 

 

フリー 
クーリング 
システム 

 4,284（電力削減額／年） 
6,000（投資額） 

0.714＝ 

 

＝ 

 

１トンの廃棄物排出あたりの売上高を表わします 

デバイスY3ライン増設工事の
うち、冷凍機の増設など冷水
系統改修工事の一環として実
施したもの 

減容装置 
設置 

24,000（年間現像廃液処理費用） 
43,000（投資額） 

0.558

35,870 
（千円） 
 

●年間CO2削減量 
（従来対比） 

1,519トン（5,492→3,973） 
●年間エネルギー削減額: 
1,610千円 

 

 

＝ 

 

＝ 

 

現像廃液の処理費用を削減す
るために減容装置を設置 

CVDクリーニングガスとして
使用しているNF3をCOF2に
変更（COF2：地球温暖化係数：
1、オゾン層破壊係数ゼロ） 

クリーンルーム空調環境維持
のため、熱源システムの更新・
再構築（効率アップ・燃料変更（特
Ａ重油→都市ガス））を行い、
環境負荷を低減 

熱源システム再構築 
（冷温水発生機） 
によるCO2削減 
および省エネ化 

45,000 
（千円） 
 

●地球温暖化影響： 
2，500分の１に大幅減 

NF3の代替ガス 
（COF2）の導入 

売上環境効率 
（PRTR） 

売上高（百万円） 
環境負荷 

（PRTR該当物質使用量：トン） 

＝ 

 
１トンのPRTR該当物質使用あたりの売上高を表わします 

■ 重要な指標 

 プロジェクト単位の環境効果事例 

カシオでは、環境負荷の低減に向けて、全社的展開と併せて各事業所、生産拠点ごとに独

自の展開を行っています。2004年度において各拠点ごとに実施した、環境負荷低減につ

ながる具体的投資事例を「プロジェクト単位の環境投資効果」として挙げました。 
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※パフォーマンスデータの詳細はウェブサイトにて 
   ご覧ください。 

http://www.casio.co.jp/csr/URL

カシオグループの 
マテリアルバランス 

デバイス事業の 
マテリアルバランス 

マテリアルバランス 
事業活動にともなうINPUT／OUTPUTを的確に把握し、 
環境保全活動のさらなる向上につなげます。 

地球環境とカシオ 

エレクトロニクス機器事業においては、

2002年に山形カシオにおけるコジェ

ネレーションの導入にともない、電力使

用量は削減されましたが、その反面、燃

料使用量の増大が、CO2排出量の増大

要因となっています。このためCO2排

出総量では、2003年度13,891トン-

CO2に対し、2004年度17,417トン-

CO2と、前年比25%以上の増加となっ

ています。 

また、生産高原単位では、2003年度

0.153（トン-CO2／百万円）に対し、

2004年度0.202（トン-CO2／百万円）

と、32%以上の増加となっています。

京都議定書における日本の目標が絶対

値で6%の削減であることを踏まえ、さ

らに省エネ対策を継続していきます。 

廃棄物処理においては、デバイス事

業と同様に、各事業所、拠点毎に最適な

処理施設を持つ業者の選択によってリ

サイクルに努め、埋立量削減活動を各々

展開しています。この結果、国内調査対

象8事業所・拠点のうち、2004年度ま

でに5事業所・拠点（山形カシオ、カシオ

電子工業、カシオ計算機（本社、羽村技

術センター）、カシオ日立モバイルコミュ

ニケーションズ）でゼロエミッションを

達成しました。残る3事業所については

継続的な改善を進めています。 

エレクトロニクス機器事業の 
マテリアルバランス 

カシオでは、デバイス事業とエレクト

ロニクス機器事業、それぞれの事業活

動において、物質、エネルギーの投入量

と、そこから排出される環境負荷を把握

し、環境保全活動のさらなる向上に結び

付けています。 

近年、カシオグループ全社のCO2排

出量は事業の拡大にともない上昇傾向

にあります。また、国内におけるデバイ

ス事業の拡大にともなう水使用量増加

の対策としては、水の循環使用に努め

ています。 

また、廃棄物においても、再資源化は

重要な課題と捉え、優れた再資源化技

術を持つ処理業者を優先的に採用して

います。さらに、デバイス工程の処理に

使用される薬品などの化学物質の削減

にも努めるなど、広範囲な事業活動の

なかで、さまざまな環境対策に取り組ん

でいます。 

デバイス事業においては、昨今のパ

ソコン、携帯電話などの普及により、

1990年以降大幅な生産増が続いてい

ます。これにともない、工場規模の増大、

設備の増加のため、CO2排出総量にお

いては、2004年度で74,607トンと

なり、1990年度の20,144トンとの比

較で3.7倍となっています。 

この事業ではクリーンルーム用の熱

源や、排水を無害化処理する装置の終

日稼動などが、生産の増減に関係なく

ほぼ一定の状態で稼動しており、これが

大きなエネルギー、水消費の要因となっ

ています。その解決策として、例えばよ

りCO2排出の少ない燃料（A重油から

軽油）に切り替えるなど、各事業所が

CO2の排出削減に向けた努力を続けて

います。 

また、廃棄物処理については、使用す

る薬液が大きく増加したことから、各事

業所、拠点毎に最適な処理施設を持つ

業者の選択によりリサイクルに努め、埋

立量削減活動を各々展開しています。

この結果、調査対象6事業所・拠点のうち、

2004年度までに5事業所・拠点（高知

カシオ、甲府カシオ（本社、一宮）、カシ

オマイクロニクス（山梨）、カシオ計算

機（八王子技術センター））でゼロエミッ

ション（総廃棄物量に対する埋立量1%

以下）を達成しました。残る1事業所に

おいても、埋立率は1.23%であり、

2005年度中に達成する見通しです。 
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デバイス事業のINPUT / OUTPUT 
（国内6拠点を対象としています。 
詳細は1ページをご参照ください） 

 

エレクトロニクス機器事業のINPUT / OUTPUT 
（国内17拠点、海外17拠点を対象にしています。 
詳細は1ページをご参照ください） 

資源 
（石油・金属・ 
石英など） 

回収・ 
再使用量 
18.3トン 

再資源化量 
2,264.5トン 

ユーザー 

サプライヤー 

完成品 
メーカー 

完成品 

減量化量 
2,083.4トン 

埋立処分 
10.7トン 

TFT液晶梱包材 

TFT液晶 
モジュール 

W-CSP※2 COF※3

中
間
処
理
 

電子辞書 

使用済 
パソコン 

使用済 
プリンタ 

ネームランド 
消耗品 

ページプリンタ 
消耗品 

電力 
88,140,034.0ｋｗ 

 

CO2排出量 
40,882.0トン 

時計 ペンPC デジタルカメラ 

開発・設計 

調　達 

製　造 

輸　送 

販　売 

デバイス事業 

地 球 環 境  

廃棄物 
4,358.6トン 

温室効果ガス 
 CO2 74,607トン-CO2 

SF6 16,551トン-CO2 
 

排出ガス 
 

排水 2,044.8千m3 
BOD 18.6トン 

 

工業用水循環使用量 
173.7千m3

化学物質 
（PRTR法対象） 

29.4トン 
 

エネルギー 
電力 12,738.8万ｋｗｈ 
燃料 8,044.9ｋｌ（原油換算） 
水 2,551.0千m3  
化学物質 
（PRTR法対象） 167.3トン 

素材・材料投入量※1 
プラスチック 135.3トン 
金属 117.9トン 
電子部品・基板 159.4トン 
包装材 607.4トン 
（リサイクル材 464.4トン） 

Noｘ 16.3トン 
Sox 7.7トン 
ばいじん 0.6トン 
 
 

回収・ 
再資源化量 
1,091.0トン 

再資源化量 
1,918.0トン 

ユーザー 

減量化量 
116.7トン 

製品 
14,797.0トン 

包装材 
2,705.3トン 

取扱説明書 
2,153.4トン 
 

埋立処分 
1,050.5トン 

中
間
処
理
 

開発・設計 

調　達 

製　造 

輸　送 

販　売 

エレクトロニクス 
機器事業 

地 球 環 境  

廃棄物 
3,085.2トン 

温室効果ガス 
 CO2 37,548.0トン-CO2

排出ガス 
 

排水 371.2千m3 
BOD  6.8トン 

 

化学物質 
（PRTR法対象） 

0.0トン 
 

エネルギー 
電力 4,531.7万ｋｗｈ 
燃料 3,792.8ｋｌ（原油換算） 
水 464.0千m3 

化学物質 
（PRTR法対象） 15.7トン  
 

Noｘ 83.4トン 
Sox 23.3トン 
ばいじん 2.0トン 
 
 

※1 素材・材料投入量：TFT液晶モジュール、W-CSP、COFを対象 
※2 W-CSP：パッケージングプロセスのすべてがウエハー状態で完結するICパッ

ケージ。チップと全く同じ寸法までパッケージを小型化できるのが特徴。 
※3 COF：Chip on Filmの略で、薄い樹脂製フィルムにLSIチップを直接結合した

もの。限られたスペースにLSIを効率的・高密度に実装することが可能。 

お詫びと訂正：2004年度環境経営報告書において素材・材料投入量で「包
装材0.5トン（そのうちリサイクル材0.3トン）」と記載し
ておりましたが、「包装材501.0トン（そのうちリサイクル
材384.1トン）」に訂正させていただきます。 

※4 素材・材料投入量：各品目の代表機種より推定 お詫びと訂正：2004年度環境経営報告書において素材・材料投入量で「包装材12,154.5トン（そのう
ちリサイクル材10,052.6トン）」と記載しておりましたが、「包装材11,654.0トン（その
うちリサイクル材8,625.0トン）」に訂正させていただきます。 

資源 
（石油・金属・ 
石英など） 

サプライヤー 

素材・材料投入量※4 
製品 24,968.0トン 
取扱説明書 4,342.0トン 
（リサイクル材 2,188.6トン 
包装材 11,676.0トン 
（リサイクル材 8,970.7トン） 
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グリーン購入比率の推移 
80 
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年度 

グリーン調達率実績推移 
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60 

40 
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年度 

 

■国内  海外 

54.7

80.3

91.1

70.0

97.4

77.4

25.8

36.7
41.2

2005 
年度 

2006 
年度 

60.0

グリーン調達説明会 

CATS e-P システム画面 

グリーン調達・グリーン購入 
RoHS指令に対応したグリーン調達を推進するとともに、 
全社でグリーン購入比率の向上に取り組んでいます。 

地球環境とカシオ 

グリーン調達の考え方 

今後のグリーン調達の 
取り組み 

グリーン購入の取り組み 

2004年度の 
グリーン調達の実績 

カシオでは、2000年11月に制定し

た「カシオグループグリーン調達基準書」

に基づき、カシオ製品を構成する部品・

材料、およびその生産工場について環

境保全への対応を評価し、優先調達の

判断基準としています。 

具体的には、仕入先の生産工場のうち、

ISO14001認証を取得済みか、1年以

内に取得予定の生産工場、もしくは認証

取得を計画していなくともISO14001

に準じた項目別評価で70点以上を獲得

した生産工場を「グリーン生産工場」と

定義しています。また、省エネ・省資源・

リサイクル性・含有化学物質状況におい

てカシオの環境基準を満足している部

品を「グリーン部品」と判定し、グリーン

生産工場で製造されたグリーン部品の

優先調達に努めています。 

また、昨今の海外における環境法規

制要求事項の急激な変化を踏まえて、

現在は欧州RoHS指令をはじめとした

環境法規制対応を調達の最優先事項と

し、グリーン部品の優先調達基準につい

て見直しを図っています。 

 

 

 

 

カシオはグリーン調達率（グリーン部品

の購入金額率）の目標として、2005年度

に国内拠点で95%、海外拠点で85%を掲

げ、その達成に向けて活動してきました。

2004年度には国内97.4%、海外77.4%

となり、順調に成果が上がっています。 

また、欧州RoHS指令の基準案に対

応すべく、2004年3月に基準書を全面

改訂し、国内外のお取引先に説明会を

実施し、ご理解とご協力をお願いしました。 

従来は、グリーン部品の優先調達を

目標として、毎年度のグリーン調達率を

指標としてきましたが、現在はRoHS指

令対応を最優先として、『2005年末ま

でにRoHS指令禁止物質の使用廃止』

とグリーン部品回答率100%を環境行

動目標に掲げ、その実現に全力で取り

組んでいきます。 

RoHS指令に定める特定有害物質の

含有調査を行うには、化学物質の詳細

なデータ収集が必要なため、大きな作

業負担をともないます。このため、今後

はデータベースのITツール導入により、

調査、入力、検索等の作業効率アップを図っ

ていきます。 

なお、カシオ基準によるグリーン部品

の優先調達に関しては、現在方針を見

直しています。環境法規制への対応が

一段落した段階で、あらためて活動方針・

指標を設定し推進していく予定です。 

 

 

 

カシオでは、2007年度までに国内拠

点でのグリーン購入比率60%を目標と

して、間接材商品については基本的に「グ

リーン商材」を購入するよう努めていま

す。このため、間接材集中購買システム

「CATS e-P システム※」のカタログに

掲載する商品の9割以上をグリーン商

材とし、購買担当者に「CATS e-P シス

テム」からの購入を徹底させています。

こうした取り組みの結果、2004年度の

国内におけるグリーン購入比率は

41.2%（件数ベース）を達成しました。 

また、「CATS e-P システム」の調達

実績から、環境センターと協力して各部

門ごとの購入実績を算出し、状況把握・

評価を行う仕組みを構築中です。この

実績をもとに、グリーン購入が徹底され

ていない部門に対しては、グリーン商材

優先購入依頼を随時行っていく予定です。 

 

 

※CATS e-P システム：同一商材に対して複数のサプラ
イヤから見積を取得し、最も安価なサプライヤからの
購入を行うシステム 

※2005年度の新目標として国内・海外ともにグリーン
部品回答率（調査対象部品に対する回答率）を
100%に設定します。 
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166

製品アセスメント実績 

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 

200 

150 

100 

50 

0

エレクトロニクス機器事業　 デバイス事業 （単位：件） 

グリーン商品売上比率 

172

121

157

126
45 80

92

73

84

61

65

2001 
年度 

2004 
年度 

2002 
年度 

2007 
年度 

90 

60 

30 

0

（単位：%） 

2003 
年度 

製品アセスメントフロー 

基準とフォーマット 

グリーン商品認定基準 

事業部内監査 

環境センター監査・認定承認 

● カシオグリーン商品開発ガイドライン 
● 製品環境監査手順書 
● 製品環境監査シート 

設計総合評価 

現品監査 

商品認定登録 

認定番号の発行 

グリーン商品登録／ウェブサイト開示 

デザイン決定評価 

設計企画評価 

製品の現物と監査シートを確認し、 
基準をクリアした場合は認定に進む 

環境センター長の承認を経て、 
グリーン商品の認定 

環境設計度評価：配点900点満点で810点以上が必要 
システム商品 

省エネルギー 

リデュース 

リユース 

リサイクル 

処理容易性 

環境保全性 

包装資材 

情報提供 

取扱説明書、カタログ等 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9

環境商品度評価：5項目中、2項目以上の適合が必要 
省資源・リサイクル性：時計（ウオッチ以外） 
安全性（アレルギー）：時計（ウオッチ） 

消費電力の削減・電池の長寿命 

部品点数の削減 

省資源の有効利用 

無鉛はんだ採用 

部品の有害物質廃止※ 

1 
 

2 

3 

4 

5 

6 

 

環境設計度評価：配点100点満点で90点以上が必要 
コンシューマ商品 

材料表示 
リサイクル設計 
機能部品種類統合 
分解性向上 
電池のリサイクル 
材質・識別表示 
環境情報開示 
単一分別・分解 
再生資源 
グリーン調達※ 
オゾン層保護・汚染防止 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11

環境商品度評価：オフィスコンピュータ/プリンタ3項目以上、 
ハンディターミナル/電子レジスター2項目以上適合 

業界トップランナー：省資源 
業界トップランナー：省エネルギー 
業界トップランナー：環境負荷 
鉛フリー（はんだ）※ 
有害物質フリー※（プラスチック）またはハロゲンフリー※（PCB） 
クロムフリー※ 
塩ビフリー※ 
製品リサイクルシステムへの対応（製品本体） 
省エネラベル「エナジースター」取得、業界エコラベルの取得、
外部環境DBへの登録、第3者エコラベルの取得のいづれか 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 

9

※カシオのグリーン調達基準におけるシキイ値以下を指す 

■

1

35.3
44.4

59

2005 
年度 

2006 
年度 

70

（単位：モデル数） グリーン商品認定実績 

55 

12

2 

― 

61 

5

50 

4

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

コンシューマ商品 

システム機器商品 

 

カシオでは、「カシオ環境ボランタリープ

ラン」に基づき、1993年から新製品を対

象とした製品アセスメントを実施しています。 

2001年には、環境適合製品｢カシオ

グリーン商品｣のための設計基準を明確

にするために「カシオグリーン商品開発

ガイドライン」を制定しました。製品アセ

スメントは、このガイドラインと「製品環

境監査手順書」に基づいて、企画、デザイ

ンレビュー、設計の各段階において実施

されます。2004年度の製品アセスメン

ト実績は、エレクトロニクス機器事業で

65件、デバイス事業で61件でした。 

 

 

 

 

 

カシオでは、全ての新製品の開発が「カ

シオグリーン商品開発ガイドライン」に沿っ

て行われます。このガイドラインに基づ

いて実施された製品アセスメントの結

果は「製品環境監査シート」にまとめられ、

製品の環境適合設計について「環境設

計度評価」と「環境商品度評価」に分け

て評価されます。 

「環境設計度評価」とは、基本的な環

境適合設計の実施度を評価するもので、

また「環境商品度評価」は、先進的な環

境適合設計の実施度を評価するもので

す。双方の評価で基準を満たした製品

を｢カシオグリ－ン商品｣として認定し、

認定番号を与えています。 

カシオでは、2001年度より「カシオ

グリーンプロダクツ（C.G.P.）活動」を

開始し、2005年度までに売上比率を

全商品の売上の50%にするという目

標を掲げて活動してきました。 

2004年度は売上比率59%となり、

C.G.P.活動の目標を一年前倒しで達成

することができました。今後は2007

年度までに売上の70%を達成すると

いう新たな目標に向けて、さらにグリー

ン商品の比率を高めるよう、製品環境

監査シ－トの項目別に評価を行い、技術

課題を抽出し重点的に改善を図ってい

きます。 

製品アセスメントの 
取り組み 

グリーン商品 
認定の仕組み 

2004年度の目標と実績 

製品開発における環境配慮 
明確な設計基準と詳細な評価基準のもと、 
グリーン商品の開発推進と売上比率の拡大に努めています。 

地球環境とカシオ 
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最新の半導体プロセスおよび大容量バッ

テリーの採用と低電圧駆動システムにより

高解像度500万画素CCD、光学3倍ズー

ムレンズに大画面2.7型画面を採用しながら、

従来の画面2．0型（EX-Z4）に比べて1回

の充電による撮影枚数が約400枚（EX-

Z4では144枚）と長寿命化を実現しました。

（電池寿命は約2．7倍） 

 

［グリーン商品化技術ポイント］ 

●外装ケースに再生容易な金属材料（アルミ）を採用 
●製品にカドミウム、水銀、六価クロムを使用せず 
●個装箱の容積を約51%縮小（当社QV-4000比） 
●包装材にポリ塩化ビニル（PVC）を使用せず 

グリーン商品事例 

省エネ・省資源化を実現するデジタルカメラ 

「EXILIM ZOOM EX-Z57」 

電子辞書「エクスワード」 
シリーズ 

再生容易な素材を採用した電子辞書 

「エクスワード」シリーズ 
 

省エネ・省資源に貢献する電子楽器 

「Privia PX-100」  

コンピュ－タ－による強度解析を行い、木

工キャビネット、鍵盤ユニット、金属補強板の

三要素を一体化した樹脂製の本体構造を、

業界で初めて実現。当社従来比約40%の

軽量化と奥行約20%の小型化に成功しま

した。また、高密度実装技術を生かして音

源基板の小型化も同時に実現し、従来比で

LSIの数を50%削減し、基板面積も17%

削減。今後の電子ピアノのグリ－ン化商品

の基礎となった商品です。 

［グリーン商品化技術ポイント］ 

●約40%の軽量化を実現 

●奥行約20%の小型化を実現 

●LSIの数を50%削減 

●基板面積を17%削減 
  ※当社PS20比 

●製品にカドミウム、水銀、六価クロムを使用せず 
●包装材にポリ塩化ビニル（PVC）を使用せず 

 

当社従来機320×240ドット表示から業

界初の480×320ドット表示を可能にしたスー

パー高精細液晶（HVGA）で、小さな文字

や画数の多い漢字も、美しくなめらかに表

示した電子辞書です。さらには強化設計

「TAFCOT（タフコット）」を採用して落下

などによる衝撃を軽減するなど、使い勝手

を考えた様々な機能を追加しています。 

［グリーン商品化技術ポイント］ 
●外装ケースに再生容易な金属材料（アルミ）を採用 

●製品にカドミウム、水銀、六価クロムを使用せず 
●包装材にポリ塩化ビニル（PVC）を使用せず 

電子辞書による紙の削減効果 
カシオが2004年に販売した電子辞書全体に収録され

ている辞書を紙媒体で考えた場合、総重量は22,071ト

ンとなります。紙50kgを立ち木1本として換算すれば、

22,071トン÷50kgで約44万本の削減効果となります。 

13

30

紙の削減効果 
50 
40 
30 
20 
10 
0
2002年度 

（単位：万本） 

2003年度 2004年度 
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高性能・高品位な薄型カードサイズデジタルカメラ 

「EXILIM CARD EX-S500」 
 

新規薄型光学3倍ズームレンズや高密度

実装技術により、薄型カードサイズのボディ

を実現したデジタルカメラです。また、省電

力化により静止画で約200枚、動画で約1

時間20分という長寿命を実現しています。

さらに、EXILIMエンジンに搭載した「アン

チシェイクDSP」の信号処理技術により、高

感度撮影を実現、速いシャッタースピードに

より静止画撮影時の手ブレや被写体ブレを

軽減します。 

［グリーン商品化技術ポイント］ 

●省電力化・小型化を実現する独自の超小型画像
処理モジュール「EXILIMエンジン」を搭載 

●外装ケースに再生容易な金属材料（SUS316）を使用 

●製品にカドミウム、水銀、六価クロムを使用せず 
●包装材にポリ塩化ビニル（PVC）を使用せず 

 

デジタルカメラ 
「EXILIM CARD EX-S500」 

デジタルカメラ 
「EXILIM ZOOM EX-Z57」 

EX-Z4 
画素数400万 
液晶サイズ2.0型 
撮影枚数144枚 

EX-Z57 
画素数500万 
液晶サイズ2.7型 
撮影枚数400枚 

電子楽器「Ｐｒｉｖｉａ ＰＸ-100」 

地球環境とカシオ 

製品開発における環境配慮 
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ウオッチ「オシアナス」 

省電力・小型化を実現するソーラー電波ウオッチ 

「オシアナス」  

カシオは、標準電波をアンテナで受信して

時刻修正を行う技術を腕時計に採用して以来、

内蔵アンテナの小型化や省電力化、ソーラー

充電システムなどの性能向上を図ってきま

した。「オシアナス」では、アンテナの小型化

とともに、電波受信性能の効率化を図るシス

テムを開発・採用。また、低消費電力型モーター

とSOI（高速処理低電圧トランジスタ）技術

により低消費電力化を実現。ソーラー電池と

の組み合わせにより長寿命化を実現してい

ます。  

［グリーン商品化技術ポイント］ 

●低消費電力型モーターの開発により消費電力を低減 
●外装ケースに再生容易な（SUS）金属材料を使用 
●製品にカドミウム、水銀、六価クロムを使用せず 
●包装材にポリ塩化ビニル（PVC）を使用せず 

グリーン商品事例 

小型・軽量・省電力化を実現する携帯電話 

Ａ5512ＣＡ 

カシオグリーン商品（携帯電話）をLCAで評価 

［LCA評価結果］ 

[結論]

150 

120 

90 

60 

30 
0 

30

容積約89ccのコンパクトなボディに128

万画素カメラを搭載。最大でSXGAサイズ

（1280×960ドット）の撮影が可能です。サ

ブ液晶には実用的で楽しい時計を搭載。

FLASH Liteを採用し、FLASHアニメで楽し

く表示される画面デザインを採用しています。 

［グリーン商品化技術ポイント］ 
●小型・軽量・省電力というコンセプトのもとに開発

した携帯電話です。従来基板上に実装していた半

導体を一つのシステムLSIに集約し、部品のパッド

を狭ピッチ化することにより、基板の小型化及び

部品点数を13%削減しました。 

［対象となるライフサイクルステージ］ 
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1．素材・材料調達ステージでの比較 
エネルギー消費量、CO2排出量ともにA5512CA（2005年モデル）の
方がA5406CA（2004年モデル）よりも環境負荷が小さい。これは
A5512CAの部品点数と重量の削減効果がLCA評価に表れたものです。 

2．使用ステージでの比較 
エネルギー消費量、CO2排出量ともにA5512CA（2005年モデル）
の方がA5406CA（2004年モデル）よりも環境負荷が小さい。これ
はA5512CAの消費電力の削減、電池の長寿命化がLCA評価に表れ
たものです。 

3．リサイクル効果での比較 
エネルギーの還元量、CO2の削減量ともにA5406CAの方が
A5512CAよりもリサイクル効果の数値が大きい。これは、再資源化
可能な材料を多く含むため、処理された後に他製品の素材・材料に使
用される際のリサイクル性が高いことを示しています。 

 
※1 リサイクル効果 
リサイクルステージの後に、他の製品の素材・材料（リサイクル材）として再使用さ
れる場合、その素材・材料を他の製品の素材・材料調達ステージに使用されると想
定して計上するもので、今回は納入先であるKDDI（株）のリサイクルシステムに基
づき、回収・再資源化については再資源化率を100%と想定して算出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 インベントリ分析 
各ステージごとに入力される環境負荷（エネルギー、原材料、部品等）、出力される
環境負荷（CO2、廃棄物等）を数値化して、一覧表を作成すること。これにより、入
出力する環境負荷を数値化できる。 

（単位：Kg） 
CO2の排出と削減 

エネルギーの消費と還元 
（単位：メガジュール） A5406CA　 A5512CA

A5406CA　 A5512CA

インベントリ分析※2（製品1台あたり） 

A5406CA 
（2004年モデル） 

A5406CA 
との比較 

10.0 8.7 10.0 8.7

0.4 0.0 0.4 0.0

LCA算出条件：使用期間は5年間 

カシオグリーン商品A5406CA（2004年モデル）とA5512CA（2005年モデル）をカシオ基準のLCAで評価しました。 

KDDIリサイクルシステム 

回収 
資源 

リサイクル会社 

回収された使用済み携帯電話など 

手作業による解体・原材料ごとに分別 

鉄　アルミ　銅　金　銀　パラジウム　ABS樹脂　コバルト　ニッケル　カドミウム 

各メーカーによる精錬 

基板　　　　プラスチック　　　　鉄　　　　アルミ　　　　銅材料　　　　電池 

携帯電話本体 電池 充電器 

A5512CA 
（2005年モデル） 

大きさ 
（折りたたみ時） 約51（幅）×102（高）×28mm（奥行） 

連続待受：約200時間（折りたたみ時） 

連続通話：約160分 

約125g

約49（幅）×94（高）×25mm（奥行） 体積比 21%削減 

連続待受：約270時間（折りたたみ時） 

連続通話：約180分 

約105g重量 
（電池含む） 

電池持続時間 

16%削減 

35%アップ 

12%アップ 

消
費
 

還
元
 

排
出
 

削
減
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（単位：トン-CO2） 

20,144 
 

10,246 
 

62,371 
 

16,633 
 

67,647 72,250 71,503 
 

13,891

74,607 
 

17,417 
 14,737 

 

15,064

国内拠点におけるCO2排出量と生産高原単位の推移 
生産高原単位: ■エレクトロニクス機器事業　●デバイス事業　　全体 

1990 
年度 

2000 
年度 

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

2005 
年度目標 
 

2010 
年度目標 
 

（単位：トン-CO2／百万円） 

（単位：トン-CO2／百万円） 

100,000 

80,000 

60,000 

40,000 

20,000 

0

1.0 

0.8 

0.6 

0.4 

0.2 

0

1.0 

0.8 

0.6 

0.4 

0.2 

0

14,119 
 

CO2排出量: エレクトロニクス機器事業　 デバイス事業 

 ■エレクトロニクス機器事業　●デバイス事業　　全体 物価指数補正による生産高原単位の推移 

1990 
年度 

2000 
年度 

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

2005 
年度目標 
 

2010 
年度目標 
 

0.87

0.42 0.42

0.29

0.51

0.31

0.47

0.32
0.34

0.23

0.37 0.31

0.20

カシオマイクロニクスの取り組み 
カシオマクロニクスでは、工場をフリー

クーリングシステム（外気の冷めた空

気を空調に利用すること）に改造し、電

力使用量を削減することでCO2排出量

を削減しています。また、本社（青梅）

では、クリーンルーム空調用に使用し

ていた燃料を特Ａ重油から都市ガスに

切り替え、排出ガスをクリーン化した結

果、CO2排出量を2003年度に比べて

2%削減しています。 

0.27

0.180.21 0.14 0.12 0.12 0.08 0.11
0.06

0.42 0.42
0.50

0.55
0.42 0.31

0.38

0.21
0.20 0.20 0.21

0.15
0.20

0.11
0.13

0.87

0.61

0.83
0.81

0.63
0.71 0.57

0.48

SF6の使用量・排出量とCO2換算排出量の推移 

2001 
年度 

2000 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

2005 
年度目標 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0

20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

0

0.60 

0.45 

0.30 

0.15 

0.00

638
276

595 693

1,385

580
290

551

1,276

725

1,450

（単位：kg） （単位：トン-CO2） 
（単位：トン/百万円） 

0.273
0.312

SF6の使用量　 SF6の排出量 
■CO2換算排出量　●CO2排出量生産高原単位 

14,993
17,794

20,131

海外拠点におけるCO2排出量と売上高原単位の推移 

2002年度 2003年度 2004年度 

25,000 
20,000 
15,000 
10,000 
5,000 

0

0.8 

0.6 

0.4 

0.2 

0

0.37 0.40
0.50

（単位：トン-CO2／百万円） （単位：トン-CO2） 

CO2排出量　●売上高原単位 

0.25
0.07

16,688 
 

80,00978,273 
 

0.48

※対象範囲はカシオ上海を除く16拠点です。 
取り組み事例 

1,189
0.283 14,209

0.413 0.429

0.440

15,248 16,551 17,328

6,584.45

0.312
0.273

6,931

P32

CO2排出量の削減 

その他の 
温暖化ガスの削減 

地球温暖化防止 
CO2の排出量削減をはじめ、 
さまざまな視点から温暖化の防止に取り組んでいます。 

地球環境とカシオ 

 

 

 

カシオは、2004年度生産高二酸化

炭素（CO2）の排出量原単位削減にお

いて､1990年度対比、2005年度10%、

2010年度25%の削減を目標として

いましたが、0.48トン-CO2/百万円と、

1990年度比で14%増になりました。 

2005年度以降は業態変化等の実態

を適切に反映すべく、電機・電子4団体

方針に沿って、日銀国内企業物価指数（電

機機器）で補正した実質生産高二酸化

炭素（CO2）排出量原単位を用いて、

2003年度比で2005年度10%削減、

2010年度20%削減を目標としてい

きます。 

 

■ CO2排出量削減に向けた取り組み 

CO2排出量の削減に向けた取り組み

としては、よりCO2排出の少ない燃料へ

の転換や、コジェネレーションの導入に

加え、各拠点においても、それぞれ対策

を実施しています。 

また、京都議定書では、日本に対して

2008年から2012年までに1990年

度比6%削減が義務づけられており、こ

れに対応するため、今後、排出権取引な

どの採用・参画により排出総量の削減に

向けて対応を検討していきます。 

 

■ 海外拠点におけるCO2排出量 

2004年度は、エネルギーを多量に

消費する朝日エレクトロニクス インドネ

シアを調査対象に加えたことで、CO2の

排出総量、売上高原単位ともに増加とな

りました。なお、原単位は円換算した売

上金額を分母として算出しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ SF6の低減 

カシオでは、製造工程で使用してい

るSF6について、昨年まで利用効率を

0.75としてきました。今回、専門業者

に依頼して成分分析を行った結果、バラ

ツキはあるものの、利用効率は0.5以下

と検証されました。加えて、この利用効

率は各種条件で変動することから、（社）

電子情報技術産業協会（JEITA）のガイ

ダンス値0.5を採用し、ここに過去のデー

タを訂正して記載いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ クリーニングガスNF3の全廃 

高知カシオのTFT液晶デバイス製造

工程では、従来クリーニングガスにNF3

を使用していましたが、2005年3月ま

でにCOF2に切り替えました。 

NF3は、京都議定書に定められた6ガ

スではありませんが、温暖化係数はCO2

換算で10,800倍です。一方、COF2は

CO2と同じ１倍ですので、使用量が4倍

に増えるにも関わらず温暖化への影響

は1／2500に削減できます。 
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0.273
0.312

冷凍機の環境排出負荷比較表（社内での稼動条件より算出） 

容量 
 （RT） （KgC） 比率 

エネルギー源 機器名称 補助電源 

１時間運転した場合の 
C排出量 

計算機器 主エネルギー源 

500 

500 

500 

500 

500

電気 

都市ガス 

都市ガス 

灯油 

A重油 

　315Kw 

　136Nm3/h 

　129Nm3/h 

　162I/h 

152.5I/h

ターボ冷凍機 

冷温水器（標準） 

冷温水器（省エネ） 

冷温水器（標準） 

冷温水器（標準） 

 

  2.75Kw 

  9.95Kw 

11.75Kw 

11.75Kw 

15.75Kw

133.5 

295.6 

281.4 

415.0 

415.9

100%

221%

211%

311%

312%

※ターボ冷凍機が最も環境負荷が少なく電気稼働のため、自社内のNOX、SOX、ばいじんの排出はない 

海外拠点における 
NOx、SOx、ばいじん排出量の推移 

（単位：トン） 

国内デバイス事業におけるNOx、SOx、ばいじん排出量の推移 

25 

20 

15 

10 

5 

0

（単位：トン） 

国内エレクトロニクス機器事業におけるNOx、SOx、ばいじん排出量の推移 

100 

80 

60 

40 

20 

0

2000年度 

8.9

5.3

0.6

2001年度 

18.0

5.8

0.7

2002年度 

22.7

7.5

0.9

2003年度 

19.8

8.9

0.7

2004年度 

16.3

7.7

0.6

（単位：トン） 

2001年度 

3.46 2.55 0.16

2002年度 

3.27 1.50 0.15
2003年度 

68.74

21.23

0.67

2004年度 

82.92

22.42

1.60

2.00 

1.50 

1.00 

0.50 

0
2002年度 

1.71

1.13

1.66

2003年度 

1.20

0.94

1.25

2004年度 

0.51

0.93

0.40

NOx　 SOx　 ばいじん 

NOx　 SOx　 ばいじん 

NOx　 SOx　 ばいじん 

大気汚染防止 
設備やエネルギーの転換を通じて、 
SOx、NOx、ばいじんの排出量削減を推進します。 

地球環境とカシオ 

SOx、NOx、ばいじんの 
排出量削減 

2004年度のSOx、NOx、ばいじんの

排出については、下記のグラフの通りとなっ

ています 

エレクトロニクス機器事業では、

2003年度以降、SOx、NOxの排出量

が大きく増加していますが、これは山形

カシオにおいて、生産増大にともなう電

力増の必要から、重油を燃料とするコジェ

ネレーションがフル稼働となったためで

す。なお、山形カシオにおける排出測定

値は、条例基準を満たしております。 

コジェネレーションの導入は、生産高

原単位におけるCO2削減を目的として

おり、導入前の2001年度の生産高原

単位と比較して、2004年度は0.038ト

ン-CO2／百万円削減されています。 

 

■ 排出量削減に向けた取り組み 

SOx、NOx、ばいじんの排出量につい

ては、全社的な方針として、今後、環境に

最もやさしいターボ冷凍機の採用を推

進するとともに、重油から灯油・都市ガ

スなどへの燃料の転換を推進することで、

削減を図ります。 

2004年度は、吸収式冷凍機の燃料

を重油から灯油に変更し、SOx、NOx、

ばいじんの削減を図りました。 

また、カシオ日立モバイルコミュニケー

ションズ、八王子技術センターでは、改築、

新築された建物において、旧式のボイラー

をSOx、NOx、ばいじん排出の少ない新

型に切り替えたことで、大きく削減する

ことができました。 

 

■ 海外におけるSOx、NOx、ばい

じんの排出量 

2004年度は、韓国カシオ、カシオ電

子（中山）では設備変更によりNOx、ば

いじんの排出量を減少できました。しか

し、カシオ電子（珠海）のSOxにおいて

は対応が十分でなく、排出量が増加とな

りましたので、今後、削減に向けた対応

策を講じていきます。 

なお、2004年度現在、韓国カシオ、

香港カシオ 番禺工場、カシオ電子（珠海）、

カシオ電子（中山）以外の海外事業所に

おいては、NOx、SOx、ばいじんの排出

設備はありません。 
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エチルベンゼン 
エチレングリコール※ 
キシレン 
オクチルフェニルエーテル 
酢酸2エトキシエチル 
チオ尿素 
銅水溶性塩 
トルエン 
フッ化水素及びその水溶性塩 
2-アミノエタノール 
合計 

PRTR対象物質の移動と排出量 

40 
43 
63 
308 
101 
181 
207 
227 
283 
16

1 
 
2 
1 
3 
1 
1 
 
1 
2

11.71 
     

49.25 
1.18 
16.99 
15.36 
16.89 
1.47 
13.30 
29.83 
155.9

第一種指定化学物質名 
物質 
番号 取扱量 

3.55 
 

24.13 
 

6.87 
 
 

1.47 
0.07 
0.03 
36.12

 
 
 
 
 
 

0.04 
 

2.59 
0.03 
2.67

大気 公共用水域 
排出量 
2003年度 

１トン以上 
取扱事業所 

8.16 
 

 25.12 
 

10.12 
15.36 
16.85 

 
 
 

75.61 

 
 
 

1.18 
 
 
 
 

10.62 
29.77 
41.57

移動量 
廃棄物 

消費量 

使用済み薬液のリサイクル 

2004年度 

2003年度使用薬品を見直し、１トン以上使用はなし 
1 
1 
2 
1 
3 
1 
1 
 
1 
2

9.37 
3.24 
42.28 
3.15 
17.17 
23.59 
23.98 

    
9.60 
36.86 
169.24

取扱量 

2.48 
 

18.49 
 

6.53 
0.00 
0.01 
    
 

0.07 
27.42

 
 
 
 
 
 

0.04 
 

 1.92 
0.04 
2.00

大気 公共用水域 
排出量 

（単位：トン） 

１トン以上 
取扱事業所 

6.90 
3.24 
21.43 
3.15 
10.64 
23.59 
23.92 

 
    

1.87 
94.74

 
 

2.36 
 
 
 
 
 
 
 

2.36

 
 
 
 
 
 
 
 

7.68 
34.88 
42.56

移動量 
廃棄物 

消費量 リサイクル量 リサイクル量 

使用工程を外部委託しているため、グループ内での使用はなし  

再生 

新液補充 
 

海外拠点における 
鉛はんだ使用量の推移 
25 

20 

15 

10 

5 

0
2002年度 

（単位：トン） 

15.97

21.78

2001年度 

3.74

2003年度 2004年度 

納入 購入 

カ
シ
オ 

薬
液
業
者 

工程にて使用 

蒸留 

供給装置回収タンク 
一次保管 
 

廃液 

12.61

※エチレングリコールが2004年度に再度１トン以上になった理由は、カシオマイクロニクス（本社）における新規事業の立ち上げによるものです。 

※表組みのなかで項目の合計が合わない場合がありますが、端数処理の関係です。 

PRTR対象物質の管理 代替フロンの全廃 

鉛はんだの全廃 

PCB含有機器の保管 

化学物質の管理 
PRTR法に基づく適正管理を行うとともに、 
使用量の削減に取り組んでいます。 

地球環境とカシオ 

化学物質の管理については、化学物

質を使用する事業所／拠点毎に環境管

理組織を設け、その組織の中に化学物

質に対する管理組織を組み込んだ体制

を設けています。こうした体制のもと、

PRTR対象物質は法に基づく管理を行い、

適切に届け出を行っています。 

また、薬液を多く使用する事業所にお

いては、薬液の漏洩など緊急時を想定

した対応訓練を実施しています。 

 

■ 使用量・移動量の削減に向けた取り組み 

デバイス生産工場における生産数量

の大幅な増加にともない、使用する

PRTR該当薬液が大きく増加しています。

このため高知カシオ、カシオマイクロニ

クスおよび甲府カシオにおいて、薬液の

リサイクル（アミノエタノール、フッ化水

素およびその水溶性塩）などに取り組み、

低減化を図っています。 

 

カシオでは、協力企業を含む全生産

拠点で2004年末までに代替フロンの

使用を廃止するとの目標を掲げ、活動

に取り組んできました。2005年3月に、

すべての協力企業での使用を廃止した

ことで、目標を達成することができました。 

 

カシオでは、PCB含有機器の適切な処

理を、2005年度末までに完了すること

を目標に掲げています。現在、処理の対

象となるのは、八王子技術センター、羽村

技術センター、甲府カシオにおける高圧

コンデンサー（19個）と、照明器具に使用

されていた小型安定器（258個）です。 

これらについては、法律に沿った最適

な保管とその届け出を励行しており、処

理については各都府県の処理施設の計

画に合わせてその処分を策定しています。 

上記のうち、八王子技術センター、羽

村技術センターでは、すでに日本環境

安全事業（株）の東京都における処理委

託の予約手続きを終え、処理施設の稼

働を待つ状況です。甲府カシオ保管分

については、法律で規定された処分区

域の関係上、北海道で処理しなければ

ならないため、2007年の処理施設の

完成を待つ状況です。 

なお、海外拠点においては、PCBを

保管・管理している拠点はありません。 

 

カシオでは、1999年にエコ電卓に

おいて鉛フリーはんだを初めて採用し

て以来、鉛はんだの削減に取り組んで

きました。2003年度には、全部門にお

いて鉛フリーはんだによる実装技術を

確立し、2004年度末には全廃を完了

しました。ただし、既に生産中止が決定

しているモデルなど、一部に対象外とし

たモデルがあります。 

なお、海外拠点における鉛はんだの

使用量は以下のように推移しておりま

したが、2004年度末、鉛フリーはんだ

への切り替えを完了しています。 
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285,264

7.13

265,404

5.916.51

261,661

168
2,655

179

2,551
170
2,230

213
2,172

2004年度 2003年度 

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度目標 
 

（単位：千m3） 

11.4
14.2

12.8

168

15.314.2
12.0

19.4

24.1
21.7

25.0
26.5

20.0 2,454
2,047

199

国内拠点における水使用量／水使用量生産高原単位の推移 

（単位：m3/百万円） 

（単位：件） 

3,000 

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0

水使用量: エレクトロニクス機器事業　 デバイス事業 
水使用量生産高原単位:■エレクトロニクス機器事業　●デバイス事業　◆全体 

海外拠点における水使用量／ 
水使用量売上高原単位の推移 

400,000 

300,000 

200,000 

100,000 

0

12.0 

10.0 

8.0 

6.0 

4.0

（単位：m3） （単位：m3/百万円） 
水使用量　●水使用量売上高原単位 

2004年度土壌汚染調査結果 
国内 

4 

0 

0

海外 

1 

0 

0

調査完了の土地 

汚染の発覚した土地 

浄化完了の土地 

 

2002年度 

2.4 2.5 2.5 1.8 2.1 
 

1.5

※対象範囲はカシオ時計フランスを除く16拠点です。 

用水使用量・排水量の削減 土壌・地下水の汚染防止 

水質汚染防止 

用水使用量の低減と土壌・水域汚染防止 
排水リサイクルなどにより用水使用量削減に努めるとともに、 
水域や土壌・地下水への汚染物質の排出を防止します。 

地球環境とカシオ 

用水使用量については、2005年度

までに生産高原単位で2000年度比

5%削減を目標としています。2000年

度の全社の生産高原単位12.0千ｍ3／

百万円に対し、2004年度は14.2千ｍ3

／百万円となり、18%の増加となって

おります。 

これは、生産数量の増加にともない、

洗浄、空調、山形カシオのコジェネへの

使用が増加した一方で、売価は下落し

たことによります。日銀国内企業物価指

数（電気機器）によって生産金額で補正

した生産高原単位では、2004年度は

全体で7.5となり、2000年度比約

15%の原単位削減となります。 

 

■ 使用量・排水量の削減に向けた 

取り組み 

生産数量の上昇にともない、工程で

の使用水量は増加したものの、高知カ

シオ、甲府カシオ、カシオマイクロニク

スの各事業所において排水の再利用設

備を導入した結果、デバイス事業におい

ては前年度の使用量2,551千ｍ3の

6.7%にあたる1,74７千ｍ3を循環使

用しました。今後もさらに循環水の増

加を図ることで、用水使用量・排水量の

削減を図ります。 

■ 海外拠点における用水使用量 

2004年度は、生産工程に水を多用す

る朝日エレクトロニクス インドネシアを調

査対象に加えたことや、カシオタイの生産

増加にともない、水使用量の絶対値、売上

高原単位ともに増加しておりますが、水道

使用削減運動を全拠点で展開し、原単位

の削減に向けた活動を展開しています。 

カシオでは、排水処理施設の定期メ

ンテナンスと法に定められた水質検査

を確実に行うとともに、法律／条令に沿っ

た役所への届け出を行っています。現

在まで、基準値を超える汚染物質は出

ておりません。 

また、設備についても、国や自治体の

定める基準値を確実に遵守できるよう、

基準値を10%以上下回る数値を自主

基準値として設定し、その数値をクリア

できる装置をメーカーとの話し合いの

もとに設置しています。 

土壌・地下水の汚染防止については、

2004年度は、すべての事業所におい

て液漏れなどの事故はなく、近隣での土

壌・河川の汚染は見つかっておりません。 

 

■ 2004年度状況 

カシオでは、生産工場および研究開

発を行う事業所・拠点に対しては、優先

して敷地内土壌汚染調査を行い、汚染

があった場合はその結果を公表するこ

ととしています。 

また、新規に土地を購入する場合には、

その調査が終了し、問題のないことを

確認した上で購入しています。なお、

2005年1月には、カシオマイクロニク

スの第二工場用地を購入しましたが、そ

の際も、土壌調査を持主の費用にて実

施し、問題のないことを確認しています。 

■ 負荷削減の取り組み 

カシオでは、土壌汚染の要因となる

排水施設においては、配管を二重構造

にするほか、薬液タンクの周囲を漏水

処理されたコンクリートで囲むなどの

対策を実施しています。 

薬液の業者からの供給時には、必ず

管理者が立ち会い、不慮の事故が発生

した際に直ちに対応できるようにして

います。また、土壌汚染となる薬液を多

く使用している事業部では、毎年定期的

に液漏れを想定した対応訓練を行い、

その体制を万全なものにしています。 
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1,123.4

322.0

960.8
712.2

デバイス事業（国内拠点のみ） エレクトロニクス機器事業（国内拠点のみ） 

4,226
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3,883

1,790

4,998

1,392

5,135

1,626

4,359

1,429

4,750

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度目標 
 

8,000 

6,000 

4,000 

2,000 

0

（単位：トン） 

国内拠点における廃棄物発生量／埋立処分量の推移 
廃棄物発生量: エレクトロニクス機器事業　 デバイス事業　　埋立処分量:■エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業 

廃棄物発生量　 埋立処分量　◆発生量売上高原単位 

■エレクトロニクス機器事業　●デバイス事業　◆全体

再使用される 
循環資源の量 

806.1トン 

再生利用される 
循環資源の量 

416.3トン 

熱回収される 
循環資源の量 

0トン 

再資源化量 

1,222.4トン 

減量化量 

116.7トン 

埋立処分量 

89.7トン 

廃棄物等 
総発生量 

1,428.8トン 

廃棄物等 
総排出量 

1,428.8トン 

海外拠点における廃棄物発生量／ 
埋立処分量／発生量売上高原単位の推移 

2000 

1600 

1200 

800 

400 

0

5.00 

4.00 

3.00 

2.00 

1.00 

0
2002年度 

（単位：トン） （単位：トン/億円） 

2003年度 2004年度 

2.54

4.14

（単位：トン/百万円） 
60 
50 
40 
30 
20 
10 
0

廃棄物発生量生産高原単位の推移 

2000年度 

41.2

35.4

28.4

2001年度 

47.4

33.9

20.9

2002年度 

56.1

40.6

20.3

2003年度 2005年度目標 

45.3

33.0

17.8

2004年度 

24.8

34.7

12.6
30.1

41.2

16.6

1,387

事業者内部での 
再使用、再生利用 
熱回収量 

0トン 

0トン 

残渣の量  

単純焼却／脱水 
処理される量 

169.7トン 

中間 
処理 再使用される 

循環資源の量 

1,336.0トン 

再生利用される 
循環資源の量 

736.5トン 

熱回収される 
循環資源の量 

192.0トン 

再資源化量 

2,264.5トン 

減量化量 

2,083.4トン 

埋立処分量 

10.7トン 

廃棄物等 
総発生量 

4,358.6トン 

廃棄物等 
総排出量 

4,358.6トン 

事業者内部での 
再使用、再生利用 
熱回収量 

0トン 

0トン 

残渣の量  

単純焼却／脱水 
処理される量 

2,092.9トン 

中間 
処理 

1.77

410.2

1,656.4

※対象範囲はカシオ上海およびカシオインディアを除く
15拠点です。 

廃棄物発生量・最終埋立処分量の削減 
全事業所でのゼロエミッション達成に向けて、 
排出量の削減とリサイクルの推進に取り組んでいます。 

地球環境とカシオ 

ゼロエミッション 

埋立処分量の削減 

リサイクルの推進 

カシオでは、廃棄物発生量の削減に向

けた目標として、2005年度に生産高原

単位で2000年度比30%の削減、および

ゼロエミッション※の達成を掲げています。 

2004年度においては、デバイス事

業において廃棄薬液の濃縮装置（水分

を蒸発させての濃縮）を導入したこと

などにより、廃棄物発生量を削減。全体

で生産高原単位30.1トン／百万円と

なり、2000年度比85%となリました。 

また、ゼロエミッションの目標に対し

ては、2004年度は国内調査対象とな

る14拠点／事業所のうち10拠点／事

業所がゼロエミッションを達成しました。

残る4事業所についても、目標達成に向

けての各種の施策を検討しています。 

廃棄物の処理は、下図に示すように、

業者での分別、中間処理、リサイクル、

最終残渣の埋立という流れで行われます。 

埋立処分量の削減には廃棄物業者に

おいて最適な処理を行えることが前提

となり、発生事業所／拠点における分別

が極めて重要になります。このため、カ

シオでは各事業所／拠点ごとに、分別処

理の徹底に向けた活動を展開しています。 

また、各事業所ごとで廃棄物の内容に

応じた最適な業者との契約を推進する

ことで、埋立処分の削減を推進しています。 

 

■ 海外拠点における廃棄物の状況 

2004年度より、新たに朝日エレクト

ロニクス インドネシアを調査対象に加

えたことで、廃棄物の総量、原単位とも

に増加となりました。現在、廃棄物総量

および原単位の削減に向けた施策を検

討中です。 

 

リサイクル率の向上は、企業の社会的

責任としても、重要なテーマであること

を踏まえ、廃棄物の分別やリサイクル業

者の発掘に努めています。こうした活

動の結果、2004年度は、全社合計で

57%の再資源化を達成しました。 

※カシオでは廃棄物総量に対しての埋立率1%以下をゼ
ロエミッションとしています 
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http://www.casio.co.jp/URL

http://www.casio.co.jp/csr/URL

http://www.smf.gr.jp/index.htmURL

エコプロダクツ2004

環境経営報告書を読む会 表彰状 

環境ホームページ 

環境報告書2003

サイトレポート2004 
（左から甲府カシオ、高知カシオ、カシオマイクロニクス） 

環境経営報告書2004 
（2004年7月発行） 

国内最大の環境配慮型製品、サービス・

活動紹介の展示であるエコプロダクツ

展に初回から出展しています。2004

年度は「小型・軽量・薄型・省電力」を開

発コンセプトにした製品紹介、またビデ

オによる環境保全活動の紹介を通じて、

ステークホルダーとの環境コミュニケー

ションを図りました。 

2005年度のエコプロダクツ展にも

参加する計画です。 

 

 

2004年8月3日、八王子技術センター

において、東京都内小・中学校の教員の

方7名を対象に「環境経営報告書を読

む会」を開催しました。 

「環境経営報告書2004」を中心に、

カシオの環境活動について説明すると

ともに、カシオグリーン商品（デジタルカ

メラ）を実際に手にとっていただきながら、

具体的な説明を行いました。 

出席いただいた方々からは、以下のよ

うなご感想・ご意見をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

カシオは、1999年から環境報告書の

制作を始めています。旧版は最新版とと

もにホームページでもご覧いただけます。

　2004年度は、前年度に引き続き甲府

カシオから、新たに高知カシオ、カシオ

マイクロニクスからサイトレポートが発

行されました。これらは環境保護への取

り組み、省資源への取り組み、省エネルギー

への取り組み、エコ・コミュニケーション

への取り組みなどについて、拠点ごとの

内容を具体的に報告したものです。 

 

カシオグループの環境活動全般につ

いては、ホームページを設けて環境活動

の最新情報をお知らせしています。 

2004年度からNPO法人「環境経営

学会」の理事としてCSR推進室　若尾

課長が参画しています。活動内容は、外

局である環境経営格付機構が毎年実施

する環境経営格付審査などを人的側面

から支援し、社会の持続可能な発展に貢

献していくものです。 

 

山形カシオは、ゼロエミッションの達

成や、コジェネレーションシステムの導

入によるCO2排出量の削減、不良品発

生システムの開発による廃棄物の削減

など、過去3年間の環境保全活動が評価

され、山形県環境保全協議会より2005

年度「環境保

全推進賞山形

県知事賞」を

受賞しました。 

展示会への参加 

環境報告書の発行 

環境Ｗebによる 
情報発信 
 

環境経営学会への参画 
 

外部からの表彰 

サイトレポートの発行 

「環境経営報告書を読む会」 
を開催 

環境コミュニケーション／ディスクロージャー 
多様な機会・メディアを通じて、 
積極的な情報開示に努めています。 

地球環境とカシオ 

● 企業の環境問題に対する取り組みについ
て、生徒に啓発をしていく必要を感じた。 

● 学校でも学校経営＆環境報告書のよう
なものを作成し、学校教育の評価・改
善につなげていくことが必要になって
くると思いました。 

● LCA（ライフサイクルアセスメント）の考
え方について、企業がどのように使ってい
るのか話を聞いて明確になった。　など 
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従来は「流通センター→配送センター」「配
送センター→得意先」のルートしか把握して
おりませんでしたが、2004年より集計範囲
を拡大して、図に示したルートについても把
握できるようになりました。 

・従来からの集計範囲 
・新たに追加された集計範囲 
・現在把握できてない範囲 

ＪＲコンテナ　 トラック 
モーダルシフトによるCO2排出削減 

2,500 
2,000 
1,500 
1,000 
500 
0

（単位：トン） 

74 76

1,868

1,324 1,249

101

2000年度 2003年度 2004年度 

2004年度地域・ルート別CO2排出量 （単位：トン） 

国内物流における 
CO2排出量削減 

海外物流における 
CO2排出削減 

国内物流にともなうCO2排出量／ 
売上高原単位の推移 
システム品： ■工場・港・空港→システム配送センター 
コンシューマ品： 工場・港・空港→鈴鹿流通センター 

鈴鹿流通センター→配送センター 
鈴鹿流通センター→得意先 
配送センター→得意先 

●売上高原単位 

取り組み事例 

国内物流センターの移転・統廃合 
システム品の配送 

2005年7月には、ページプリンタ

本体・トナーの生産地を日本から中国

に移管するにともない、システム配送

センターを甲府から横浜へと移転し

ます。配送センターを港湾地域に近

づけることで、港からのトラックによる

輸送距離を削減するのが目的です。 

コンシューマ品の配送 

2005年には配送センターを港湾

地区に移転するとともに、鈴鹿流通セ

ンターとの統合を推進することで、物

流効率の向上を図ります。 

東部配送センター：足立区→江東区（8月予定） 
西部配送センター：大阪市西淀川区→ 

大阪市港区（10月予定） 

集計範囲を拡大しました 

システム品の配送フロー 

コンシューマ品の配送フロー 

国
内
工
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※表組みの中で項目の合計が合わない場合がありますが、
端数処理の関係です。 

（単位：トン-CO2／億円） （単位：トン-CO2） 

2000年度 

6,000 

4,500 
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1,500 
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0
2003年度 2004年度 

1.60

1.10
1.02
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296

4,323

3,278 3,416
248

153

235

129
216

128

1,758

1,155 1,126

697

1,2491,324

1,868

取り組み事例 

物流における環境配慮 
モーダルシフトなどによる物流効率化を通じて、 
商品輸送にともなうCO2排出量の削減に努めます。 

地球環境とカシオ 

カシオでは「お客様、ユーザー様への

物流サービスレベルを向上させるとい

う使命のもと、環境に優しい物流を目指

します。」を方針として、物流にともなう

環境負荷の低減に努めています。 

国内物流に関する具体的な目標とし

ては、CO2排出量（売上高原単位）の

2007年までに対2000年比で50%

削減を掲げています。 

2004年度のCO2排出量をルート別

に見れば、従来から把握していた正式

な配送ルート（流通センター→配送セ

ンター→得意先）では削減が進んでい

るものの、これまで把握していなかった

流通センター→得意先への直送ルート

は増加しました。これらの結果、総量で

前年比104%、売上高原単位で前年比

93%となりました。 

 

■ CO2排出量の削減に向けた取り組み 

カシオでは、物流にともなうCO2排出

量の削減目標を実現するために、以下

の3つの行動計画を推進しています。 

① 国内物流センターの移転・統廃合に

より、物流コストを下げながら、総輸

送距離を削減し、CO2排出量を削減

する。 

② JRコンテナへのモーダルシフトを

推進する。 

③ 貸切輸送を、共同配送、路線便への

切替等を促進する。 

従来は国内物流でのみ目標を設定し

ていましたが、2005年度から、新たに

海外物流についての目標を設定しました。

CO2排出量を売上高原単位で、2007

年までに2004年度比5.0%削減する

ものとして、以下のテーマを中心に取り

組んでいきます。 

モーダルシフトの推進 
モーダルシフトとは、商品の輸送方

法を、環境負荷の大きなトラック輸送か

ら、鉄道貨物輸送に切り替えることです。 

モーダルシフトを推進したコンシュー

マ製品の流通センター→配送センター

間で見ると、2004年度のCO2排出

量は、2003年度に比べて75トン-

CO2削減されています。内訳をみると、

トラック配送が減少した反面JRコン

テナ配送が増加しており、JRコンテナ

への切り替えがCO2削減に貢献して

いることが分かります。 

● マレーシア物流拠点統廃合 
● プリンター梱包箱改善 
● デジタルピアノ梱包箱改善 
● PA物流拠点の中国移管 
● 中国港使用推進 
● シー・シー・ピーの配送拠点を港湾地区へ移設 
● 米国東海岸（ニュージャージー）への輸送にALL 
WATER SERVICEを採用（鉄道→海上） 

● 欧州向け輸送にSEA&AIRSERVICEを併用 
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包装材に関する 
環境負荷の低減 

●

包装専門委員会 活動方針 

主旨 

持続可能な社会に向けた環境保全活動
を行う上で、重要な位置を占めるのが、
包装廃棄物の減量化であります。包装の
廃棄量を減らすか、自然に優しい包装を
作り出すことが包装の重要な考え方であ
り、メーカーが積極的に取り組むべき責
任であると考えます。 

運用 

包装専門委員会の開催は、四半期毎 

行動内容 

包装材の削減：減量化、小型化 
材料の安全性：有害化学物質含有規制の遵守 
リサイクル性：単一素材の使用、廃棄の容

易性、包装表示規定の遵守 
省資源・再生資源の利用：再生紙、再生樹脂、

非木材紙の採用 

方針 
1.環境適合包装に向けた行動目標の策
定と運用・評価 

2.環境対応包装の開発と技術の共有化・
実用化 

3.各国環境包装法規制への対応 
4.カシオ包装材総使用量の掌握 
5.包装品質ガイドラインの策定 

12,270

10,627
10,708

12,155
12,284

13,300

包装材総使用量と売上高原単位の推移 

2000 
年度 

15,000 

12,000 

9,000 

6,000 

3,000 

0

3.0 

2.5 

2.0 

1.5 

1.0 

0.5

（単位：トン／億円） （単位：トン） 
包装材総使用量　●売上高原単位 

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

2007 
年度 

取り組み事例 

発泡スチロールの使用量と 
売上高原単位の推移 

500 

400 

300 

200 

100 

0

0.15 

0.12 

0.09 

0.06 

0.03 

0.00

（単位：トン） （単位：トン／億円） 
包装使用量　●売上高原単位 

321

2002 
年度 

0.073

406

2000 
年度 

0.091

372

2001 
年度 

0.097

332

2003 
年度 

0.063

319

2004 
年度 

0.057

発泡スチロールの削減・減量化 
発泡スチロールの使用用途は、大型

商品の包装が大半を占めています。

2004年度は、楽器包装で使用してい

た発泡スチロールの緩衝材部分を紙

系素材に切り替えました。今後はキーボー

ド（標準鍵）を中心に、順次紙系素材で

あるパルプモールドに切り替えて行く

計画です。 

2.76 2.78

2.43
2.32

2.20

1.93

包装材における環境配慮 
包装専門委員会を中心として、 
「環境包装」の実現に取り組んでいます。 

地球環境とカシオ 

カシオでは、「環境包装」への取り組

みとして、商品や物流方式に応じた「最

適な輸送包装の荷姿」を追求。包装自

体の構造・形態の開発や、製品強度の把

握による包装の小型化・軽量化などを

通じて、包装材使用量・廃棄量の削減を

進めています。また、包装資材における

再生資源の利用とリサイクル化を積極

的に進めています。 

 

■ 包装専門委員会 

カシオの環境包装に関する活動は、カ

シオ環境保全委員会で組織された「包

装専門委員会」を中心に運営しています。

同委員会では、環境行動目標を設定する

とともに、環境関連事項に対する対応・

運用を確認しています。 

2000年度から、包装材使用量のデー

タベース化を図り、2003年度までの

目標を設定し、その削減に努めてきまし

た。2004年度には、事業拡大にともな

い、新たに2007年度末までの包装材

総使用量の削減目標を売上高原単位で

設定し、2007年度末までに2000年

度比で30%以上削減を目標に、活動を

展開しています。 

 

 

■ 包装材の削減に向けた 

取り組み 

2004年度は、製品および包装品の

耐衝撃強度を見極めることで、包装箱の

小型化や使用材料の減量化を追求しま

した。また、包装箱の縮小化を図り包装

比率（＝箱容積／製品体積）の向上にも

取り組みました。その他にも、包装材の

見直しや、効率的な材料取り寸法の検討

など、包装材の削減に取り組んだ結果、

2004年度の包装材総使用量は売上高

原単位で2.20となり、前年比5%減と

なりました。 

今後も上記の活動を継続するとともに、

以下のようなテーマにも取り組んでい

きます。 

● 包装形態の多様化から樹脂素材の使

用量が増加している販促用ディスプ

レイ包装において、再生樹脂材料の

使用比率をさらに向上させます。 

● 資源循環型の物流をめざし、通い箱を

使った「リターナブル包装」を積極的

に推進します。 

● 物流工程の効率化による輸送手段の

一元化や荷扱いの減少を踏まえて、

包装品質評価基準（落下・振動 規格）

の見直しを行います。 

● 一般消費者への配慮として、箱の開け

易さ、製品の取り出し易さ、廃棄処理

のし易さといった「ユニバーサル包装」

を追求します。 

● 輸送外装箱の小型化による輸送コン

テナへの積載効率向上を通じて、コ

ンテナ本数や輸送回数の削減による

CO2排出量の削減を図ります。 

● 発泡スチロールの使用量削減に向け

て、今後も継続的に取り組みます。 

 

※包装材総使用量の対象は、紙系・段ボール、発泡スチロー
ルおよびプラスチック系素材を合計したものです。 
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事業系情報処理機器の回収（2004年度） 

11.72t 

9.94t 

84.8% 

50%

7.44t 

5.77t 

77.6% 

55%

プリンター 

27.27t 

23.66t 

86.7% 

—

本体 

PC/OC

モニター 

CRT/ 
LCD

ドット/ 
ページ/他 

ECR 他 

ECR/POS/ 
UPS 他 

4.06t 

3.51t 

86.4% 

—

 回収量 

 再資源化量 

 再資源化率 

目標再資源化率 

 

 

家庭用パソコンの回収（2004年度） 

189kg 

138kg 

72.9% 

50%

13kg 

5kg 

36.2% 

20%

119kg 

98kg 

82.7% 

55%

 

 

ドラムトナーカートリッジ回収実績 

2003年度 

235.0t 

42t 

193t 
 

100%

2004年度 

717.0t 

83t 

634t 
 

100%

処理量 

 リユース 

 マテリアル 
 リサイクル 

リサイクル率 

 

 

再
資
源
化
量
 

再
資
源
化
 

再
資
源
化
 

ネームランドテープの回収実績 
2003年度 

57,200個 

1.82t

2004年度 

77,430個 

2.46t

回収数量 

重量 

 

 

小形二次電池の回収実績 
2003年度 

436kg 

20kg 

84kg 

0kg

2004年度 

289kg 

654kg 

748kg 

0kg

ニッカド電池 

ニッケル水素電池 

リチウムイオン電池 

小形シール鉛蓄電池 

 

デスクトップ 
PC

ノートPC CRT/LCD

 回収量 

 再資源化量 

 再資源化率 

目標再資源化率 

カシオでは、個別品目ごとに回収・リサ

イクルルートを確立することで、カシオ

商品のリサイクル推進に努めています。 

また、これらの回収実績や回収方法に

ついては、カシオHPによる告知などを

通じて、周知・徹底を図っています。 

 

■ 事業系情報処理機器の回収 

資源有効利用促進法（改正リサイクル法）

で定められている再資源化目標率を上

回ることを目標として、法人を対象に情

報通信機器の回収・リサイクルを2002

年2月より開始。ページプリンタについ

ては、下取りキャンペーンを実施するなど、

リサイクル率の向上に努めています。 

 

■ 家庭系パソコンの回収 

資源有効利用促進法（改正リサイクル

法）で定められた目標再資源化率を上

回ることを目標に、一般家庭から排出さ

れる使用済みパソコン、モニターの回収・

リサイクルに取り組んでいます。 

 

 

■ 小形二次電池の回収 

カシオは2001年9月に有限責任中

間法人JBRC（当時は小形二次電池再資

源化推進センター）に加盟して以来、小

形二次電池（充電式電池）の回収・リサイ

クルに協力しています。 

 

■ ドラム・トナーの回収 

カシオは2000年より、使用済みとなっ

たドラム・トナーについて、依託運送会社

を活用して顧客から回収しています。 

回収したドラム・トナーは、カシオ電子

工業のエコセンターにおいて、再利用可

能な部品は取り出して再利用、再利用で

きないものは材料へと還元しています。 

現在リサイクル率※1は100%を達成

しており、今後もその継続をめざして活

動を続けます。 

 

■ ネームランドテープの回収 

カシオでは、企業および一般家庭で幅

広く使用されているネームランドカートリッ

ジ・DISKタイトルプリンタインクリボン

について、使用済み製品を再資源化する

ために回収・リサイクルを展開しています。 

■ カシオインク 

カリフォルニア州では、2003年9月

から「カリフォルニア州電子廃棄物条例

（SB20）」が施行されました。これは、

リサイクルあるいは廃棄を正しく行うた

めに、該当する電子製品を販売する際に

は、小売業者が消費者からリサイクル料

金を徴収するもので、2004年9月に

「SB50」に改正され、対象品目が拡大

されました。 

カシオインクでは、消費者に正しい廃

棄方法を通知し、カリフォルニア州に対

しては年次報告書を提出するための準

備を進めています。 

また、製品に含まれている有害物質量

の調査をグリーンデータベースの構築

状況と並行して行っています。 

 

■ カシオヨーロッパ 

1991年に制定（最終改訂：1998年）

された「ドイツ国内で販売されている商

品の容器包装材に関する法律（ドイツ容

器包装法）」では、包装材を対象に、事業

者に包装廃棄物の回収と再資源化を義

務づけています。 

カシオヨーロッパでは、DSD社※2に

毎月の出荷実績報告書とともに、実績に

応じたライセンス使用量を支払い、同社

の商標である「グリュネ・プンクト（緑のマー

ク）を表示しています。また、オーストリ

アでも、出荷実績は少ないものの、ドイツ

と同様にライセンス使用料をARA※3に

支払っています。2004年度のライセン

ス使用料は、ドイツで62,000ユーロ、オー

ストリアで3,982.6ユーロとなりました。 

2004年度の目標と実績 

回収とリサイクル 
商品の廃棄・リサイクルに至るまでを責任と考え、 
個別商品毎の回収・リサイクルルートを確立します。 

地球環境とカシオ 

海外における回収と 
リサイクルの状況 

※1リサイクル率＝（再利用部品取出重量+材料還元重量） 
÷リサイクル処理投入重量 

※2DSD社：Duales System Deutschland社の略称 
※3ARA：Alstoff Recycling Austriaの略称 
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欧州各国における法制化動向 

 

WEEE＆RoHs指令への対応推進体制 

物流部 

資材統轄部 

事務局（環境センター） 

ＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ推進連絡会 

開発本部 欧米営業部 システム海外営業部 

カシオUK カシオ時計フランス 

カシオヨーロッパGmbH

各国代理店 各資材部 

各品目事業部 

国際営業部 

ドイツのカテゴリーコンテナ 

目覚まし時計に対する 
マーキング実施例 

化学物質DB

化学物質環境 
監査シート 蛍光X線分析 

蛍光X線分析装置 

WEEE&RoHS指令への対応 

■ WEEE指令への対応に向けた取り組み 
カシオでは、WEEE指令の定める実行期限（2005年8月13日）

までに、欧州における回収リサイクル体制を構築するため、カシオヨー

ロッパGmbH（ドイツ）と各国法制の制定内容の情報交換を行いなが

ら、現地リサイクル業者との間に収集・リサイクル力、再資源化処理能

力、処理に関わるコストなどを考慮したアライアンス契約を締結する

ため、業者選定を進めています。 

また。8月13日以降に販売される製品について、本体（取扱説明書、

保証書）にWEEE指令の指定マーキングをつけるための準備を進め

ています。 

 

 

■ RoHS指令への対応に向けた取り組み 
RoHS指令に対するカシオの取り組みとしては、2006年7月1日

以降に欧州に上市する製品について、特定有害物質6物質を全廃す

べく取り組んでおり、環境行動目標において全廃時期を2005年12

月末と定めています。 

具体的な取り組みとしては、購入部品における特定有害物質6物

質の含有調査（均質材料当たりの含有率）を行うため、グリーン調達

基準書を改訂し、お取引先様からの調査データをすべてデータベー

ス化しました。ここでは、RoHS指令で特定された6物質に加え、カシ

オが指定した化学物質を加え、全体で26物質群についてデータベー

ス化しています。 

設計者はこのデータベースを使用し、部品選定時においては各種

法規制適合状況や安全性を確認し、製品出荷判定時においては化学

物質環境監査（製品を構成する全部品をグリーン調達データと照合し、

最終的に問題のないことを確認）を実施しています。 

また、必要に応じて部品の現物確認が行えるよう、蛍光X線分析装

置を導入し、社内で含有調査が行える体制を構築しています。 

 

■ 推進体制 
WEEE＆RoHS指令は、ともに欧州共同体（EU）における法規制

です。WEEE指令は電気電子機器の回収リサイクル体制の構築を義

務づける指令、またRoHS指令は電気電子機器に含まれる特定有害

物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、臭素系難燃剤のPBBおよび

PBDE）の使用を禁止する指令で、これらの内容に沿った法律を欧州

各国が制定し、施行することになっています。 

カシオ製品は全てWEEE指令、RoHS指令の対象製品となるため、

これら法規制に適合させるための取り組みを、関連するカシオグルー

プ全社で推進しています。2004年には、その推進組織として、国際

営業部、欧米営業部、システム海外営業部、開発本部、資材統轄部の

物流部および各資材部、各品目事業部、環境センター（事務局）から

なるWEEE&RoHS推進連絡会を設置しました。 

EU加盟各国はWEEE指令の法制化に向けて、一般消費者を対

象とした回収／リサイクルシステムの技術的整備を急ピッチで進

めています。特に、決められた回収場所の制約等により、カテゴリー

コンテナ（廃電気電子機器の分類コンテナ）の設置個数等が検討

されています。（ドイツのカテゴリーコンテナは写真のとおり） 

また、フランスにおいては、関係産業セクター41グループと

ADEME（仏環境エネルギー制御局）が負担し、仏北西部ナント地

区（人約55万人）において2002年7月～2004年6月の2年間

にわたり、廃電気電子機器の回収・リサイクル実験を行い、回収量・

回収ル－ト・再資源化

率の検証を行うなど、

各国ごとに運用検討

が進められています。 
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● 雇用機会の創出 
● 人材の登用と活用 
● 働きやすい労働環境の提供 
● 労働安全衛生 
● コミュニケーションと情報開示 

労働力 
従業員 

従業員とカシオ 
Chapter III

従業員一人ひとりの人権を尊重しながら、雇用と業績のバランスを追求。 
全ての従業員が遺憾なく能力を発揮できる快適で安全な職場環境を整備していきます。 

従業員への責任 
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2004年度 

男女別従業員数（カシオ計算機） 

13.50

1999 
年度 

2000 
年度 

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

男女別平均勤続年数の推移（カシオ計算機） 

7.50
8.70

9.80 10.20
11.40 12.00

14.40 15.20 15.10
16.00

（単位：年） 

37 32

1

30

39 38 32

49

10
59

2
26

定期採用数の推移（カシオ計算機） 

2000 
年度 

2001 
年度 

2002 
年度 

2003 
年度 

2004 
年度 

（単位：名） 

高齢者雇用人数の推移（カシオ計算機） 

10 
8 
6 
4 
2 
0

80 

60 

40 

20 

0

4

2001 
年度 

6

2002 
年度 

8

2003 
年度 

9

2004 
年度 

（単位：名） 

男性 
2,827人 

女性 
304 
   人 

20 

15 

10 

5

男性　 女性 

■男性　●女性 

16.30

身障者採用情報ウェブサイト 

http://www.casio.co.jp/
saiyou/career2/

URL

カシオは倫理行動規範において「私

たちは、お互いを尊重し、差別のない協

力しあう行動を大切にします。一人ひと

りの人権を尊重し、性別・信条・宗教・人種・

社会的身分や身体障害等を理由にした

差別的言動や嫌がらせを排除し、個人

のプライバシーを守ります。」と掲げて

います。これはカシオの人材採用にお

ける最も重要な価値判断基準の一つで

あり、今後もこの考え方のもと、雇用機

会を可能な限り継続的に創出し続ける

よう努めていきます｡ 

その一方で、従来グループ外に発注

していた業務をグループ内に取り込む

ことにより、“グループ内雇用確保”にも

努めています。 

カシオは上記の考え方・方針に基づき、

労働市場を取り巻く環境や社会の変化

にも対応しながら、一人ひとりの人権・

人格を尊重し、性別・信条・宗教・人種・

社会的身分や障害などに関わらず、働く

意欲のある方を受け入れています。 

カシオ計算機では、日本経団連の「新

規学卒者の採用・選考に関する企業の

倫理憲章」に賛同し、就職活動時期の著

しい早期化による学業への影響を最小

限にとどめるとともに、土曜日や参加し

やすい時間帯を設定するなど、より多く

の学生への機会提供に努めています。

今後も企業側の論理に縛られることなく、

学生が学業と就職活動の両面で納得

ができる就職活動を支援すべく、改善

を図っていきます。2004年度は、採

用情報ホームページの内容充実、職種

別採用の拡充、地域別選考会の導入など、

積極的な採用活動を推進。この結果、

外国人や女性の採用も大幅に増加し、

外国人4名、女性10名を含む59名の

新卒採用（うち技術系49名、事務系

10名：2005年春入社）、女性１名を含

む6名の中途採用（うち技術系5名、事

務系1名）を行いました。 

 

■ 障害者雇用の推進 

強い意志をもって、果敢に挑戦し続け

る方と一緒に、夢を実現したい――こう

した思いのもと、カシオは障害の有無に

かかわらず、チャレンジ精神にあふれ、

創造性を発揮して働きたいという意欲

のある方を募集しています。 

また、障害をお持ちの方であっても、

一人ひとりの能力・適性を最大限に発揮

できるよう、社内環境の整備を進めて

います。 

例えば、羽村技術センター・八王子技

術センターにおける身障者用トイレの

設置や、本社・羽村技術センター・八王

子技術センターにおける身障者の車両

通勤の実施、本社・八王子技術センター

のバリアフリー化などで、今後も“誰も

が働きやすい職場環境づくり”を推進し

ていきます。 

 

■ 高齢者雇用の推進 

カシオでは、定年退職される社員に

対する就業機会の提供と、これら社員

の蓄積したスキル・ノウハウのグループ

内有効活用を目的として、2001年より

「カシオ・シニアスタッフ・プログラム

（CSP）」を運営しています。 

CSPでは、定年退職を迎えた社員の

うち、就業意欲を持っており、健康状態

が良好で、知識・技能がグループ会社で

活用できると見込まれる方について、グ

ループ内の派遣会社であるカシオ情報

サービス（CIS）に人材登録し、仕事が

決定した際に雇用契約を締結するとい

う雇用形態をとっています。CSPを利

用して、2004年度末現在21名の方が、

定年後もカシオグループ内で活躍して

います。 

人材採用の考え方・方針 

人材採用の取り組み 

雇用機会の創出 
一人ひとりの人権を尊重し、性別や障害の有無などを問わず、 
雇用機会の継続的な創出拡大に努めています。 

従業員とカシオ 
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人事制度体系図 

格付制度 
（資格制度／専門職制度） 

評価制度 
（業績評価制度） 

処遇制度 
（給与制度／賞与制度） 

人材開発体系 
（OJT/off-JT） 

トピックス 

発明褒賞について 
カシオは、1968年より、社員の発明・

創作の貢献に対する「褒賞制度」を設け

ており、発明・創作者のインセンティブを

高めることで、社内技術者の新技術への

挑戦意欲を隆盛するための活力源とし

ています。 

また、法律を遵守する立場から、

2005年4月に施行された新特許法第

35条（職務発明）を適用させるために

発明規程改訂には発明者が意見参加で

きる協議プロセス、発明者が褒賞額につ

いて異議を申し立てられる制度などの

環境を整備しています。 

トピックス 

「社長賞／原価率低減社長賞」の表彰 
カシオ計算機では、事業の拡大・発展に

貢献した社員を「社長賞」として表彰して

います。 

2004年度は、①商品開発　②販売促

進　③研究開発　④管理改善　⑤イメー

ジ向上の各分野において「事業の拡大・

発展に向けた創意工夫・改善活動によっ

て全社目標達成に大きな貢献があり、か

つ新規性・発展性のある仕組み・手法が開

発されている」の観点で審査しました。そ

の結果、最優秀賞2件、優秀賞2件、奨励

賞4件、計8件の受賞となりました。 

また、2004年度から2005年度にお

いては、会社の原価構造を大きく改善し、

事業の安定化と利益率の向上をめざして、

「原価率低減社長賞」を制定しました。2

年間限定の本賞期間中に全社原価率を3

パーセント（2003年度比）低減すること

を目的としています。その初年度にあた

る2004年度では、「品目事業の原価率

低減に大きな貢献があり、かつその内容

が今期の原価率低減にも寄与するテーマ」

を選定し、優秀賞2件、奨励賞3件、計5件

の受賞となりました。 

 

カシオの人事制度は、「公平／公正」

であることと、経営理念に掲げた「創造 

貢献」を実現することを根底に置きつつ、

周辺環境の変化とともに、つねにより良

いあり方を求めて見直しを行っています。 

学歴や年齢、勤続年数などにとらわ

れず、仕事を通じて発揮した能力に応じ

て公正に処遇する「能力主義」、与えら

れた役割の中で、実際に上げた成果に

より格付け、処遇する「役割／成果主義」

を基本方針に、社員の成長・活性化と会

社の成長を、最高の状態で両立するこ

とを目的としています。 

カシオの人事制度体系は、図に示した

ように「格付制度」「評価制度」「処遇制度」

という3つの制度から成り立っています。 

「格付制度」はカシオの人事制度のベー

スとなるものです。一般社員に対しては、

職務遂行能力の伸長に応じて昇格を行

う「資格制度」が、幹部社員に対しては、

マネジャー／スペシャリストそれぞれで

役割・成果に応じて等級格付けを行う「専

門職制度」が、それぞれ適用されます。 

「評価制度」は、目標管理による目標

達成度評価、職種別の仕事ぶり評価、部

門目標に対する貢献度評価、という3つ

の観点から5段階の相対評価を行い、賞

与・昇給・昇格に反映。上司との面談に

よる納得性の高い評価に努めています。 

「処遇制度」は、「能力主義に基づく

競争力のある給与」を方針に、資格別範

囲給を適用。昇給については、業績評価

別・給与水準別に判断したバランスの

取れた配分を、賞与については半期ご

との業績評価に基づくメリハリのある

配分を行っています。 

 

カシオは「挑戦意志に溢れる創造的人

材の育成」と、「早期の専門分野確立に

よるプロ化」を目的として、人材開発の

ためのさまざまな制度を整備しています。 

カシオの考える「プロ人材」には、「当

社の企業文化を継承する戦略的ゼネラ

リスト」「当社の固有技術、ノウハウを継

承するスペシャリスト」という2つの側

面があります。 

こうした人材を育てるに当たって、カ

シオは「人は仕事を通じて成長する」「成

長の源泉は自らの意欲」という理念の

もと、常に新しい能力が要求される環境

を用意し、自己の意志と努力で乗り越え

考え方・方針 

人事制度体系 
 

人材開発体系 

人材の登用と活用 
「能力主義」と「役割／成果主義」を基本に、 
公平・公正な人材登用による健全な企業風土を実現します。 
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人材開発体系図 

OJT

現職プロ化施策 

Off-JT

仕事ぶり評価 
（職種別にプロの仕事ぶりを明示し、半
期毎に実際の行動に照らし自己および
上司評価することで、その達成を目指す
行動評価） 

OJT-MAP
（若年層向けに職種毎に求められる基本
スキルを明示し、それを年次別スキル目
標にレベル分けすることで、直属上司・
本人間のＯＪＴを効果的に支援するツール） 

適正配置施策 

キャリアロードマップ 
（営業／エンジニア等の系統別に、プロ
社員となるためにの経験すべき道筋を
明示し、本人キャリア志向と上司配置政
策の参考となるべき基本体系） 

キャリアチャレンジ制度 
 （定期的に本人が自己のキャリア・スキル・
挑戦意志を会社に表明し、上司も部下各
個人の育成方向性を明記することで、今
後の個別配置の重要な参考とするもの） 

人材公募制度 
（会社のビジネスニーズと社員のキャリ
ア志向の両立を図り、公募職種に対する
応募者を選考の上、適材を優先的に異動
配置するもの） 

スキル選択型研修 
（担当者層全般に渡り、スキ
ル獲得を効果的かつ効率的
に実現するためのメニュー
選択型研修） 

キャリア開発研修 

技術系新人教育 

（若年層キャリア方向性の開
発を支援する研修） 

幹部研修 
（事業を劇的に変革し、組織
活力を最大化できる事業家
の育成） 

（基礎技術スキルの獲得を目的とするもの） 

新入社員導入研修 
（カシオ社員としての基礎を身に付けさせるもの） 

先
端
技
術
セ
ミ
ナ
ー
　（
最
新
技
術
動
向
の
把
握
） 

語
学
研
修
・
通
信
教
育
　（
自
己
啓
発
支
援
） 

研修風景 

させることで、成長・スキルアップを支

援しています。 

このため、カシオの人材開発体系は、

OJT、すなわち実際の業務を通じたス

キルアップを重視し、Off-JTとして提供

するさまざまな研修制度は、理論の体

系的な習得など、補完的な位置付けと

しています。 

 

■ キャリアチャレンジ制度 

カシオ計算機では、社員一人ひとりの

キャリア・スキル・意志などを踏まえたキャ

リア開発の実現を目的に、1998年より

「キャリアチャレンジ制度」をスタートし

ました。 

この制度は、本人からは、職務経歴や

実績などのキャリアPRと、チャレンジし

たい職務への希望を、上司（部門長）か

らは部下の育成方向性などを、それぞ

れ社内ホームページを通じて申告・登

録いただき、以降の配属や教育機会の

提供など、人材育成につながる施策に

活用するものです。 

 

■ 社内人材公募制度 

カシオ計算機では、新規事業や重点

事業の展開上、特定スキルや一定以上

の専門性が求められる人材の配置が必

要と判断した場合、要求人材の知識、業

務経験、スキルあるいは専門性等を明

確にして、社内から広く希望社員を募る「社

内人材公募制度」を構築しています。 

応募に対しては、「応募者のスキル／

能力／適性が募集部門のニーズに合致

しているか」「応募者が現組織から抜け

るデメリットと、新部門に参画した場合

のメリットの相対性」「応募者の挑戦意欲」

などを審査した上で、募集部門の担当

役員、部門長と人事部の面接を経て、人

事担当役員が最終決定します。 

2004年度は「海外営業」「広報」「人

事」の3テーマで募集を実施し、40名以

上の応募者の中から8名の異動が決定

しました。2002年のスタート以来、今

回で3回にわたり試行実施してきました

が、2005年度より正式に制度導入する

ことが役員会にて承認されました。今後

も、この制度を積極的に活用することで、

会社のビジネスニーズと個人のキャリア

形成とのバランスを取るとともに、社員

の活性化と挑戦風土の醸成を図ります。 

 

■ 教育・研修制度 

カシオでは、社員の成長への意欲に

応えるべく、業務の遂行に必要な知識・

技術を体系的に身につけるためのさま

ざまな教育・研修制度を用意しています。 

まず、新入社員をはじめとする若年層

社員には、「階層別研修」により、基礎的

なスキル教育やキャリア開発支援を全

般的に実施します。その後、担当者とし

てプロをめざす段階に向けては、必要な

スキル獲得を効果的かつ効率的に支援

する「スキル選択型研修」の整備拡充を

進めています。さらに、「自己啓発研修」

として、英語や中国語等の語学研修や

多彩なコース設定による通信教育等を

運営することにより、社員の成長意欲を

さまざまな面からバックアップしています。 

 

56

従
業
員
と
カ
シ
オ
 



カシオ計算機は従来から、社員全員が働きやすい環境をつくる
ことによって全ての社員がその能力を十分に発揮できるよう、育
児休業、介護休業など各種の休暇制度を整備してきました。
2005年4月からの「次世代育成支援対策推進法」施行を踏まえ、
仕事と家庭の両立をより一層支援できるよう、労使委員会におい
て協議を重ねてきました。2005年4月の中央労使協議会をもっ
て「次世代育成支援専門委員会」を発足させ、右記のような行動
計画を策定しました。 

仕事と家庭の両立支援をさらに推進  ～次世代育成支援対策推進法の施行を踏まえて～ 

●全従業員が「仕事と家庭の両立支援」の重要性を理解し、関連する
諸制度の適用を受けようとする従業員に理解と協力を示す職場風
土を醸成する 

●育児や介護のために一時的に休業を取得しようとする従業員が、
復職後、円滑に業務に復せるよう専門スキル・技能の維持・向上を
支援する 

●「仕事と家庭の両立支援」に関する法令並びに会社支援諸制度を
従業員が利用するにあたり、法令並びに会社諸制度のしくみと手続
きを分かりやすく開示する 
●社員ニーズ並びに産業界の動向を踏まえ、「仕事と家庭の両立支援」
のための諸制度に関する改善の方向性を労使協議会へ諮問する 

次世代育成支援専門委員会の目的 

次世代育成専門委員会組織図 

2005. 4　・中央労使協議会（専門委員会の組織化と活動計画の審議） 
  ・積立有給休暇取得事由の拡大 
   （妊婦の通院・家族看護／介護の追加） 
  ・社員に対する育児時間短縮勤務制度拡大 
   （3歳→小学校入学前まで） 
  ・配偶者の出産に伴う特別休暇を1日から2日に拡大 
  ・半日有給休暇分割回数（12回→18回）を拡大 

2005． 6 第１回専門委員会（活動計画の確認） 

2005． 7 計画有給休暇 計画・取得促進案内 

2005． 8 営業支部 労使懇談会にて意見徴収（～9月） 

2005． 8 第2回専門委員会 
  （マニュアル、相談窓口、マネジメント教育の検討） 

2005． 9 育児・介護休業制度・手続きのマニュアル作成と周知、育児 
  ・介護休業に関する相談窓口の設置、マネジメント教育の実施 

2005．10 第3回専門委員会（HPの検討、意見徴収結果の確認） 

2006． 1 次世代育成支援対策に関するHPの立上げ 

2006． 2 第4回専門委員会（今期の総括と来期の課題確認） 

スケジュール 

目標１：社員の休暇取得しやすい環境作り 
①計画的な有給休暇取得　②目的別休暇の拡大 

目標2：育児休業・介護休業等（休業および短時間勤務制）の取得しやすい
環境作り、および取得状況の向上（計画期間内に、１人以上の男性社
員が育児休業等（短時間勤務含む）を取得でき、かつ女性社員の育
児休業取得率が70%以上であること） 

目標3：育児休業後の職場復帰の円滑化を図る 

目標4：従業員の意見を行動計画へ反映できるシステムの構築 

目標 

育児休業取得者数推移（カシオ計算機） 

事務局 

北日本支部 東日本支部 中日本支部 西日本支部 南日本支部 

営業支部 八王子支部 羽村支部 本社支部 

労使協議会 

専門委員会 

（単位：名） 

働きやすい職場環境の提供 
全ての従業員が十分に能力を発揮できるよう、 
環境・体制整備を推進しています。 

従業員とカシオ 

2000 
年度 

16

19

2001 
年度 

15

2002 
年度 

19

2003 
年度 

28

2004 
年度 

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0

カシオは全ての従業員がその能力を

十分発揮できるよう、従業員全員にとっ

て働きやすい職場環境づくりに努めて

います。 

その一環として、従業員の年間労働

時間短縮に努めるとともに、育児や介

護など家庭の事情を配慮した支援制度

の充実に取り組んでいます。 

 

 

 

 

カシオは従業員の年間労働時間短縮

に向けて、有給休暇を積極的に取得で

きる環境・風土づくりを推進しています。 

2004年度は年間で21.8日の有給

休暇を支給し、取得率は55.3%（有休

取得日数：9.9日、半休取得回数：4.4回）

でした（カシオ計算機単体での実績）。 

また、1997年からは、失効する年次

有給休暇の一部を積み立てることで、

私傷病など万一就業できない事態への

備えとする「積立休暇制度」を実施。さ

らには勤続年数10年以上の従業員を

対象として、5日間のリフレッシュ休暇

を支給しています。 

 

■ 育児休業・介護休業 

カシオでは、就業規則に則り、１歳未満

の子供を養育する社員を対象とした「育

児休業規程」を1996年に制定。以降、

法制や環境の変化に応じて改定を行っ

ています。また、要介護状態にある家族

を介護する社員に対しても、同様に「介

護休業規程」を定めています。こちらも

1999年の制定以降、逐次改定を行っ

ています。 

職場環境整備の方針 

休暇制度 
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P18

トピックス 

ケアワーカーの割引利用制度を導入 
カシオグループ福祉会では、2002

年4月より介護クーポン制度を実施し

ています。この制度は、福祉会の会員

およびその家族が、在宅での一時的

な育児、病気、介護などによりケア・ワー

カーを必要としたときに、介護クーポ

ンを利用することにより、割安な料金

でサービスを受けることができると

いうものです。利用者は、福祉会事務

局より介護クーポンを受け取り、添付

されている「紹介所名簿」から（社）日

本臨床看護家政協会加盟の紹介所を

選び、申込むものとなっています。 

運動会 

潮干狩り 

社内ポータル「C's☆cafe」 

福利厚生の充実 

従業員間の 
コミュニケーション 

労使間の 
コミュニケーション 

■ カシオグループ福祉会 

カシオでは、「カシオグループ福祉会」

を中心に、グループ全従業員を対象とし

た福利厚生制度の充実、維持向上に努

めています。具体的には、福祉会会員に

対して結婚、出産、結婚記念、子女中学

卒業、入院見舞金、弔慰金など共済事業

に関する慶弔見舞金を支給するほか、

遺族年金事業、貸付金事業（小口）、団

体保険の斡旋などを行っています。 

2004年度には、こうした福利厚生活

動の周知徹底を図るべく、従来個別に情

報発信していたものを社内HPで一元化

しました。これにより、各種活動に対する

従業員の認知度が高まり、より多くの従

業員に参加いただけるようになりました。 

■ レクリエーション活動 

カシオでは、社員および家族の生活

を健康で豊かなものにするための支援

活動として、労働組合が主体となって各

種レクリエーションの企画・運営・実施

や生涯学習通信教育講座の案内などを

行っています。 

2004年度には、マス釣り大会や潮干

狩り、地引き網、運動会などを実施。それ

ぞれ多くの従業員およびご家族に参加い

ただき、従業員間および家族間の親睦を

深めることができました。生涯学習通信

教育講座についてはガイドブックの配布

を行い、11名の方に受講いただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カシオは従業員間の相互コミュニケー

ションを活性化すべく、ウェブなどを活用

した環境整備に努めてきました。 

2002年からは、カシオ計算機で全社

的な情報発信・共有を目的とした社内ポー

タル「C's☆cafe」を立ち上げ、社内の

連絡事項はもちろん、社長からのメッセー

ジ、営業現場と開発とのコミュニケーショ

ンプレース、各種申請業務、給与明細、間

接財購買、旅費精算など多様な情報を掲

載し、社内の情報共有および生産性向上、

ペーパレス化に大きく貢献しています。 

2004年度には、より簡単に情報発信

できるよう、「Blog技術」を導入してコン

テンツの作成時間を1/4に短縮しました。

また、グローバルレベルでの情報共有を

可能にするため、英語版ポータルも立ち

上げました。この結果、目標としていた9

万アクセス/日を大幅に上回る事ができ

ました。今後は、海外社員に向けたコン

テンツも充実させ、2005年度末には

12万アクセス/日の達成を目指します。 

 

 

 

 

カシオでは、経営層と労働組合との定

期的なコミュニケーションを通じて、従業

員の経営参画の意識向上と、労使の緊密

な意思疎通を図っています。 

労使間コミュニケーションの中心とな

るのが、年2回（9月、2月）開催される「労

連労使会議」です。ここでは、カシオグルー

プ全体を対象とした労使の意見交換が行

われます。この他にも、「中央労使懇談会」

や「事業労使懇談会」、「営業支部労使懇

談会」など、さまざまな規模・範囲で緊密

なコミュニケーションが取られています。 

なお、2004年度末時点で、カシオ計算

機および国内グループ会社全従業員

7,035名のうち4,637名が労働組合に

所属しています。 

 

 

 

 

カシオは2005年4月より全面施行さ

れた個人情報保護法への対応として、従

業員の個人情報保護に向けた仕組みづ

くりを進めてきました。同法の全面施行

に合わせて、2005年4月に「従業員の

個人情報取り扱いについて」として、個

人情報の定義や取得の際のルール、利

用目的、第三者提供時の配慮、従業員の

権利についての周知徹底を図るとともに、

本社人事部内に問合せ先兼開示請求窓

口を設置しました。 

従業員の 
個人情報保護の取り組み 
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2004年度年間安全衛生推進計画活動実績（カシオ計算機本社） 

項目 

全国活動 
 

 

健康診断・健康づくり 

 

健康増進セミナー 
 

メンタルヘルス 
 

喫煙対策 

肥満対策
 

 

感染症対策 
 

衛生管理者の育成 

社会貢献活動（献血） 
 

職場巡回 

職場環境測定
 

 

委員会活動 

その他 

重点目標 

全国活動に呼応して諸施策を行う。 
 

健診受診率100%の継続実施と健康づく
りの推進を図る。 
 

健康増進に関するセミナーの開催・情報提
供を行う。 

健保と連携して、電話相談の利用を随時図る。
 

 

啓発活動・情報提供に努める。 

啓発活動・情報提供に努め､肥満予防運動
を推進する。 

随時、情報提供を行う。 
（SARS／インフルエンザなど） 

定期的に育成を行う。 

年間2回の実施を行う。 
 

労働衛生週間に呼応して実施する。 

温度、湿度、気流、一酸化炭素、二酸化炭素、
粉塵、騒音、照度の測定を行う。 

安全衛生委員会の定期開催を行う。 

健康増進、啓発・社内Webの充実。 

活動実績 

安全週間（7月1日～7日） 
労働衛生週間（10月1日～7日） 

定期健康診断（7月13日～22日） 
フォローアップ（健康相談） 
ウォーキングキャンペーン（9～11月）　 

セミナー「健康増進と管理監督者の役割」 
5月13日：本社、11月18日：羽村 

利用状況を把握し、安全衛生委員会で報告
 

 

禁煙啓蒙ポスター掲示 

社員食堂におけるヘルシーメニューの新設 
スポーツクラブとの契約による健康増進の提供 

インフルエンザ注意喚起（10月28日） 
インフルエンザ予防の徹底案内（1月27日） 

通信教育受講で養成中 

献血協力　7月2日、11月19日 
骨髄バンク登録　11月19日 

全フロアーで実施 

偶数月20日に測定を実施 
 

毎月定例的に実施 

歯科コラムの発行 

基本的な考え方 

労働安全衛生委員会の 
活動 

従業員の健康増進 
 

労働安全衛生の取り組み 
従業員の健康保持・増進と労働災害の防止を通じて、 
さまざまな施策を推進しています。 

従業員とカシオ 

カシオは「従業員の健康保持増進」

と「労働災害の原因及び再発防止」の

ため、労働安全衛生法をはじめとする

各種法律や当社就業規則に基づき､従

業員が安心して働ける環境整備をグルー

プ全体で推進しています。 

なお、海外グループ会社においても、

所属する国の法規制を遵守して、同様

に対策を行っています。 

 

 

 

 

カシオ計算機本社では、労働安全衛

生法第18条に基づき､「安全衛生委員会」

を設置しています。同委員会は、「カシ

オ計算機株式会社本社安全衛生規程」

に則り、毎月一回の会議を通じて、従業

員の心身の健康保持や労働安全の確保

に向けたさまざまな施策を推進してい

ます。 

2004年度は、①健康づくりの推進、

②メンタルヘルスの向上、③労働安全

意識の向上、を重点課題として、以下の

活動を実施しました。 

 

カシオでは、全従業員を対象に年1回

の健康診断を実施しており、検診項目の

拡充に努めるとともに、二次検診・フォロー

アップの充実にも注力しています。また、

カシオ計算機本社内には診療所（内科・

歯科）を開設し、常駐医師が社員の健康

管理に当たっています。 

2004年度は健康診断を7月に実施

（890名が受診）し、受診率100%を継

続しました。また、健康の維持増進と生

活習慣病の予防を目的に、2000年より

スタートとした「ウォーキングキャンペー

ン」を9月から11月にかけて各地で実

施し、従業員の家族も含めて多数の方々

に参加いただきました。なお、スポーツ

クラブと契約し、社員に健康増進の機会

も提供しました。 

 

■ 口腔衛生啓発 

2003年4月より、本社診療所の歯科

担当医によるコラム「病は口から」を社

内ウェブに掲載し、口腔衛生への啓発活
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労災における休業者数（過去5年間） 
（カシオ計算機） 

人数 日数 

0 

0 

1 

0 

0 

0 

0 

73 

0 

0

2000年度 

2001年度 

2002年度 

2003年度 

2004年度 

2004年度 防災・消防訓練 
実施状況一覧表（主要事業所） 

2004. 9 

2005. 3 
 

2004.12 
 

2004.12 
 

2005. 2 
 

2004. 9 

2004. 7 

2004.10

カシオ計算機本社ビル 

カシオ計算機 

羽村技術センター 

カシオ計算機 

八王子技術センター 

カシオ計算機 

青梅事業所（カシオマイクロニクス） 

カシオ 

日立モバイルコミュニケーションズ 

甲府カシオ 

高知カシオ 

山形カシオ 

※他関係会社においても、実際の火事を想定して訓練
を行い、防火意識の向上を行っています。 

主要事業所名称 実施年月 

 

コラム「病は口から」 

マネジャー向け講習会 

救命手当法の訓練 

労働災害の防止 

動に努めています。この活動は2004

年度も継続しています。 

 

■ 社員食堂の取り組み 

社員食堂では、食の安全性を確保し、

肥満や生活習慣病を改善・予防するため、

食事メニューにはエネルギー・塩分・脂

質の表示を行い、カロリー・栄養バラン

スを考慮したヘルシーメニューを提供

しています。 

2005年3月にも会社、カシオ健康保

険組合、社員食堂が連携を深めることを

目的に「全社社員食堂会議」を開催し、

現場責任者・栄養士・看護師も出席し、肥

満、生活習慣病などの啓発キャンペーン

についてサポートしています。社員食堂

では、事業所毎に健康応援フェアを開催し、

健康応援メニューの推進も行っています。 

 

近年、仕事や就業生活に関する不安

や悩み、ストレスが重要な社会問題となっ

ています。2000年には労働省（現厚生

労働省）が「事業場における労働者の心

の健康づくりのための指針」を定めるな

ど、企業におけるメンタルヘルスケアの

ための環境整備が求められています。 

カシオでは、管理職を対象とした講習

会の開催などを通じて「心の健康」への

意識向上を図るとともに、過重労働によ

る健康障害を防ぐため、産業医による時

間外労働者健康診断を徹底するほか、

診療所や外部相談窓口「心と身体のホッ

トライン」でも相談を受け付けています。 

 

■ マネジャー向け講習会 

 「健康増進と管理監督者の役割」 

  を開催 

本社（5月）および羽村技術センター（11

月）において、マネジャー向け講習会「健

康増進と管理監督者の役割」を実施し

ました。それぞれ多数の参加のもと、本

社診療所産業医を講師に、健康診断、健

康づくり、過重労働と健康障害、安全配

慮義務、メンタルへルスなど、多岐にわ

たる話題を体系的に語っていただきま

した。講習会では、従業員の健康管理の

ために管理監督者が果たすべき役割に

ついて、特に強調され、参加したマネジャー

が熱心に聞き入っていました。 

 

 

 

 

カシオでは、「労働災害ゼロ」の実現

に向けて、各職場で無事故・無災害を目

指した安全活動を展開しています。また、

各事業所において防災訓練や避難訓練

を実施し、万一の事態に備えています。 

 

■ 羽村技術センター応急救護訓練 

2004年12月3日、羽村技術センター

において、福生消防署管内羽村出張所

の消防署員を招いて応急救護訓練を実

施しました。 

当日は、同センターの火元責任者、通

報連絡班、避難誘導班、消火班、電気・機

械班、医務室の自衛消防隊員の各員約

150名が参加し、消防署の方々の指導

のもと、1時間にわたり救命手当法の訓

練が行われました。 

 
メンタルヘルスケア 
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社会とカシオ 
Chapter IV

社会と企業、双方の持続的成長を実現するために、 
カシオならではの社会貢献を推進。地域社会、市民社会、 
そして国際社会に向けて、さまざまな活動を通じた貢献を果たします。 

期待・信頼 

● 地域雇用の創出 
● 国際交流 
● 地域文化の尊重・保護 

期待・信頼 

● 地域雇用の創出 
● 地域活動への参加 
● 地域社会への寄付・献金 

期待・信頼 
市民社会 

地域社会 

国際社会 

● 各種活動への参加 
● 団体への寄付・献金 
● スポーツ・文化活動支援 
● 社会福祉・災害支援 

社会への責任 
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社会貢献活動 
独自のノウハウや経営資源を活かして、広く社会に対する責任を果たしていきます。 

社会とカシオ 

工場見学風景 

「Kids ISO」 

企業の持続的成長は、地球社会の持

続的発展があって始めて成り立つもの

です。カシオは『創造 貢献』の経営理念

に基づき、コア・コンピタンスである「小型・

軽量・薄型・省電力」に代表される独自

のノウハウや経営資源を活かして、カシ

オらしい社会貢献を果たしていきたい

と考えています。 

また、社会貢献の重点分野として、か

けがえのない地球資源と環境を守るた

めの「環境保全」、今後の世界を担う次

世代に対する責任を果たすための「教

育」、人々への喜びと感動の提供として

の「文化・芸術」、社会の発展に不可欠

な最先端科学技術の開発に寄与する「学

術・研究」、さらに地域社会を構成して

いる一員としての「地域社会活動」の5

分野に注力していきます。 

また、『カシオ創造憲章・行動指針』に

基づき、よき企業市民として、あらゆる

ステークホルダーとのコミュニケーショ

ンを通じて、社会に対する自主的な責

任を設定し、遂行することで信頼いただ

ける企業をめざします。 

カシオの社会貢献活動は、各部門に

おいて各社およ び各事業拠点の特性

を配慮した個別テーマの推進を行い、

共通テーマの推進や全体的な管理、寄付・

支援の相談窓口は、2004年4月に発

足したCSR推進室が担っています。また、

カシオの社会貢献活動の方針・計画・予

算については、CSR委員会によって審

議されます。2004年度は、海外を含む

各拠点の活動調査による現状把握とと

もに、今後の活動方針を策定しました。 

今後の活動としては、社会貢献の重

点5分野のなかでも、環境保全と次世

代を担う子供たちとの関わりを特に重

視していきます。また、定期的な社会貢

献活動の情報収集と情報交換により、

各拠点での活動のレベル合わせと活動

の促進を図ります。 

■ 一万人の工場見学 

2004年2月からスタートした「一万

人の工場見学」は、カシオの工場の見学

を通じて、子供たちに“生きる力”を提供

することをコンセプトとしています。 

お父さん、お母さんが働く姿を目にす

ることで、家族の絆に気づく。生産ライ

ンを見たり、製品の簡単な組立を行うこ

とで、商品の機能を理解し、科学の素晴

らしさに目覚める。そして、社員の熱き

語らいを通じて、諦めないで一生懸命

努力することにより、夢が必ず実現でき

ることに気づく。さらに、カシオの環境

活動に触れることで、地球環境を大切

にする心を育む。カシオはこうした“気

づき”の機会を提供することで、将来の

社会を担う人材の育成に寄与したいと

考えています。 

2004年度は、甲府カシオを主体に5

校を受け入れ、各市町村の教育委員長

を含めて約140名の見学者数をお迎

えしました。2005年度は、生産拠点の

協力を得ながら、全国からのお申し込み

を受けるな

ど、さらに活

動を拡大し

ていきます。 

 

 

■ 「Kids ISO」活動への参画 

「Kids ISO」は、NPO法人国際芸術

技術協力機構（アーテック）が2000年

に開発した子供向けの環境教育プログ

ラムで、国連機関やISOとの連携のもと、

世界各地で展開されています。一人ひ

とりの“気づき”を引き出し、地球環境

への貢献を通じて、「生きてゆく力」を

身につけながら、未来へ希望と確信を

もてる教育をめざすものです。日本で

は県・市町村レベルで実施されている

ほか、企業としての取り組みも増えてお

り、全国で300校以上、約7万人の子供

たちが参加しています。 

カシオは「Kids ISO」の活動に共感

し、2004年度より、工場見学などの機

会を利用して、この「Kids ISO」を各小

学校に紹介。インストラクターの資格を

取得した要員が、ISOの理念に基づき、

子供たちに対する環境活動の指導に取

り組んでいます。地域からは大変なご

評価をいただいており、2005年度か

らは生産拠点の理解を得ながら活動を

全国へと展開していきます。また、東京

都では、環境教育および家庭における

温暖化対策の一環として、「Kids ISO

プログラム」を都内の小学校に普及す

る取り組みを始めました。2005年度は、

対象を小学5～6年生とし、都内で150

校（約10,000人分）の参加をめざして

います。カシオはこの活動に共感し、協

賛企業として参画を決定しています。 

 

 

社会貢献活動の方針 

地域社会への貢献 

社会貢献活動の推進体制 

62

社
会
と
カ
シ
オ
 



 社会とカシオ 

社会貢献活動 

第20回 
（2002年度） 

第21回 
（2003年度） 

第19回 
（2001年度） 

第18回 
（2000年度） 

第22回 
（2004年度） 

0
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40,000

30,000

20,000

10,000

カシオ科学振興財団研究助成件数・助成金推移 

（単位：件） （単位：千円） 

件数　 助成金総額 

42

55,640

40
50,400

37

49,800
39
49,710 50,740

39

※海外派遣助成・研究会助成を除く 

※表紙左下の写真参照 

地元ジュニアゴルファーへのレッスン会 

カシオが里親となったチューリップ畑 

本社前で休息を取る参加者の方々 

G-SHOCK  
「イルカ・クジラ・エコリサーチ・ネットワーク」モデル 

市民社会への貢献 

■ 「カシオワールドオープンゴルフ」を開催 

カシオは1981年以来、スポーツ振

興による社会貢献を目的として、鹿児島

県の「いぶすきゴルフクラブ」において

「カシオワールドオープンゴルフ」を主

催しています。開催地である指宿市・開

聞町に対しても、カシオ製品を寄贈して

学校教育等に活用いただくほか、地元

のジュニアゴルファーを対象としたレッ

スン会の開催、トーナメント開催期間中

に行ったチャリティ収益金の寄付など、

積極的な地域貢献を図っています。 

なお、25周年という節目を迎える

2005年度からは、創業者の出身地で

あり、主力の生産子会社を構える高知

県に開催地を変更し、地域とのさらなる

密着化を図ります。 

■ 渋谷区の「徒歩帰宅訓練」に協力 

渋谷区では、毎年9月1日の「防災の日」

に、防災訓練の一環として帰宅困難者

を想定した「徒歩帰宅訓練」を実施して

います。カシオは2003年以来、こうし

た活動に協力しており、コースの途中に

ある本社ビルを休息や情報提供のため

の「支援ステーション」として活用いた

だいています。 

2004年度は、37人の参加者が、代々

木公園から笹塚中学校へと向かう約

4.5kmのコースを1時間強かけて歩き

ました。参加者たちは、本社ビル前の仮

設場所で飲料水を補給したり、当社のト

イレで用を足したりと15分の休憩を取

り、当社社員の激励を受けて元気に歩

き始めました。 

 

■ チューリップの里親 

カシオ羽村技術センターが位置する東

京都羽村市では、「根がらみ前水田」を保

全するため、休耕中の水田にチューリップ

を植栽しており、毎年4月には「はむら花

と水の祭り」の後期に「チューリップまつり」

が開催され、多くの観光客が訪れています。 

2004年11月、カシオはこの植栽に

参加して約300坪の休耕田に15,000

球の球根を植え、チューリップの里親と

なりました。地元のボランティアの方々

による手入れのおかげで、2005年春に

は色とりどりの花を咲かせました。 

 

■ 「第4回イルカ・クジラ・エコリサーチ・ 

ネットワーク」プロジェクト支援 

カシオでは、2004年に開催された「第

4回イルカ・クジラ・エコリサーチ・ネットワー

ク」プロジェクト～FEEL THE TIME 

OF NATURE～に参画。知床・根室、小

笠原、大方町（高知県）など全国10ヵ所

のウォッチングポイントにおいて、イルカ・

クジラなどのウォッチングのレベルアッ

プに協力するこの取り組みをサポートす

るために「G-SHOCK」や「Baby-G」の

売上の一部を寄付しました。 

また、お台場のアンテナショップでの「イ

ルカ・クジラステーション」の展示や、カ

シオ流通の店頭などを通じて、アイサー

チの活動の認知促進を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 熱帯雨林保護団体への支援 

カシオはアマゾンの熱帯雨林の保全と、

先住民の文化存続のために活動してい

る熱帯森林保護団体「RFJ：Rainforest 

Foundation Japan」を支援するために、

「Rainforest」ウオッチの売上の一部

を寄付しています。 

 

 

■ カシオ科学振興財団の活動 

（財）カシオ科学振興財団は、故・樫尾茂

前会長以下、樫尾4兄弟が設立発起人となっ

て、我が国の学術研究の発展と振興に寄

与するため、1982年に設立した財団です。 

活動内容としては、「特に若手研究者

による萌芽的な段階にある先駆的かつ

独創的研究を助成すること」を主眼に、

毎年40件程度の研究助成を行うとと

もに、海外派遣助成、研究会助成を年間

10件程度行っています。 
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企業と生活者懇談会 

先生方への研修 

表彰状 

2004年度は、研究助成として39件、

海外派遣助成・研究会助成合わせて14

件、合計53件、総額約55,000千円の

助成を実施。設立以来の助成金総額は

約11億円に達しました。 

 

■ 「教員の民間企業派遣研修」に協力 

カシオは経済界と教育界とのコミュ

ニケーション促進の一環である「教員

の民間企業派遣研修」に、受入企業とし

て参画しています。 

（財）経済広報センターが主催するこ

の活動は、小・中・高等学校等の先生方に

企業活動を体験していただき、その体験

や見聞を、授業を通じて子どもたちへ伝

えてもらうことを目的に、1983年から

毎年夏休み期間中に実施されています。 

初めての参画となった2004年度は、

8月2日～4日までの3日間のプログラ

ムで、小・中学校7名の先生方の研修を

行いました。参加された先生方は、民間

企業の目標と夢を持った仕事の進め方

に驚かれ、教育の現場にもぜひ活かし

たいと、大変満足されていました。 

 

 

 

 

 

■ 「企業と生活者懇談会」を開催 

（財）経済広報センターでは、同セ

ンターの会員である一般生活者の方々

と企業との相互理解を目的とした「企

業と生活者懇談会」を主催。すでにさ

まざまな業界の企業において、83回

もの懇談会が開催されています。 

カシオはこの懇談会を「外部の忌

憚ない声をお聴きするとともに、当社

の活動を一般生活者の方々に知って

いただく良い機会になる」と考え、1

月17日、本社ビルにおいて開催しま

した。当日は20名の参加者をお迎え

して、総務部による概要説明の後、司

会を務めた同センターと、CSR推進室、

広報部、お客様相談センターを交えた

懇談が行われました。生活者の視点

からの質問・要望を通じて多くの情報

が得られただけでなく、参加者の方々

にカシオへの理解を深めていただく

ことができ、双方にとって非常に有意

義なものとなりました。 

 

■ 「ユビキタス社会のための次世代 

オフィス」シンポジウムに参加 

（社）ビジネス機械・情報システム

産業協会では、経済産業省の後援の

もと、次世代オフィスのコンセプトと

して「ユビキタス・コラボレーション」

を掲げたシンポジウムを2004年7

月に開催しました。ネットワーク環境

を駆使して「いつでも、どこででも、

誰とでも、最適な協働が得られる」こ

とで、個の強化とチームの強化を同時

に実現する次世代オフィスを提案す

るこの活動に、カシオは羽方常務がパ

ネリストとして参加し、技術的な側面

からのサポートを行っています。 

 

■ 新潟中越地震の義援金 

2004年10月23日に発生した新潟

中越地震に対して、カシオとしての募金

活動の実施を要望する声が各職場から

上がったことで、労働組合とCSR推進

室が主体となって、広告費が義援金とな

る「お見舞い広告」の実施と、カシオグルー

プ労使共同で寄付を取りまとめること

を決定。また、集まった募金と同額を会

社が拠出することを社長が即断しました。 

11月4日に募金予告をスタートし、具

体的な活動方法について組合・福祉会・

会社が話し合った上で、同月10日には

募金要項をメールとウェブで告知しました。

同月30日までの間に2,490,667円

の募金が集まり、これを「カシオグルー

プ義援金」として日本赤十字社とJAM

へ寄付を行いました。これを受け、カシ

オ計算機は、募金と同額の250万円（一

万円未満を切り上げ）を拠出し、日本赤

十字社宛に寄付を行いました。 

また、義援品として製品の寄贈も行

いました。被災地における情報ツール

へのニーズに応えるべく、ラジオ付きポ

ケットテレビ（防水）およびアダプタを

各300台。加えて、日本時計協会の一

員として、置時計（目覚まし時計）

1,000個、掛け時計500個を寄贈しま

した。 

 

■ 次世代技術の貢献で表彰 

2005年6月23日、カシオ計算機開

発センター第二開発部の松井紳一が「高

圧縮および高効率の映像符号化方式の

標準化に関する著しい功績」により、社

団法人情報通信技術委員会より表彰を

受けました。 
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 社会とカシオ 

社会貢献活動 

2004年度の主な社会貢献活動 
分類 テーマ名 内容 実施主体 

防災 

 

交通安全
 

 

社会教育
 

 

 

 

 

環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救援 

 

 

教育 

 

 

 
福祉 

 

 

環境 

 

 

災害救援 

福祉
 

環境 

伝統文化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域社会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民社会 

 

 

 

 

 

 

 

国際社会
 

P63

P62

P62

P64

P63

P63

P63

渋谷区の「徒歩帰宅訓練」に協力 

交通安全運動に参加 
 

交通安全運動に協力 

一万人の工場見学プロジェクト 

kids ISO 

クリーンアップ・デイの実施 

 

美しい山形・最上川フォーラム 

 

事業所周辺における地域清掃活動 

 

喫煙マナーアップキャンペーン 

 

早朝の事務所近辺の清掃 

 

国分川芝焼きへの参加 
 

新潟中越地震義援金募金活動 

「カシオワールドオープンゴルフ」でのチャリティ
ほかの社会貢献活動 

特別非常勤講師招へい事業への講師派遣  

 

献血への協力 

身体障害者、知的障害者への作業提供 

世界のイルカ・クジラに関する教育・ 
研究活動をサポート 

熱帯森林保護団体活動に協賛 

「環境経営学会」支援 
 

スマトラ沖大地震義援金募金活動 

IMASA （社内モスリム・クラブ） 

深　市植樹祭への参加 

会社の行事を利用した出身地伝統舞踊継承補助 

圷訓

 

春、秋の交通安全週間に万世橋警察署、交通安全協会に協力、交
差路の歩行者誘導に参加 

春･秋の全国交通安全運動期間における街頭活動の協力 

 

 

年2回（夏季と冬季）に構外周辺の清掃と最寄の東花輪駅および
道路沿いの清掃を実施 

地域社会の活性化を図るため、フォーラム・県などが連携して、 
市町村などの桜の植栽や管理を支援する活動 

地域貢献活動の一環として、事業所周辺の清掃活動を定期的に行
なう事で常に環境美化を図る 

歩き煙草・煙草のポイ捨ての防止を訴え、喫煙マナーの向上に取
り組み、喫煙者と非喫煙者の共存を図る運動 

全国の事業所の周辺についてボランティア清掃を呼びかけている。
本社・お茶の水など主要拠点は実施中 

2月に実施される国分川一斉清掃（芝焼き）に社員を派遣し、 
地域活動に協力 

 

 

 

高知県教育委員会の実施する特別講師招へい事業への協力とし
て須崎高校に講師を派遣し、１年生168名を対象に2時間の講義（Ｔ
ＦＴ液晶について）を実施 

本社で173名、羽村技術センターで288名が協力ほか 

製品解体・部品分別などの軽作業による委託業務提供 

 

 

 

環境経営学会に、当社社員が理事・事務局次長に就任し活動に協
賛している 

災害復興支援金募金 

離島の貧困者、孤児などへの食料寄付支援などを行う社員グループへの支援 

深　市緑化活動への参加 

各地方出身者に伝統舞踊の訓練の時間手間・衣装代など便宜供与 

圷訓

カシオ計算機（本社） 

カシオテクノ 

 
カシオ情報機器 

カシオグループ 

カシオ計算機
 

甲府カシオ、 
カシオマイクロニクス(山梨） 

山形カシオ 
 

カシオマイクロニクス（青梅） 
 

カシオ計算機（羽村技術センター） 

 

カシオテクノ 

 

高知カシオ 

 
カシオグループ

 

カシオ計算機 
 

高知カシオ  

 

カシオグループ 

カシオサポートシステム 

カシオ計算機 
 

カシオ計算機 

カシオ計算機 
 

カシオグループ（海外） 

朝日エレクトロニクス インドネシア 

カシオ電子（深　） 

朝日エレクトロニクス インドネシア 

圷訓

企業訪問風景 

国際社会への貢献 
 

 

 

■ カンボジアの教育を支える会「ビデ

オレター交換プロジェクト」に協力 

カシオはNPO法人カンボジアの教育

を支える会（PACE）が2004年6月か

ら11月にかけて実施した「ビデオレター

交換プロジェクト」に賛同し、ビデオレター

を上映するためのプロジェクターを提

供しました。 

このプロジェクトは、日本とカンボジ

アという異文化の子供たち同士が、ビデ

オレターの交換による「顔の見える」交

流を行い、心の距離を縮め、世界観や価

値観を広げるきっかけを作るために企

画されたものです。 

 

■  「FASID/GRIPS国際開発共同 

   プログラム」に協力 

カシオは（財）国際開発高等教育機構

（FASID）と政策研究大学院大学（GRIPS）

による、国際開発共同プログラムの一

環として、9月28日にアジア・アフリカ

から留学中の大学院生42名の企業訪

問を受けました。 

このプログラムは、国際開発援助業

務を学ぶ学生に対して、実地調査・視察

研修の機会を提供するものです。院生

たちの訪問目的は、「日本企業の発展

の歴史・背景や過程等について直接聞き、

日本の技術開発力をじかに感じ、考察す

る」というもので、当社の歴史や製品の

開発経緯に熱心に耳を傾けていました。 

今後も広く世界で活躍する未来の国

際人育成の一端を担うべく、こうした機

会を積極的

に受け入れ

ていきます。 
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分類 件名 寄付先 実施主体 

2004年度の主な寄付活動 

 

 

 

 

 

地域社会 

 

 

 

 

 

 

 

市民社会 
 

 

 

国際社会 

 

 

環境  

 

教育・社会教育  

文化・芸術  

 

 

 

地域社会 
 

 

 

 

 

 

災害救援 

 

国際交流・協力 

 

 

 

 

社会福祉 
 

スポーツ 

テーマ名 分類 内容 実施主体 

2004年度の主なディスクロージャー＆コミュニケーション活動 

「山形カシオの事業と企業経営および企業人から見て学校教育に期待していること」について、小学
校長37名に講演 

職業教育の一環として大学などが積極的に取り組んでいるインターンシップの受け入れ先企業として、
積極的に参画。2004年度は21名 

毎年1～2名の学生を受け入れ約2週間程度のＯＪＴを実施 

総合的な学習の一環として修学旅行などを利用した学生の企業訪問を受け入れる。 
2004年度実績は、21校130名 

児童、学生の社会学習の一環として工場見学を受け入れ。2004年度実績は10校 約350名 

入間市内の中小企業の経営者および起業者を中心に行政並びに大学も参画している活性化した産学
官連携体制活動 

防災の重要性を鑑み、本社所在の地域住民、行政、消防、警察と定期的に会合し、情報交換を実施。
2004年度は3回実施 

 

 

 

 

 

バタム、スラバヤなどの高校から見学や社会体験の受け入れ実施 

大学での派遣実習カリキュラム（約2-3ヶ月間）の受け入れ企業として協力し年間10名ほどの大学生
の実務研修を実施 

北村山校長会にて講演 

 

インターンシップ生の受け入れ 

 
インターンシップ提携 

 
企業訪問の受け入れ 

工場見学受け入れ 

元気な入間ものづくりネットワーク 

 

防災等に関する情報交換会 
 

「教員の民間企業派遣研修」の受け入れ 

「企業と生活者懇談会」を開催 

「ユビキタス社会のための次世代オフィス」 
シンポジウムに参加 

「FASID/GRIPS国際開発共同プログラム」に協力 

「学生の社会研修」受け入れ 

各大学の「民間企業での労働実習プログラム」の 
受け入れ 

山形カシオ 

 

高知カシオ 
 

カシオ情報機器 

 
カシオ計算機（本社） 

高知カシオ 

カシオ電子工業 
 

カシオ計算機（本社） 
 

カシオグループ 

カシオ計算機（本社） 

カシオ計算機 

 
カシオ計算機（本社） 

朝日エレクトロニクス インドネシア 

カシオタイ 

 

P64

P65

P64

P63

P63

P63

P64

P64

P65

 
2004  

 

 2005

月 年 事業所・拠点 

2004年度の主な受賞・表彰 

カシオ計算機 
カシオマイクロニクス 
カシオマイクロニクス 
カシオマイクロニクス 
高知カシオ 
高知カシオ 
八王子技術センター 
 

5 
6 
11 
11 
1 
2 
2

受賞・表彰名 
優れたCSR経営実践企業として表彰 
電気安全および合理化推進表彰優秀賞 
団体表彰　火災予防行政感謝状 
個人表彰（遠藤保）　危険物取扱者業務推進労務 
高知県環境配慮型事業所として認定 
エネルギー管理功績者電気部門四国産業局表彰 
関東地区電気使用合理化委員会最優秀賞 

表彰の主体 
環境経営学会 
多摩電力協会 
東京消防庁青梅消防署 
東京消防庁青梅消防署 
高知県 
四国経済産業局 
関東地区電気使用合理化委員会 

2004年度「Think the Earthプロジェクト」での地球規模の環境問題・
社会問題活動への協賛 

世界のイルカ・クジラに関する教育・研修活動をサポート 

熱帯森林保護団体活動に協賛 

産業廃棄物処理事業振興財団への寄付 

国際大学への協賛 

ＮＨＫ交響楽団協賛 

新星東京フィルハ－モニ－交響楽団協賛 

JIDAデザインミュージアム展示への選定製品の寄付 

果樹大国ひがしね　さくらんぼマラソン大会協賛 

第2回　風のおわら協賛 

根がらみ前水田保全のためのチューリップ球根里親協賛 

 

小作駅東口駅前広場多目的エアドームの設置支援 

土佐くろしお鉄道　ごめん・なはり線後免町駅 
（愛称「ありがとう駅」）への電波時計寄贈 

地元部落活動への寄付 

スマトラ沖大地震義援金寄付 

新潟中越地震被災者への寄付と時計・ポケットテレビ寄贈 

 

カンボジアの教育を支える会「ビデオレター交換プロジェクト」に協力 

 

愛知万博への協賛 

パリ日本文化会館・日本の友の会協賛 

深　市植樹祭への寄付 

スペシャルオリンピックスへの協賛 
 

2005年FISA世界ボート選手権大会への協賛 

圷訓

Think the Earthプロジェクト（NPO） 
 

アイサーチ・ジャパン(NPO) 

レインフォレストファウンデーションジャパン（NPO） 

産業廃棄物処理事業振興財団 

国際大学 

ＮＨＫ交響楽団 

新星東京フィルハ－モニ－交響楽団 

ＪＩＤＡデザインミュージアム 

果樹大国ひがしね さくらんぼマラソン大会実行委員会 

羽村市 

羽村市 
 

羽村市 

南国市、土佐くろしお鉄道 
 

南国市比江部落、国分部落 

日本赤十字社ほか 

日本赤十字社、JAMほか 
 

カンボジアの教育を支える会（NPO） 
 

2005年日本国際博覧会協会 

パリ日本文化会館・日本の友の会 

深　市緑化委員会 

2005年スペシャルオリンピックス 
当期世界大会実行委員会 

2005年FISA世界ボート選手権大会組織委員会 

圷訓

カシオ計算機 
 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

山形カシオ 

カシオ計算機（羽村技術センター） 

カシオ計算機（羽村技術センター） 
 

カシオ計算機（羽村技術センター） 

高知カシオ 
 

高知カシオ 

カシオグループ 

カシオグループ 
 

カシオ計算機 
 

カシオ計算機 

カシオ計算機 

カシオ電子（深　） 

カシオ計算機 
 

カシオ計算機 

圷訓
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Japan for Sustainability 
共同代表　枝廣淳子 

監査役　山田吉信 

ＣＳＲ報告書 編集者一同 

 

今回からの「ＣＳＲ報告書」の発行により、従来の環境側面に関す

るステークホルダーとのコミュニケーション範囲から、より広範なマ

ルチステークホルダー（多面的利害関係者）とのコミュニケーショ

ンの機会を得ることができ、カシオの持続的成長のための課題の

抽出と、解決のための貴重な資産が得られることと期待しております。 

同時に、マルチステークホルダーからの、ＣＳＲという幅広い側面

を有するご意見ご質問に対する、的確な体制の強化充実が必要か

つ重要と認識しております。 

カシオのコーポレートガバナンスの確実な運営を遂行するために、

ＣＳＲ経営を機軸とした内部統制体制の充実を図るべく、監査役と

しての役割職責を通し、社会と共存共栄できる企業造りに鋭意努力

いたしたく、ステークホルダー各位のご支援とご協力を引続きお願

い申し上げます。 

第三者意見 

監査役メッセージ・・・・「ＣＳＲ報告書」の創刊に思うこと 

編集後記 

今回の報告書は「ＣＳＲ報告書」として、カシオグループのＣＳＲ

活動全般について、市場、環境、人、社会の側面から、分りやすさと

網羅性を重視して編集しました。 

また、昨年に引続き、環境経営学会の三田会長と弊社社長、副社

長との対談を掲載し、できるだけ経営者の声を通して、カシオの考

えるＣＳＲ経営をお伝えすることに努めました。 

さらに、昨年の「環境経営報告書を読む会」や「第三者メッセージ」、

および「アンケート」で改善すべき点としてご指摘いただいた項目

についても、可能な限り編集方針に取り入れ、対応させていただき

ました。 

しかし、折角ご指摘いただきながらも、これまでに対応できなかっ

た項目や、今回第三者の意見として、ジャパン・フォー・サステナビリ

ティの枝廣淳子代表よりご指摘をいただきました点については、本

年度の課題として取り組んでいきたいと考えています。 

事務局としては、できるだけ多くの方より、忌憚のないご意見ご

感想をいただき、カシオのＣＳＲ活動に反映していきたいと考えて

います。皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

最後になりましたが、本報告書の制作にあたり、ご協力いただき

ました全ての方々に心より御礼申し上げます。 

今年は初めての「CSR報告書」として、企業の社会的責任を正

面から取り上げようとしています。経営理念を示し、経営者の声や

思いを直接伝えていること、環境分野で詳細な情報開示に力を入

れていること、売上の40%を占める海外へも取り組みと報告の範

囲を広げようとしていることを評価します。 

今後のさらなる向上のため、以下の提言をします。 

CSRの定義は組織によってそれぞれです。｢カシオはCSRをど

のように捉えているか」をさらに自社に引き寄せて考え、基本的な

姿勢を伝えて下さい。また、現在のお客様や取引先、従業員などに

とどまらず、生態系や未来世代なども重要なステークホルダーです。 

コミュニケーション面では、情報の網羅性が重視されていますが、

ぜひ「わかりやすさ」にも力を入れて下さい。取り組みのプロセス

や成果、課題、挑戦、失敗から学んだことなどをネガティブ情報も含

めて出すことで、「人」が感じられる報告書になります。特に重大な

課題をトピックスとして特集するなどメリハリをつける工夫もでき

るでしょう。環境会計やLCA分析では、数字の奥に何を見、その結

果どうしようとしているのかを伝えて下さい。そうすることで、理念

と行動とのつながりが見えてきます。さらに、ステークホルダーと

の双方向コミュニケーションを、CSRの取り組みを向上するための

PDCAの一環として位置づけて下さい。 

市場に関しては、開発中の次世代製品がどのようにCSRや持続

可能性と関わるのか、小型軽量化などによる環境効率の改善のみ

ならず、持続可能な価値を創造するための新しいビジネスモデル

をどう考えているかにもぜひ踏み込んで下さい。 

環境面では、温室効果ガスに関する記述がわかりにくいこと、今

後日本の排出量の80%削減が必要といわれる中で再生可能エネ

ルギーなどの本質的な取り組みが十分に見えないことなどに改善

の余地があります。 

従業員および社会面では、従業員の安全性や次世代育成支援、

人材開発、工場見学やKids ISOなどへの取り組みが評価できます。

従業員や地域の生の声が伝わってくるともっとよくなります。一方、

男女均等雇用については、管理職層の男女比や女性の登用に対す

る考え方、現状認識、取り組みなどの記述がないのが気になります。 

今後、CSRを軸にさまざまな取り組

みを向上させるとともに、｢伝え、耳を

傾ける｣努力もぜひ重ねて下さい。期

待しています。 
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1 ビジョンと戦略 
 
　1. 1 持続可能な発展への寄与に関する組織のビジョンと戦略に関する声明 

 1. 2 報告書の主要要素を表す最高経営責任者の声明　　 

 

2 報告組織の概要 
 

組織概要 

 2. 1 報告組織の名称　　 

 2. 2 主な製品やサービス　　 

 2. 3 報告組織の事業構造　　 

 2. 4 主要部門、製造部門子会社、系列企業および合弁企業の記述　　 

 2. 5 事業所の所在国名　　 

 2. 6 企業形態（法的形態）　　 

 2. 7 対象市場の特質　　 

 2. 8 組織規模　　 

 2. 9 ステークホルダーのリスト。その特質、および報告組織との関係　　 

報告書の範囲 

 2.10 報告書に関する問い合わせ先　　 

 2.11 記載情報の報告期間　　 

 2.12 前回の報告書の発行日　　 

 2.13 報告組織の範囲　　 

 2.14 前回の報告書以降に発生した重大な変更　　 

 2.15 時系列・報告組織間での比較のための基礎的事柄　　 

 2.16 以前発行の報告書記載情報についての修正　　 

報告書の概要 

 2.17 報告書作成に際しGRIの原則または規定を適用しない旨の決定の記述 

 2.18 コストと効果の算出に使用された規準／定義　　 

 2.19 測定手法の、前回報告書発行以降の大きな変更　　 

 2.20 正確性、網羅性、信頼性を増進し保証するための方針と組織の取り組　　 

 2.21 第三者保証書を付帯することに関する方針と現行の取り組み　　 

 2.22 報告書利用者が追加情報報告書を入手できる方法　　 

 

3 統治構造とマネジメントシステム 
 

構造と統治 

 3. 1 組織の統治構造　　 

 3. 2 独立している取締役、執行権を持たない取締役の割合　　  

 3. 3 取締役選任プロセス　　 

 3. 4 取締役会レベルにおける監督プロセス　　 

 3. 5 役員報酬と目標達成度との相関　　 

 3. 6 組織構造と主務者　 

 3. 7 組織の使命と価値の声明（行動規範、原則、パフォーマンス方針他） 

 

 

ステークホルダーの参画 

 3. 8 株主による勧告・指導のメカニズム　　 

 3. 9 主要ステークホルダーの定義　　 

 3.10-12 ステークホルダーとの協議の手法、協議から生じた情報の種類、活用状況 

    

統括的な方針およびマネジメントシステム 

 3.13 予防的アプローチまたは予防原則 

 3.14-15 参加、支援している憲章、原則、各種団体他　　 

 3.16 上・下流部門での影響管理（方針とシステム）　　 

 3.17 間接的な影響管理のための取り組み 

 3.18 報告期間内の所在地・事業内容の変更　　 

 3.19 パフォーマンスのプログラムと手順　　 

 3.20 マネジメントシステム認証状況　　 

 

4 GRIガイドライン対照表 
 

 4. 1 GRI報告書内容の各要素の所在をセクションおよび指標ごとに示した表　 

5 パフォーマンス指標 
 

統合指標  P5～6・P32 

経済的パフォーマンス指標 

 顧客 EC1 P5～6 

  EC2 P6 

 投資家 EC6 P28 

 公共部門 EC10 P63～66 

環境パフォーマンス指標 

 原材料 EN1 P38 

  EN2 P38 

 エネルギー EN3 P38・P43 

  EN18 P36・P38・P42 

  EN19 P42 

 水 EN5 P38・P46 

  EN22 P38 

 放出物、排出物および廃棄物 

  EN8 P38・P43 

  EN9 P45 

  EN10 P38・P44 

  EN11 P38・P47 

  EN12 P38 

  EN13 P34・P46 

  EN30 P38・P43 

 製品とサービス EN14 P38 

  EN15 P38 

  法の遵守 EN16 P34 

    輸送 EN34 P49 

 その他全般 EN35 P35～36 

社会的パフォーマンス指標 

労働慣行と公正な労働条件 

 雇用 LA1 P5・P54 

  LA12 P58 

 労働／労使関係 LA3 P58 

  LA4 P58 

  LA13 P12・P58 

 安全衛生 LA5 P59～60 

  LA6 P59 

  LA7 P60 

  LA14 P59～60 

  LA15 P58 

 教育研修 LA9 P55～56 

  LA16 P55～56 

  LA17 P55～56 

 多様性と機会 LA10 P54 

  LA11 P54 

人権 

 方針とマネジメント HR1 P16・P54 

  HR2 P27 

  HR3 P27 

  HR8 P16 

 差別対策 HR4 P16・Ｐ54 

 組合結成と団体交渉の自由 

  HR5 P58 

 児童労働 HR6 P16・P27・P54 

 強制・義務労働 HR7 P16・P27・P54 

 懲罰慣行 HR9 P16 

  HR10 P16 

社会 

 地域社会 SO1 P16・Ｐ65～66 

  SO4 P34・Ｐ48・Ｐ64・Ｐ66 

 贈収賄と汚職 SO2 P16 

製品責任 

 顧客の安全衛生 PR1 P24～26　 

 製品とサービス ＰＲ2 P24～26 

  PR8 P26 

 プライバシーの尊重 ＰＲ3　 Ｐ18

 

P5～6・P13・P31 

P7～8 

 

 

P5 

 

P5 

P5 

P5・P14 

P1・P6 

P6 

P5～6 

P5～6 

P5 

P19・P29・P53・P61 

 

裏表紙 

P1 

P48 

P1 

P1・P5～6 

P1・P5～6 

P38・Ｐ43 

 

P1 

P35～36 

P35 

P67 

Ｐ48・P67 

各ページURL記載 

 

 

 

 

P14～15 

P14 

省略（参考P14～15） 

Ｐ17 

省略 

Ｐ14～15・Ｐ24・Ｐ33 

P13～16・P20～21・P23～

24・P27～28・P30・P39・ 

P50・P54～55・P57・P62 

 

P14・P28 

P19・P29・P53・P61 

P25～28・P58・P63・P64

～66 

 

P15～18・P25～26・P34 

P48・Ｐ65 

P20・P24・Ｐ27 

P5～6・P28・Ｐ38・Ｐ65～66 

P5～6 

P15・P32～34・P62 

P17・Ｐ25・P33 

 

 

　 

P68 

 

 

 

 

 

 

項目 対応ページ数 項目 対応ページ数 

項目 対応ページ数 

項目 対応ページ数 

項目 対応ページ数 

GRIガイドライン対照表 
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Trademark of American Soybean Association

印刷サービス 

カシオ計算機株式会社は印刷サービスの 
グリーン購入に取り組んでいます 

古紙配合率100％再生紙を使用しています 

本報告書は100％古紙再生紙と、アメリカ大豆協会認定の大豆油インキを使用し水無し印刷をしています。 

お問い合わせ先 

カシオ計算機株式会社 
http://www.casio.co.jp/ 

CSR推進室（CSR全般について） 
〒151-8543　東京都渋谷区本町1-6-2 
TEL 03-5334-4901　FAX 03-5334-4547 
E-mail csr-report@casio.co.jp 

環境センター（環境全般について） 
〒205-8555　東京都羽村市栄町3-2-1 
TEL 042-579-7256　FAX 042-579-7718 
E-mail eco-report@casio.co.jp 
 
発行　2005年8月 




